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業務実績評価スケジュール 
 
 

 
○ 平成 30事業年度の業務実績評価 

○ 第 1期中期目標期間の業務実績評価 

第１回評価委員会 

7 月 2日（火） 

１．法人からの業務実績報告及び自己評価の説明 

２．法人へのヒアリング 

３．小項目評価 

7 月中旬～7月下旬 小項目評価結果（案）の委員への配布 

第２回評価委員会 

8 月 2日（金） 

１．事務局より大項目評価及び全体評価（案）の提示 

２．審議及び意見の取りまとめ ⇒ 市長へ答申 

8 月中旬 

１．法人への評価結果（案）に対する意見申し立ての機会の付与 

２．評価の決定 

３．法人への評価結果の通知 

４．公表 

9 月 （市は議会へ報告） 
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地方独立行政法人西都児湯医療センターの概要 

１．現況（平成 31 年 3 月 31 日現在） 
① 法人名：地方独立行政法人西都児湯医療センター 
② 所在地：宮崎県西都市大字妻１５５０番地 
③ 役員の状況 

理事（任期：平成 30 年 4 月 1 日から令和 2 年 3 月 31 日） 
役職名 氏 名 所属・職名等 備考 

理事長 長田 直人 院長 常 勤 

理 事 濵砂 亮一 副院長 非常勤 

理 事 桐ヶ谷 大淳 宮崎大学医学部地域医療・総合診療医学講座助教 非常勤 

理 事 村上 牧雄 西都商工会議所副会頭 非常勤 

理 事 増田 惠二 元西都市会計管理者 非常勤 

監事（任期：平成 30 年 4 月 1 日から令和元年度財務諸表承認日まで） 
監 事 黒木 陽介 税理士 非常勤 

監 事 黒木 輝幸 高鍋町監査委員 非常勤 

監 事 村上 秀幸 公認会計士、中小企業診断士 非常勤 

④ 設置・運営する病院 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

病院名 西都児湯医療センター 

主な役割及び機能 救急告示病院、地域災害拠点病院 

所在地 宮崎県西都市大字妻 1550 番地 

開設日 平成２８年４月１日 

病床数 91 床（稼動病床数：一般病床 69 床） 

診療科目 脳神経外科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、整形外科 
リウマチ科、麻酔科、内科、外科、リハビリテーション科、放
射線科 

病院敷地面積 5,615.65 ㎡ 

建物規模 鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 
建築面積 2,290.05 ㎡ 
延床面積 3,750.62 ㎡ 

 
⑤ 職員数（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

124 人（正職員 100 人、非常勤職員 24 人）※西都市からの派遣職員 4 名含む 
 

２．地方独立行政法人西都児湯医療センターの基本的な目標等 

 

 ●病院理念 

◇地域医療の充実による地域社会への貢献 

◇地域医療を担う次代の医療人の育成 

◇地域の行政・医療機関・施設との連携推進 

 

病院理念の達成を目標に様々な事業に取り組んでいるが、特に力

を入れているのは地域医療の充実である。西都児湯医療圏の中核的病

院、唯一の地域災害拠点病院として、地域医療の中心的役割を担えるよ

う機能の充実を図り、医療を取り巻く環境の変化に迅速かつ柔軟に対応

できる病院運営を心がけ、質の高い医療サービスの提供を目指す。さ

らに、行政や医師会との連携を図り、地域に求められる医療の実現

を目指していかなければならない。また、研修施設として、宮崎大学

医学部附属病院卒後臨床研修センターの研修医、西都市消防本部の救

急救命士を受け入れた。実習施設としては、宮崎大学医学部の医学

生、専門学校の理学療法士・医療事務、短期大学の管理栄養士を受

け入れた。今後は、薬学部の学生や看護学生などの実習も受け入れ

て、将来の地域医療を担う医療人の育成と人材確保を目指す。 
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全体的な状況 
１． 法人の総括と課題 

 

今年度も急性期一般入院料1（入院基本料7対1）を堅持し、高齢化が進む地域住

民の急性期医療のニーズに対応した医療の提供を行った。 

医療機能・患者サービスの向上、経営安定のために必要な医療従事者の確

保については、医師 1 名、看護職員 5名、理学療法士1名を新たに採用し、コ

メディカルについては必要数を確保することができた。 
4 月より整形外科医師１名を新たに採用したことにより、外傷や骨折等の診療と

手術治療も対応可能となり診療体制が充実した。夜間急病センターについても、宮

崎大学医学部や航空自衛隊新田原基地及び周辺医師会からの当直医派遣の継続と、

常勤医師の増員により、内科・外科の診療が365日診療できる体制へ近づいた。 

予防医療の推進を目的として、ホームページによる情報発信や西都市の広報紙

「広報さいと」へ、職員やコメディカル部門の紹介や院内の出来事・話題等の情報

を隔月掲載した。 

患者数は、入院患者、外来患者ともに増加傾向にある。今年度の延入院患者

数は21,043 人で、前年度20,108 人に対して935 人増加し、前年比4.6％増と

なっている。延外来患者数は、一般外来17,405 人、夜間急病センター3,239 人

で合計20,644 人。前年度は、一般外来13,812 人、夜間急病センター2,932 人

の合計 16,744 人に対して 3,900 人増加し、前年比23.2％増となっている。 

新病院建設に向けての取り組みとして、「地方独立行政法人西都児湯医療センタ

ー施設整備基本計画」の策定を目指し、診療機能や土地の選定について、合計 12

回西都市と協議を重ね、11 月病院事業債仮申請手続きを行った。その後、西都

市及び西都市西児湯医師会と合計 4回の協議を重ね、病床数、病床機能を確定さ

せ病院事業債本申請に向けて取り組んでいる。 

今後の課題としては、地域住民に対する安全安心な医療の提供と経営の健全

化を両立させるために、増加する人件費、新病院建設に係る費用等、多額の経費

を要することが予測されることから、業務の質を確保したうえでの経費削減を図

る必要がある。 

２． 大項目ごとの特記事項 

 

（１） 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する取組み 
4 月より整形外科医師１名を新たに採用したことにより、外傷や骨折等の診療と 

手術治療も対応可能となり診療体制が充実した。また、常勤医師が増えたことによ

り夜間急病センターの内科・外科の診療がほぼ毎日可能となった。 

看護職員を、質の向上のため、学会や研修会へ積極的に派遣した。研修後の伝

達講習会を 6 回開催し、習得した知識及び技術の共有化を図ったことで、看護職員

のスキルアップと医療の質向上へつながった。 

患者ニーズ把握のため患者満足度調査を実施した。その中で不満が高かった項目

は、駐車場の狭さと施設の老朽化と待合室の狭さ、待ち時間の長さであった。患者

来院時の駐車場確保を目的として、院外で西都市が所有している駐車場の一部を

職員駐車場として借用し、院内の駐車場を患者駐車場として確保した。 

 

（２） 業務運営の改善及び効率化に関する取組み 
診療部、看護部、医療支援部、事務局の管理職による病院運営会議を毎月開催

し、診療実績と経営状況の報告並びに医師確保や診療体制など、病院運営におい

て重要な課題について協議している。 

収入に直結する施設基準については、入院基本料 7対 1を維持するための要件

である、平均在院日数、在宅復帰率、重症度、医療、看護必要度など分析した

ものを医師と幹部職員へ毎週報告している。 

 

（３） 財政内容の改善に関する取組み 
収入については、許可病床数 91 床で算出した病床利用率は平成 28 年度 59.8％

（稼動病床数65床で算出した病床利用率は83.6％）、平成29年度 60.5％（稼動病

床数65床で算出した病床利用率は84.7％）であり、稼動病床数65床で予約入院や

日中の緊急入院及び夜間休日等の緊急入院対応に必要なベッドの確保も考慮すると 
ほぼ満床に近い状況でありこれ以上増収が見込めない状況であった。 
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患者数の増加に対応するため、９月から３階病棟の増改築工事を行い、11 月か

ら稼動病床数を 65床から 69床へ変更した。今年度は、許可病床数 91床で算出し

た病床利用率は62.8％（稼動病床69床で算出した病床利用率は85.6％）で、夜間

休日等の緊急入院対応に必要なベッドの確保も考慮すると、ほぼ満床に近い状況で

あり、新規入院患者数も前年度より190名増の1,360 名となった。外来についても、

1日 100 名超の受診者があり、急患処置も兼ねた外来診察室や待合室の狭さも影響

しているものの、前年度より 3,900 名増の 20,644 名で、診療科増加及び 3階病棟

増床により増収となった。 

職員がほぼ50歳以下であることから、今後数年間は人件費が上昇し続ける。財政

悪化は確実と思われる中、新たな収入増加、コスト削減策が必要である。収入増加

策は、施設規模に左右されず、経費の掛からないものでなければならず、現状のま

ま取り組める新たな施設基準（加算）の取得を模索した。5月より医療安全管理室

の設置及び専任の医療安全管理者を１名配置し、医療安全管理体制の充実を図り、

医療安全管理体制加算を取得した。コスト削減策としては、徹底した価格交渉によ

る材料費の削減に取り組み、単価の上昇は抑えられた。今年度から人事評価制度の

導入に向けた取り組みを開始したため、あわせて適正な給与体系の構築の検討に取

り組み、将来的には給与規程等の見直しを行うことで、人件費の抑制に繋がる

可能性はあると考えている。 

※施設基準とは医療法で定める医療機関および医師等の基準の他に、健康保険

法等の規定に基づき厚生労働大臣が定めた、保険診療の一部について、医療

機関の機能や設備、診療体制、安全面やサービス面等を評価するための基

準になります。 

 

（４）その他業務運営の重要事項に関する取組み 

新病院準備室の市職員 3 名を中心に、新病院建設に向けて取り組み、「地方独

立行政法人西都児湯医療センター施設整備基本計画」の策定を目指し、病床機能

や土地の選定について、合計 12 回西都市と協議を重ね、11 月病院事業債仮申請

手続きを行った。その後、西都市及び西都市西児湯医師会と合計 4回の協議を重

ね、病床数、病床機能を確定させ病院事業債本申請手続きに取り組んだ。 
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項目別の状況 

 
第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 医療サービス （1） 緊急性の高い脳疾患や地域に不足している内科疾患における二次救急医療の提供 
 

中期目標 緊急性の高い脳卒中等の脳疾患を積極的に受け入れるとともに、当医療圏に不足している呼吸器及び消化器等を中心とした内科系疾患の受入体制を整
備し、地域の医療機関と役割分担をしながら医療圏内における完結型医療を目指して、二次救急医療の提供を行うこと。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
現在、西都児湯医療圏からは約 4

割の患者が圏外へ流出しているこ
とから、地域の医療機関と連携を
図り、役割分担をしながら医療圏
内で完結できる診療体制の実現を
目指す。 

特に高齢者に多くかつ緊急性の
高い脳卒中等の脳疾患患者につい
て、ＭＲＩ装置やＤＳＡ装置とい
った高度医療機器を備える法人が
積極的に受け入れ、また呼吸器及
び消化器領域の内科疾患について
も、専門性を活かして高度な医療
を提供する。 

指標
26年度

実績
30年度

目標
手術件数（件） 95 95
血管内治療件数（件） 20 20
t-PA治療件数（件） 11 20
内視鏡検査件数（件） 98 150  

ＤＳＡ（血管造影検査） 
血管内に造影剤を挿入し、病変などについて
詳しく検査する方法 
ｔ-ＰA 治療（血栓溶解療法） 
急性期の脳梗塞の治療法 

 
緊急性の高い脳疾患や地域に不足し
ている内科疾患における二次救急医
療の提供 
地域の医療機関と連携を図り、役割分
担をしながら医療圏内で完結できる
診療体制の実現を目指す。 
特に高齢者に多くかつ緊急性の高い
脳卒中等の脳疾患患者について、ＭＲ
Ｉ装置やＤＳＡ装置といった高度医
療機器を備える当法人が積極的に受
け入れ、また呼吸器、循環器及び消化
器領域の内科疾患についても、専門性
を活かして高度な医療を提供する。 
 

指標
26年度

実績
30年度

計画
手術件数（件） 95 95
血管内治療件数（件） 20 20
t-PA治療件数（件） 11 20
内視鏡検査件数（件） 98 150  

 
当院は稼働病床数 69 床（許可病床数：91 

床）の病院として、今年度も急性期の医療を継
続し、緊急性の高い脳卒中等の脳疾患や呼吸器
疾患及び骨折等の整形外科疾患を積極的に受け
入れた。 

高度医療機器は、MRI・CT・DSA がある。
MRI 検査は平成 29 年度 2,767 件、平成 30 年度
3,058 件で 291 件の増加、CT 検査は平成 29 年
度 2,828 件、平成 30 年度は 3,582 件で 754 件の
増加、DSA は平成 29 年度 88 件、平成 30 年度
は 107 件で 19 件増加した。急性期医療として
は、脳神経外科の検査や手術に加えて、呼吸器
内科の直達硬性鏡を用いた気管・気管支腫瘍の
切除またはステント留置術、内視鏡検査や治療
等の高度な医療を提供した。 
また、4 月整形外科常勤医師 1 名を採用したこ
とにより、外傷や骨折等の診療及び大腿骨頭挿
入手術等の高度な医療を提供した。 

整形外科の緊急以外の定例手術や受傷後 48 時
間以内の早期に手術治療が望ましい症例は、理
事長自ら麻酔を担当した。 

 
 
 
 
 
 

 

指 標 
30 年度 

実績 
手術件数（件） 287 
血管内治療件数（件） 44 
t-PA 治療件数（件） 9 
内視鏡検査件数（件） 275 

 

４ 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 医療サービス （2） 初期救急医療体制の維持及び充実 
 

中期目標 
地域にとって不可欠な初期救急医療体制を確実に維持するとともに、医師を始めとする医療職の確保や医師会との連携強化を進めながら、受入時間の
延長など、体制の充実に努めること。また、法人での対応が困難な救急については、医療圏外の二次・三次救急病院との連携を図り、迅速かつ適切な
対応を行うこと。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
夜間急病センターを備える地域

で唯一の医療機関として受け入れ
時間の延長など、地域住民のニー
ズに応えられるよう、医療職の確
保とレベルアップを図り、地元医
師会をはじめとする地域の医療機
関や宮崎大学からの支援協力をい
ただきながら、受入体制の確実な
維持・充実に努める。 

また、法人での対応が困難な高
度救急については、宮崎大学医学
部附属病院や県立宮崎病院をはじ
めとする圏外の二次・三次救急病
院と緊密に連携し、必要な処置及
び診断を行ったうえで搬送するこ
とにより、迅速かつ適切な対応を
行う。 

 
 

 

指 標 26 年度 
実績 

30 年度 
目標 

救急車搬入件数（件） 722 900 

 
夜間急病センターを備える地域

で唯一の医療機関として、受け入
れ時間の延長など地域住民のニー
ズに応えるための医療職の確保と
レベルアップを図る。また、地元医
師会をはじめとする地域の医療機
関や宮崎大学からの支援協力をい
ただきながら、受入体制の確実な
維持・充実に努める。 

さらに、当法人での対応が困難
な高度救急については、宮崎大学
医学部附属病院や県立宮崎病院を
はじめとする圏外の二次・三次救
急病院と緊密に連携し、必要な処
置及び診断を行ったうえで搬送す
ることにより、迅速かつ適切な対
応を行う。 

 
 
 

指 標 26 年度 
実績 

30 年度 
計画 

救急車搬入件数（件） 722 900 

 
西都児湯地域で唯一内科・外科の夜間急病セン

ターを備えているが、救急搬送患者の約４割が圏
外へ流出していた。地域の急性期を担う医療機関
として、増加する救急搬送に対して可能な限り受
け入れたことにより救急車搬入件数が増加した。 

平成31年1月地域住民を対象に、「宮崎県の救急
医療について」のタイトルで宮崎大学医学部病態
解析医学講座救急・災害医学分野救命センターの
落合秀信教授が講演を行い、「西都児湯医療圏の
救急医療について」のタイトルで当センターの長
田直人理事長が講演を行った。宮崎県内の救急医
療及び当センターが担っている救急医療の現状や
課題、重要性を周知した。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

指 標 30 年度 
実績 

救急車搬入件数（件） 1,040 

 

４ 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 医療サービス （3） 医療連携の推進 
 

中期目標 地域の中核病院としての役割を果たすため、充実した医療設備や手厚い看護体制によって症状の安定化を図り、地域の医療機関若しくは高齢者施設へ
のスムーズな受渡しを行うなど、医療連携の推進・強化に努めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
   

地域の医療機関からの患者紹介
を積極的に受け入れ、急性期医療を
担う地域の中核病院としての役割
を果たすとともに、充実した医療設
備や手厚い看護体制によって患者
の症状の安定化を図る。さらに、地
域の医療機関若しくは高齢者施設
との適切な役割分担のもとで患者
のスムーズな受渡しを行い、紹介率
及び逆紹介率の向上を図る。 

 
 
 
 

 
 
 

指標 26 年度 
実績 

30 年度 
目標 

紹介率（％） 29 31 以上 
逆紹介率（％） 30 31 以上 

  
地域の医療機関からの患者紹介

を積極的に受け入れ、急性期医療
を担う地域の中核病院としての役
割を果たすとともに、充実した医
療設備や手厚い看護体制によって
患者の症状の安定化を図る。さら
に、地域の医療機関若しくは高齢
者施設との適切な役割分担のもと
で患者のスムーズな受渡しを行
い、紹介率及び逆紹介率の向上を
図る。 

 
 
 

 
 
 

 

指標 26 年度 
実績 

30 年度 
計画 

紹介率（％） 29 31 以上 
逆紹介率（％） 30 31 以上 

 
他の医療機関や施設等からの紹介患者をす

みやかに受け入れ、退院手続きをスムーズに
行うため、地域医療連携室の社会福祉士2名、
看護師1名を配置した。外来患者数増加に伴
い、外来看護師の不足が生じたため、5月看護
師1名を外来へ配置変更した。 

そのため、地域医療連携室は社会福祉士2名
で、転院に伴う医療機関や施設選定、在宅復帰
に向けた家族との調整等の業務を行った。今年
度の医療相談件数は、553件であった。 
これらの取り組みを行ったが、紹介率・逆紹介
率ともに前年度を下回り、計画値も下回る結果
となった。 
 

 
 
 
 
 

 

指標 30 年度 
実績 

紹介率（％） 29.1 
逆紹介率（％） 29.8 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 医療サービス （4） 地域災害拠点病院としての役割 
 

中期目標 今後発生が懸念される南海トラフ巨大地震などの災害発生時やその他の緊急時において、西都児湯医療圏の地域災害拠点病院として、施設要件等の機
能の維持に努めるとともに、迅速かつ適切な医療提供ができる体制を整備すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
西都児湯医療圏の地域災害拠点

病院として、災害発生時やその他
の緊急時において、自治体の要請
に応じ患者の受入れやスタッフの
派遣に適切に対応できる体制の整
備を進める。 

また、災害発生時等に万全な対
応を図ることができるよう、院内
災害対応マニュアルの整備や必要
物品等の確保、他の二次医療機関
をはじめとする関係医療機関との
連携訓練の実施や広域災害対応訓
練等への参加を通して、人材の育
成に努める。特に、重要な役割を
担う災害派遣医療チーム（ＤＭＡ
Ｔ）の派遣先での活動、他の災害
派遣医療チームの受入れなど円滑
な実施が図られるよう努める。 

 
西都児湯医療圏の地域災害拠点

病院として、災害発生時やその他の
緊急時において、自治体の要請に応
じ患者の受入れやスタッフの派遣
に適切に対応できる体制の整備を
進める。 

また、災害発生時等に万全な対応
を図ることができるよう、院内災害
対応マニュアルの整備や必要物品
等の確保、他の二次医療機関をはじ
めとする関係医療機関との連携訓
練の実施や広域災害対応訓練等へ
の参加を通して、人材の育成に努め
る。特に、重要な役割を担う災害派
遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の派遣先
での活動、他の災害派遣医療チーム
の受入れなど円滑な実施が図られ
るよう努める。 

さらに、被災後、早期に診療機能
を回復できるよう、ＢＣＰ（事業継
続計画）を今年度内に整備する。 

 

 
6 月に開催された西都市総合防災訓練へ、

DMAT と事務局職員が参加し、災害発生時の
行政機関や地域企業との連携強化を図った。8
月に開催された平成 30 年度災害実働訓練・大規
模地震時医療活動訓練に併せて、午前中は院内
の災害訓練を職員 69 名が参加して行った。主
な訓練内容としては、災害対策本部運営や待
合室のレイアウトを変更し、トリアージ後の
傷病者の対応を行った。午後は、DMAT と事
務職員で、県外 DMAT との連携や傷病者の転
院搬送依頼など実働訓練を行った。10 月に開
催された宮崎県総合防災訓練へ DMAT を派
遣し、県内の医療機関や企業などと協力体制
の強化を図った。災害対策委員会において、災
害発生時のライフラインの確保や患者用の医
薬品や食糧等の備蓄計画に加え、職員用の飲
料水や食糧等の備蓄について協議を行い、次
年度において飲料水、食糧並びに簡易トイレ
について備蓄することとした。県内の医療機
関や宮崎県との連絡網確保を目的として、防
災無線機を 1 台購入し、災害時の院内外との
連絡体制強化を図った。災害など不測の事態に
より被害を受けた時でも、病院事業を継続して
いく、あるいは中断しても早期復旧を図るため
に、事前に対応策を準備しておく事業継続計画
（BCP：Business Continuity Plan）の作成が完了
した。 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ２ 医療の質の向上 （1）医療職の確保 
 

中期目標 医師会などの関係機関・団体や大学などの教育機関との連携強化を図り、優秀な医師、看護師、医療技術職等の確保に努めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
急性期医療を担う地域の中核病

院として地域医療の水準の維持向
上を図るため、医師会などの関係機
関・団体や大学などの教育機関との
連携強化を図り、医師を始めとした
医療職の確保に努める。 

また、院内における教育研修制度
の充実や就労環境の向上、医師の負
担軽減策の実施によって優秀な医
師の確保に努めるとともに、質の高
い看護を提供するため優秀な看護
師の確保に努め、適切な看護体制を
維持する。 

 
 

 
 

指標 26 年度 
実績 

30 年度 
目標 

常勤医師数（名） 3 7 
看護師数（名） 49 56 

 
急性期医療を担う地域の中核病

院として地域医療の水準の維持向
上を図るため、医師会などの関係機
関・団体や大学などの教育機関との
連携強化を図り、医師を始めとした
医療職の確保に努める。 

また、院内における教育研修制度
の充実や就労環境の向上、医師の負
担軽減策の実施によって優秀な医
師の確保に努めるとともに、質の高
い看護を提供するため優秀な看護
師の確保に努め、適切な看護体制を
維持する 

 
 

 
 

指標 26 年度 
実績 

30 年度 
計画 

常勤医師数（名） 3 7 
看護師数（名） 49 56 

 
(1) 医 師 

 
4 月に整形外科常勤医師１名を採用し、常勤医

師 7 名となり目標は達成している。夜間急病セ
ンターついては、今年度も宮崎大学医学部、航空
自衛隊新田原基地、周辺医師会からの医師派遣
の継続と常勤医師の増員により、内科・外科の
診療が 365 日診療できる体制に近づいている。 

 
(2) 看護師 

 
入院と外来患者数の増加に対応するため、看

護師の採用をすすめ看護師を 2 名増員した。ま
た、看護大学や専門学校を訪問し、病院のＰＲ
や奨学金等の内容を説明し新卒の看護師確保
に向けた取り組みを行った。 

 
 

 

 

指標 30 年度 
実績 

常勤医師数（名） 7 
看護師数（名） 61 

 

4 

  

 
  



9 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ２ 医療の質の向上 （2）医療安全対策の徹底 
 

中期目標 患者や職員に関する安全の確保のための医療安全体制を整備し、医療安全対策の充実を図ること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
患者や職員に関する安全の確保

のため、医療安全に関する情報の収
集や分析を行い、医療安全策の徹底
に努める。また、予防策を徹底し、
各種の感染症に対して適切に対応
し、患者の安全や職員の健康を確保
するとともに、院内感染の防止に努
める。 
 
 

指標
26年度

実績
30年度

目標
医療安全委員会開催数（回） 12 12
院内医療安全研修会回数（回） 4 4
院内感染対策委員会開催数（回） 12 12
院内感染対策研修会回数（回） 2 2
院外研修への参加回数（回） 8 8  

 
患者や職員に関する安全の確保

のため、医療安全に関する情報の収
集や分析を行い、医療安全対策の徹
底に努める。また、予防策を徹底し、
各種の感染症に対して適切に対応
し、患者の安全や職員の健康を確保
するとともに、院内感染の防止に努
める。 

指標
26年度

実績
30年度

計画
医療安全委員会開催数（回） 12 12
院内医療安全研修会回数（回） 4 2
院内感染対策委員会開催数（回） 12 12
院内感染対策研修会回数（回） 2 2
院外研修への参加回数（回） 8 8  

 
医療安全・院内感染ともに委員会や院内研修

会を計画に基づき開催した。また、医療安全管理
体制を強化するため、医療安全管理室の設置及び
専任の医療安全管理者１名を配置し、医療安全管
理体制の充実を図った。 

 
 
 
 
 

 
 
 

 

指標 30 年度 
実績 

医療安全委員会開催数（回） 12 

院内医療安全研修会回数（回） 4 

院内感染対策委員会数（回） 12 

院内感染対策研修会回数（回） 2 

院外研修への参加回数（回） 12 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ２ 医療の質の向上 （3）クリティカルパス導入の推進 

 

中期目標 医療連携の強化と医療の標準化・最適化を図るため、クリティカルパス（病気ごとに、治療や検査、看護ケアなどの内容及びタイムスケジュー
ルを一覧表に表したもので、医療連携の標準化、効率化等に資する入院診療計画書）の導入に努めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
クリティカルパス（病気ごと

に、治療や検査、看護ケアなどの
内容及びタイムスケジュールを
一覧表に表したもので、医療連携
の標準化、効率化等に資する入院
診療計画書）の作成及び入院患者
への適用によって、一貫性のある
医療を提供し、治療効果の向上を
図る。 

また、脳疾患領域においては脳
卒中地域連携クリティカルパス
の作成及び運用に向けた検討に
着手し、地域の医療機関との情報
共有やスムーズな患者の受け渡
しによる切れ目のない医療の提
供の実現を目指す。 

 
 

指標 
26 年度 

実績 
30 年度 

目標 

ｸﾘﾃｨｶﾙﾊﾟｽ数（種類） 3 10 

地域連携ｸﾘﾃｨｶﾙﾊﾟｽ数
（種類） 

0 1 

 
クリティカルパス（病気ごとに、

治療や検査、看護ケアなどの内容及
びタイムスケジュールを一覧表に表
したもので、医療連携の標準化、効
率化等に資する入院診療計画書）の
作成及び入院患者への適用によっ
て、一貫性のある医療を提供し、治
療効果の向上を図る。 

また、脳疾患領域においては脳卒
中地域連携クリティカルパスの作成
及び運用に向けた検討に着手し、院
内に検討、研究する体制を作る。地
域の医療機関との情報共有やスムー
ズな患者の受け渡しによる切れ目の
ない医療の提供の実現を目指す。 

 
 

 
 

指標 
26 年度 

実績 
30 年度 

計画 

ｸﾘﾃｨｶﾙﾊﾟｽ数（種類） 3 10 

地域連携ｸﾘﾃｨｶﾙﾊﾟｽ数
（種類） 

0 1 

 
クリティカルパスの作成については、4月よ

りクリティカルパス委員会を設置し、委員会を
中心に現在のクリティカルパスの見直しと新た
なクリティカルパスの作成に向け取り組んだ。
今年度は、頚椎椎弓形成術、腰椎手術、ガンマ
ネイル術、人工骨頭挿入術、橈骨遠位端骨折の
5つについて作成した。 

地域連携クリティカルパスは、周辺の医療機関
と連携には至らなかったため、今後も継続して検
討を行う。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 

指標 30 年度 
実績 

クリティカルﾊﾟｽ数（種類） 12 

地域連携ｸﾘﾃｨｶﾙﾊﾟｽ数（種類） 0 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ２ 医療の質の向上 （4）高度医療機器等の計画的な更新・整備 

 

中期目標 地域の中核的病院としての役割を果たすため、救急医療をはじめ各診療分野において高度医療の充実に努めるとともに、法人に求められる医療
を提供できるよう、必要な高度医療機器や診療支援システムを計画的に更新・整備すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
法人に求められる高度で質の高

い医療を切れ目なく提供できるよ
うに、電子カルテシステムの導入
など、高度医療機器等の整備計画
を作成し、計画的な整備・更新を行
う。なお、高額機器導入等について
は、リース契約等の検討を行うな
ど、経営に配慮した計画とする。 

 
新病院建設計画を進めている状

況にあり、高度医療機器等の更新・
整備については、新病院での計画
に沿って判断する。また、必要と判
断し、更新・整備した高度医療機器
等については、原則として新病院
に移管するものとする。 

 

 
整形外科の新設に伴い、手術機材や手術台等を整

備した。その他、機器の老朽化に伴い、解析付心電計
や手術室の無影灯を更新した。 

 

3 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ２ 医療の質の向上 （5）研修制度の確立 
 

中期目標 職務や職責に応じた能力の向上及び各部門における各種専門資格の取得による専門性・医療技術の向上を図るため、研修制度を整備し、計画的な研修
を行うこと。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
ア 医師 
 

医療水準を向上させるため、地域医
療に貢献できる医師の確保に努める
とともに、専門医、認定医の資格取得
に向けた活動や学会等への参加を可
能とする支援体制を整備し、教育・研
修体制の充実等に取り組む。 

 
 
イ 看護師 
 

中堅看護師から新人看護師へのス
キル移管を積極的に行うとともに、認
定看護師等の資格取得等を支援する
体制など、教育・研修システムを整備
する。また、年間の研修計画を策定し、
計画に基づいた確実な実行とともに、
職員の意識向上を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ア 医師 
 

医療水準を向上させるため、地域医
療に貢献できる医師の確保に努める
とともに、専門医、認定医の資格取得
に向けた活動や学会等への参加を可
能とする支援体制を整備し、教育・研
修体制の充実等に取り組む。 

 
 
イ 看護師 
 

中堅看護師から新人看護師へのス
キル移管を積極的に行うとともに、認
定看護師等の資格取得等を支援する
体制など、教育・研修システムを整備
する。また、年間の研修計画を策定し、
計画に基づいた確実な実行とともに、
職員の意識向上を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
ア 医師 
 

当該医師らが診療を行う上で必要な専門医、認
定医の資格更新のための単位取得を目的とする県
外で開催された学会に 18 回、県内で開催された研
修会に 10 回参加した。特に、学会発表は病院の 
PR も兼ねるため、積極的な発表を医師へ要請
し、今年度は日本脊髄外科学会や日本呼吸器内
視鏡学会等 10 学会で症例発表を行った。 
 
イ 看護師  
 

看護職員のスキルアップと看護の質向上を目
的として、できるだけ多くの研修会に参加でき
るように勤務調整など取り組んだ。今年度は県
内外の 138 研修会へ参加し、1 人あたり平均 2.3
回研修会へ参加することができた。研修会で受講
した内容について、受講者が院内で伝達講習会を 6
回開催し知識・技術の情報の共有化を図った。平成
30 年度は医療の質安全学会で「e ラーニングで活
用した多職種を対象とした医療安全教育」という
タイトルで発表を行った。また、雑誌「病院安全教
育」に寄稿した原稿が掲載された。 

認定看護師等の資格取得については、今年度も
長期間の看護師派遣は困難であるため、まずは比
較的短期間で資格取得可能で、病院の管理上必要
な看護管理者認定取得研修会へ 1 名派遣した。 
認定看護師資格取得のための検討は継続してお
り、県内外の認定看護師養成施設の状況と教育期
間や派遣に係る費用算出も調査し、12 月に専門・
認定等看護師育成奨学金貸与規程を制定し、資格
取得に向けた体制整備に取り組んだ。 
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ウ その他医療職 
 

その他医療職については、部門間の
情報共有や連携強化に取り組むとと
もに、専門性向上のための資格取得等
を支援する体制を整備し、地域医療に
必要な専門性や医療技術の向上を図
る。 
 
 
 
エ 事務職 
 

事務職については、診療報酬改定な
ど外部環境の変化に対応できる人材
を育成するため、外部研修等を受講す
るとともに、医療経営や病院運営に関
する知識や経験を蓄積し、今後の改善
につなげるための院内の勉強会等を
適宜計画し実施する。 

 
 

指標
26年度

実績
30年度

目標
専門医、認定医資格取得数（名） 5 12
認定看護師資格取得者数（名） 0 2
その他医療職による外部研修（回） 29 30
事務職による院内勉強会開催（回） 1 3  
（注）専門医、認定医等資格取得数は、27 年 9
月 1 日現在で在籍している常勤医師の保有資
格数 

 
ウ その他医療職 
 

その他医療職については、部門間の
情報共有や連携強化に取り組むとと
もに、専門性向上のための資格取得等
を支援する体制を整備し、地域医療に
必要な専門性や医療技術の向上を図
る。 
 
 
 
エ 事務職 
 

事務職については、診療報酬改定な
ど外部環境の変化に対応できる人材
を育成するため、外部研修等を受講す
るとともに、医療経営や病院運営に関
する知識や経験を蓄積し、今後の改善
につなげるための院内の勉強会等を
適宜計画し実施する。 

 
 

指標
26年度

実績
30年度

計画
専門医、認定医資格取得数（名） 5 12
認定看護師資格取得者数（名） 0 2
その他医療職による外部研修（回） 29 30
事務職による院内勉強会開催（回） 1 3  
（注）専門医、認定医等資格取得数は、27 年
9 月 1 日現在で在籍している常勤医師の保有
資格数 
 

 
ウ その他医療職 
 

今年度も、専門職種が県内外の学会や研修会に
積極的に参加した。院外研修として、平成28年度
以降臨床検査技師の超音波研修については、超
音波技術の向上に向けて、技師1名が週2回宮崎
市内の病院に出向き研修を受けた。平成30年
度、診療放射線技師の一般撮影やCT、MRIなど
の撮影技術向上を目的として、県立宮崎病院に出
向き6日間研修を受けた。 

 
エ 事務職 
 

事務職による院内研修会として、5月に診療
報酬などの状況と経営分析ソフト(Libra)の操
作方法等の勉強会、11月にBLS研修会を開催
した。 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

指標 30 年度 
実績 

専門医、認定医等資格取得数（名） 13 
認定看護師資格取得数（件） 0 
その他医療職による外部研修（件） 101 
事務職による院内勉強会開催（件） 2 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ３ 患者サービスの向上 （1）患者中心の医療の提供 
 

中期目標 患者の権利を尊重し、インフォームド・コンセント（患者やその家族が自ら受ける治療の内容に納得し、自分に合った治療法を選択できるような説明
を受けたうえでの同意をいう。）を徹底すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
患者やその家族が治療内容を十分

に理解し、納得した上で患者に合った
治療方法を選択できるようインフォ
ームド・コンセント（患者やその家族
が自ら受ける治療の内容に納得し、自
分に合った治療法を選択できるよう
な説明を受けたうえでの同意をい
う。）を徹底し、患者の意思を尊重し、
信頼を得られる医療を提供する。 

また、患者が他の医療機関でのセカ
ンド・オピニオン（診断や治療方針に
ついて主治医以外の医師から意見を
聴くことをいう。）を希望する場合は
適切に対応する。 

 
患者やその家族が治療内容を十分

に理解し、納得した上で患者に合った
治療方法を選択できるようインフォ
ームド・コンセント（患者やその家族
が自ら受ける治療の内容に納得し、自
分に合った治療法を選択できるよう
な説明を受けたうえでの同意をい
う。）を徹底し、患者の意思を尊重し、
信頼を得られる医療を提供する。 

また、患者が他の医療機関でのセカ
ンド・オピニオン（診断や治療方針に
ついて主治医以外の医師から意見を
聴くことをいう。）を希望する場合は
適切に対応する。 

 
患者やその家族が治療内容を十分に理解し、納

得した上で治療方法を選択できるように事前説明
を十分に行うよう徹底した。 

特に入院患者の治療方針を早期に決定するた
め、病棟回診に医師と看護師だけでなく理学療法
士も参加した。病棟カンファレンスも医師や看護
師に加えて管理栄養士・理学療法士・作業療法士・
社会福祉士も参加し患者情報を共有し、専門分野
において患者と関わるよう努めた。患者の状態に
より必要な場合は、医療安全・感染対策・褥瘡委
員会のチームへ相談し対応した。 

また、退院支援カンファレンスを週２回開催し、
病棟看護師と社会福祉士で協議し医療機関や家族
との連携を強化し、退院に関する手続きをスムー
ズに行った。4 月より入退院支援委員会を設置
し入退院時の問題点や対応について協議した。
平成 31 年 1 月より毎週 1 回ベッドコントロー
ル会議を行い、医師、看護師、理学療法士及び事
務職員と空床や入退院状況など分析して速やか
な退院調整に努めた。 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ３ 患者サービスの向上 （2）快適性の向上 
 

中期目標 診療待ち時間の改善や院内清掃の徹底などによる、患者や来院者への快適な環境の提供を図ること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
患者やその家族などの病院利用者

がより快適に過ごせるよう、病室や待
合スペースなどの院内環境の整備を
行い、必要に応じて改善策を講じる。 

待ち時間については、患者の流れの
見直しや業務の改善に取り組み、その
短縮に努める。 

また、退院時アンケートなどを実施
して患者ニーズを正確に把握し、改善
に取り組む。 

 
患者やその家族などの病院利用者

がより快適に過ごせるよう、病室や待
合スペースなどの院内環境の整備を
行い、必要に応じて改善策を講じる。 

待ち時間については、患者の流れ
の見直しや業務の改善に取り組み、そ
の短縮に努める。 

また、患者アンケートなどを実施
して患者ニーズを正確に把握し、改善
に取り組む。 

 

 
入院患者及び外来患者を対象に、患者満足度調

査（ＰＳ調査）を外部業者に委託実施し、病院に
対する患者の意見、苦情や要望に関する意見を
収集分析した。意見として多かったのは、待ち
時間の長さ、駐車場の狭さ、外来待合室の狭さ
及び建物の老朽化であった。 

患者来院時の駐車場確保を目的として、院外
で西都市が所有している駐車場の一部を職員駐
車場として借用し、院内の駐車場を患者駐車場
として確保した。 

施設の老朽化については、3階病棟増改築工事
に併せてトイレも一部改修を行い、快適性の向上
を図った。患者満足度調査の分析結果は、各部
署にデータを提供し、医療従事者間の情報の共
有化に努めた。 
 

 

 

3 

  

 
【参考】 

入院 

調査年度 調査期間 総回答数 総合評価 

平成 26 年度 平成２６年１２月１日～平成２７年２月２８日 ８２件 ４．２９点/５点 

平成 30 年度 平成３０年１０月３日～平成３０年１０月２６日 １０４件 ４．２０点/５点 
 

外来 

調査年度 調査期間 総回答数 総合評価 

平成 26 年度 平成２６年１２月１日～平成２７年２月２８日 ２０９件 ４．０２点/５点 

平成 30 年度 平成３０年１０月３日～平成３０年１０月２６日 ２４７件 ３．８４点/５点 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ３ 患者サービスの向上 （3）相談窓口の設置及び情報発信 
 

中期目標 地域住民から選ばれ、受診しやすい病院となるため、患者相談窓口を設置するとともに、積極的な情報発信に努めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
患者相談窓口を設置して人員を

適切に配置し、患者やその家族から
の疾病や治療に関する相談をはじ
め、転院若しくは退院後の療養や介
護支援など、様々な相談に適切に対
応できる体制を整備する。 

また、ホームページの充実を図る
など多様な媒体を活用し、地方独立
行政法人化の目的や法人が提供す
るサービスの情報を分かりやすく
発信するとともに、地域の医療機関
等との連携や役割分担について積
極的に情報を提供し、地域住民が納
得のうえで受診できる病院づくり
に努める。 

 
メディカルソーシャルワーカー

（ＭＳＷ）２名と看護師１名を配置
している地域医療連携室を患者相
談窓口とし、患者やその家族からの
疾病や治療に関する相談をはじめ、
転院若しくは退院後の療養や介護
支援など、様々な相談に適切に対応
する。 

また、ホームページの充実を図る
など多様な媒体を活用し、地方独立
行政法人化の目的や当法人が提供
するサービスの情報を分かりやす
く発信するとともに、地域の医療機
関等との連携や役割分担について
積極的に情報を提供し、地域住民が
納得のうえで受診できる病院づく
りに努める。 

 

 
社会福祉士2名で、外来及び病棟の医療・介護

や公的医療費助成制度の相談などの対応をスム
ーズに行えるように努めた。今年度は、553件
の医療相談等へ対応した。 

予防医療の推進を目的として、ホームページに
よる情報発信や西都市の広報紙「広報さいと」
へ、職員やコメディカル部門の紹介や院内の出来
事・話題等の情報を隔月掲載した。 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ３ 患者サービスの向上 （4）職員の接遇向上 
 

中期目標 地域住民が満足する施設であるために、患者や来院者の意向を把握して施設全体の接遇の向上を図ること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
全職員を対象とした接遇研修を

計画的に実施し、接遇に対する知識
や理解を深めるとともに、退院時ア
ンケートを充実させ、その結果に応
じた患者やその家族の立場に立っ
た誠意ある応対の実践により、病院
全体で接遇の向上に努める。 

 

 
 
 
 
 

 

指標 26 年度 
実績 

30 年度 
目標 

院内接遇研修回数（回） 0 1 
院内接遇研修参加人数（人） 0 全職員 

 
全職員対象の研修会の実施、接遇

に対する知識や理解を深める。患者
アンケートを充実させ、その結果に
応じた患者やその家族の立場に立
った誠意ある応対の実践により、病
院全体で接遇の向上に努める。 

 
 

 
 
 
 
 

 

指標 26 年度 
実績 

30 年度 
計画 

院内接遇研修回数（回） 0 1 
院内接遇研修参加人数（人） 0 全職員 

 
全職員を対象とした外部講師による接遇研修を

3 回に分けて開催した。職員 124 名のうち参加人
数は 113 名で、欠席者 11 名については研修資料
を配布した。 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

指標 30 年度 
実績 

院内接遇研修回数（回） 1 
院内接遇研修参加人数（人） 113 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ３ 患者サービスの向上 （5）医療連携体制の充実 
 

中期目標 地域医療連携室を設置するなど、かかりつけ医をはじめとする医療機関等との連携を緊密にすることで、患者の安心・安全な医療環境が構築されるよ
う、医療連携体制の充実に努めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
地域医療連携室を設置して人員

を適切に配置し、法人が提供する医
療機能と地域の医療機関等との役
割分担を明確にした上で、患者の診
療状況等の情報を地域の医療機関
等と共有し、患者が安心できる安全
な医療環境の整備に向けて病病・病
診連携を積極的に推進する。 

 
地域医療連携室を中心として、当

法人が提供する医療機能と地域の医
療機関等との役割分担を明確にした
上で、患者の診療状況等の情報を地域
の医療機関等と共有し、患者が安心で
きる安全な医療環境の整備に向けて
病病・病診連携を積極的に推進する。 

 

 
周辺医療機関からの紹介患者を速やかに

受け入れできるように、地域医療連携室専
従の看護師1名が対応した。しかし、外来患
者数増加に伴い、外来看護師の不足が生じ
たため、5月専従看護師1名を外来へ配置変
更した。変更後の医療機関や介護施設等から
の紹介や救急車搬送依頼時に必要な患者情報
については、外来看護師や医事係職員が連携
して対応した。 

また、西都市内で開催されたキュア（医療）
ケア（介護）ネットワーク会議や高鍋保健所主
催の「西都児湯入退院調整ルール策定運用事業
における医療機関合同協議」等へ参加し、周辺
の医療機関や施設との医療連携体制の強化に努
めた。 
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19 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ４ 公的医療機関としての役割  
 

中期目標 臨床研修医などの受入れを積極的に行うため、大学医学部などの医育機関との連携強化により教育研修体制を充実させ、若手医師の育成に貢献すると
ともに、地域の医療機関への定着の契機となるよう、公的医療機関としての役割を果たすこと。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
大学医学部の臨床研修協力施設

として、初期研修医の短期研修を行
い、充実した教育研修体制を確立す
ることで、若手医師が将来戻ってき
たいと感じることのできる病院を
構築し、将来にわたって地域医療の
確保に努める。 

 
大学医学部の臨床研修協力施設と

して、卒後臨床研修を行い、当院の特
性を活かした教育研修体制を確立す
ることで、若手医師が将来戻ってきた
いと感じることのできる病院を構築
し、将来にわたって地域医療の確保に
努める。 

 

 
今年度は研修施設として、宮崎大学医学部附

属病院卒後臨床研修センターの研修医、西都
市消防本部の救急救命士を受け入れた。実習
施設としては、宮崎大学医学部の医学生、専
門学校の理学療法士・医療事務、短期大学の
管理栄養士を受け入れた。 

夜間急病センターについては、宮崎大学医学
部や航空自衛隊新田原基地及び周辺医師会から
の当直医派遣の継続と、常勤医師の増員によ
り、内科・外科の診療が365日診療できる体
制へ近づいた。 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ５ 法令遵守 
 

中期目標 医療法（昭和 23 年法律第 205 号）をはじめとする関係法令を遵守し、公的病院としての行動規範と職業倫理を確立し、実践することにより、適正な
業務運営を行うこと。また、診療録（カルテ）等の個人情報の保護並びに患者及びその家族への情報開示を適切に行うこと。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
医療法（昭和 23 年法律第 205 号）

をはじめとする関係法令を遵守し、公
的病院としての行動規範と職業倫理
を確立し、実践することにより、適正
な業務運営を行う。 

また、診療録（カルテ）等の個人情
報については、西都市個人情報保護条
例（平成 15 年西都市条例第 2 号）に
基づき、適正な情報取得を行い、個人
の権利利益が侵害されることがない
よう保護管理するとともに、市の規程
に準じて患者及びその家族等への情
報開示請求に対して適切に対応する。 

 
医療法（昭和 23 年法律第 205 号）

をはじめとする関係法令を遵守し、公
的病院としての行動規範と職業倫理
を確立し、実践することにより、適正
な業務運営を行う。 

また、診療録（カルテ）等の個人情
報については、西都市個人情報保護条
例（平成 15 年西都市条例第 2 号）に
基づき、適正な情報取得を行い、個人
の権利利益が侵害されることがない
よう保護管理するとともに、市の規程
に準じて患者及びその家族等への情
報開示請求に対して適切に対応する。 

 

 
医療法や個人情報保護等の関係法令を遵守す

るとともに、病院の規程に基づき適切に対応し
た。今年度のカルテ開示請求は23件あり、西
都市個人情報保護条例に準じてカルテ開示を
行った。 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 法人運営管理体制の確立 
 

中期目標 法人の運営が適切に行われるよう、理事会等の意思決定機関を整備すると共に、権限委譲と責任の所在を明確化した効率的かつ効果的な運営管理体制
を構築すること。また、中期目標、中期計画及び年度計画に掲げる組織目標を着実に達成できる体制を整備すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
法人の運営については、医療環境

の変化に迅速かつ的確に対応する
ため、理事長及び理事で構成する理
事会を中心とした法人組織体制を
整備する。また、法人の諸規程を整
備し、権限と責任に基づいた弾力的
な運営のもと、効率的かつ効果的な
運営管理体制を確立する。 

さらに、毎月の収支報告及び各診
療科・部門の業績を集計し、計画の
進捗状況を把握できる体制を整備
し、中期計画及び年度計画の着実な
達成を図る。 

 
当法人は、医療環境の変化に迅速

かつ的確に対応するため、理事長及
び理事で構成する理事会を中心と
した法人組織体制のもと運営して
いく。また、社会情勢に合わせて諸
規程の見直しや整備を図り、権限と
責任に基づいた弾力的な運営を行
い、効率的かつ効果的な運営管理体
制を確立する。 

さらに、毎月の収支報告及び各診
療科・部門の業績を集計し、計画の
進捗状況を把握できる体制を整備
し、中期計画及び年度計画の着実な
達成を図る。 

 

 
管理職で組織する病院運営会議を毎月1回開催

し、診療実績と経営状況の報告並びに診療報酬増
収のために、新たな施設基準取得のための検討や
病院経営に関する企画と立案を行った。立案事
項を理事会へ提出し、審議された決定事項を院
内で周知した上で運営した。また、各部署の責
任者及び医師を含む管理者との連絡会議を週1回
開催し、病院運営に関する報告を行い、院内の意
思統一を図った。 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ２ 業務運営の改善と効率化 （1）予算の弾力化 
 

中期目標 地方独立行政法人制度の特徴である中期目標及び中期計画の枠の中で、予算科目や年度間で弾力的に運用できる会計制度を活用した予算執行を行うこ
とにより、効率的、効果的かつ迅速な事業運営に努めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
中期計画の枠内で、適切な権限に

基づく会計制度を活用して弾力的
な予算執行を行うことにより、医療
環境の変化に迅速かつ柔軟に対応
する。 

また、契約手法の多様化や徹底し
た価格交渉など効率的かつ効果的
な予算執行にも努める。 

  
中期計画の枠内で、適切な権限に

基づく会計制度を活用して弾力的
な予算執行を行うことにより、医療
環境の変化に迅速かつ柔軟に対応
する。 

また、契約手法の多様化や徹底し
た価格交渉など効率的かつ効果的
な予算執行にも努める。 

 

 
今年度は、事業運営に見合った予算の見直しを

随時行い、結果的に7回の補正予算を理事会に提
案し承認された。適正な予算執行を弾力的に行う
ことで、業務執行面において柔軟な経営に資する
ことができた。 
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23 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ２ 業務運営の改善と効率化 （2）適切かつ弾力的な人員配置 
 

中期目標 高度な専門知識と技術に支えられた良質で安全な医療を提供するため、医療ニーズに沿った職員を適切かつ弾力的に配置すること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
中期計画の着実な達成に向けて

計画的で適正な人員配置を行うと
ともに、高度な専門知識と技術に
支えられた良質で安全な医療を提
供するため、柔軟な人事管理制度
によって、診療報酬改定などの外
部環境の変化に応じて医師をはじ
めとする職員を適切かつ弾力的に
配置する。 

また、二交代制や短時間勤務な
ど柔軟で多様な勤務体系を検討す
るなど、女性医師や看護師等が働
きやすい環境づくりを進め、診療
体制の充実に必要な人員の確保に
努める。 

   
中期計画の着実な達成に向けて計

画的で適正な人員配置を行うととも
に、高度な専門知識と技術に支えら
れた良質で安全な医療を提供するた
め、柔軟な人事管理制度によって、
診療報酬改定などの外部環境の変化
に応じて医師をはじめとする職員を
適切に配置する。 

また、二交代制や短時間勤務など
柔軟で多様な勤務体系を検討するな
ど、女性医師や看護師等が働きやす
い環境づくりを進め、診療体制の充
実に必要な人員の確保に努める。 

 
中期計画の達成に向け、必要に応じた人員を

すみやかに確保するため、派遣会社の活用や、
ハローワークへのリクエストの登録を行った。 

診療状況の変化にすみやかに対応するため、看
護職員の異動は年度途中でも実施し診療状況に応
じて職員を配置した。 

常勤医師の働き方改革のため、5月よりタイム
カードを導入し医師の時間外勤務の現状把握に取
り組んだ。今後、時間外勤務の状況を踏まえ、勤
務時間や給与規程等の見直しなど予定している。 
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24 

 
第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 ２ 業務運営の改善と効率化 （3）人事評価制度の構築に向けた検討 
 

中期目標 職員の努力が評価され、業績や能力を的確に反映した公正で客観的な人事評価制度の構築に向けた検討を行うこと。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
職員のモチベーション向上につ

ながるように、職員の努力が適正
に評価され、業績や能力を的確に
反映できる公正で客観的な人事評
価制度の構築に向けた検討を行
う。 

 
今年度は、職員のモチベーション

向上につながるように、職員の努力
が適正に評価され、業績や能力を的
確に反映できる公正で客観的な人事
評価制度の構築に向けた試行期間初
年度とする。 

 

 
法人の運営状況や収支を的確に把握すること

で、人事評価を給与や職員の処遇に反映する事
が出来る。 

今年度は、人事評価制度について評価方法や細
かい取り決め等について、管理職や役職員及び一
般職員に対して研修等を実施し、細かい調整を
行い早期の正式導入を目指している。 
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第３ 財政内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 持続可能な経営基盤の確立 （1）収入の確保 
 

中期目標 法人が担うべき役割及び地域の患者ニーズに沿った医療サービスの提供により適切な収入の増加を図ること。また、診療報酬の改定や法改正等に的確
に対処し、収益を確保するとともに、未収金の発生防止策や適正な回収に努めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
地域の医療機関との連携強化に伴

う診療機能の明確化や診療報酬改定
への迅速かつ的確な対応により、収
入の維持・増加を図る。 

また、請求漏れや査定減を防止す
るとともに、未収金発生の防止や未
収金が発生した場合の原因分析の徹
底と対策、未収金回収の強化に取り
組む。 

さらに、医療の標準化を進め、より
適切な医療を提供しながら収益の確
保を図るため、急性期病院として必
要なＤＰＣ（診断群分類包括評価）の
導入に向けた検討を進める。 
 

 

指標 26 年度
実績 

30 年度
目標 

入院 

病床利用率（％） 43.6 65.9 

新規入院患者数（人） 829 1,200 

平均在院日数（日） 16 18 以下 

外来 １日あたりの外来患者数（人） 36.9 65 
 

  
６年に１度の医療・介護診療報酬同時
改定に伴い、施設基準等の見直しを進
め、収入の維持・増加を図る。 
また、診療報酬の請求漏れや査定減を
防止するとともに、未収金発生の防止
や未収金が発生した場合の原因分析
の徹底と対策、未収金回収の強化に取
り組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指標 26 年度
実績 

30 年度
計画 

入院 

病床利用率（％） 43.6 65.9 

新規入院患者数（人） 829 1,200 

平均在院日数（日） 16 18 以下 

外来 １日あたりの外来患者数（人） 36.9 65 
 

 
急性期一般入院料1（入院基本料7対1）の施設

基準を維持できるよう、重症度、医療・看護必要
度、平均在院日数、在宅復帰率などの状況を医師
と幹部職員が参加する会議で報告した。 

その上で、医師がベッドコントロールにて在院
日数を抑制し、地域医療連携室が退院調整をし
て在宅復帰率の向上を図った。 

未収金の発生防止や回収については、医事係と
財務・人事課において回収にかかる協議を複数回
行い、未収金案件269件に対して、1,000円以上の
84件に文書にて通知を行い、そのうち40件につ
いて未収金を回収することができた。 

DPC/PDPS については、電子カルテ導入後
に検討したが、現状では DPC への移行は収益
を悪化させるため、断念した。 

 
 

指標 30 年度 
実績 

入院 

病床利用率（％） 62.8 

新規入院患者数（人） 1,360 

平均在院日数（日） 16 

外来 １日あたりの外来患者数（人） 79.3 
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第３ 財政内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 持続可能な経営基盤の確立 （2）支出の節減 
 

中期目標 医薬品及び診療材料費、医療機器等の購入や各種業務委託において、多様な契約手法を導入して費用の節減・合理化に取り組み、効率的・効果的な事
業運営に努めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
医薬品及び診療材料等について

は、調達にかかる費用削減のため徹
底した価格交渉の実施、ジェネリッ
ク医薬品の使用拡大等を図る。医療
機器の購入や委託契約等について
は、購入費用とランニングコストと
の総合的評価の導入、業務内容の見
直し、複数年契約の導入などにより、
費用の削減を図る。 
 
 
 

指標 26 年度 
実績 

30 年度 
目標 

ジェネリック医薬品採用率(%) 32.5 50 

 
医薬品及び診療材料等について

は、調達にかかる費用削減のため徹
底した価格交渉の実施、ジェネリッ
ク医薬品の使用拡大等を図る。医療
機器の購入や委託契約等について
は、購入費用とランニングコストと
の総合的評価の導入、業務内容の見
直し、複数年契約の導入などにより、
費用の削減を図る。 

 
 

 

指標 26 年度 
実績 

30 年度 
計画 

ジェネリック医薬品採用率(%) 32.5 50 

 
医薬品及び診療材料等については一品目ごとに

見積入札や粘り強い価格交渉を行い、安価で購入
するよう努めた。医薬品は薬事審議会において
採用や変更、ジェネリック医薬品（後発医薬
品）の使用について審議を行い、品目の見直し
を行った。 ジェネリック医薬品の品目数は、
前年度より 39品目増加したが、ジェネリック
医薬品採用率は計画の50％より9.8ポイント少
ない 40.2％となった。これには、ジェネリッ
ク医薬品は 前年度より品目数は増加したもの
の、総品目数も増加したことが影響している。 
 

指標 30 年度 
実績 

ジェネリック医薬品採用率（％） 40.2％ 
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第３ 財政内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 持続可能な経営基盤の確立 （3）役割と負担の明確化 
 

中期目標 
法人が救急医療等の政策的医療を提供する場合においては、その部門では採算がとれない場合もあり得る。市と法人は協議のうえ、それぞれの役割や
責任、その負担のあり方を明確にし、運営費負担金の基準を定め、市は法人に対して必要な費用を負担する。法人は、この主旨を踏まえ、効率的・効
果的な業務運営を行うこと。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
市からの要請等に基づき提供す

る政策的医療のうち、効率的な経営
を行ってもなお不採算となる部門
の経費については、運営費負担金と
して市からの経費負担があるが、そ
れ以外の事業経費については、法人
の事業経営に伴う収入をもって充
てなければならない。従って、法人
が健全な経営を継続していくため
に取り組むべき課題を明確にし、そ
の課題解決に向けた計画的な取組
みを進めることで、経営基盤の安定
と強化を図る。 

 
 

指標 
26 年度 

実績 
30 年度 

目標 
医業収支比率(%) 93.21 86.28 
経常損益(千円) 24,697 71,603 

 
西都市などからの要請等に基づ

き提供する政策的医療のうち、効率
的な経営を行ってもなお不採算と
なる部門の経費については、運営費
負担金として市からの経費負担が
あるが、それ以外の事業経費につい
ては、法人の事業経営に伴う収入を
もって充てなければならない。従っ
て、法人が健全な経営を継続してい
くために取り組むべき課題を明確
にし、その課題解決に向けた計画的
な取組みを進めることで、経営基盤
の安定と強化を図る。 

 
 
 
 

指標 
26 年度 

実績 
30 年度 

計画 
医業収支比率(%) 93.21 86.28 
経常損益(千円) 24,697 71,603 

 
事業経費については、事業収入を充てること

となる。法人の健全な運営のため、収益の確保
対策として施設基準の見直しの検討を行った。
5月から、医療安全管理室の設置及び専任の医療
安全管理者を1名配置し、医療安全管理体制の充
実を図り、医療安全管理体制加算を取得した。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

指標 30 年度 
実績 

医業収支比率（％） 96.85 
経常損益（千円） 82,462 
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第４ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画 

 ※財務諸表及び決算報告書を参照 
 
第５ 短期借入金の限度額 

中期計画 年度計画 実施状況  
 
１ 限度額２００百万円 
 
２ 想定される短期借入金の発生事由 

(1) 業績手当（賞与）の支給等によ
る一時的な資金不足への対応 

(2) 予定外の退職者の発生に伴う退
職手当の支給等、偶発的な出費
への対応 

 
１ 限度額２００百万円 
 
２ 想定される短期借入金の発生事由 

(1) 業績手当（賞与）の支給等によ
る一時的な資金不足への対応 

(2) 予定外の退職者の発生に伴う退
職手当の支給等、偶発的な出費
への対応 

 
借入金なし 

 
 

 

 

第６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

中期計画 年度計画 実施状況  

なし なし なし  

 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

中期計画 年度計画 実施状況  

なし なし なし  

 

第８ 剰余金の使途 

中期計画 年度計画 実施状況  

計画期間中の毎事業年度の決算にお
いて剰余を生じた場合は、医療サービ
スの充実や病院施設の整備・改修、医療
機器の購入、長期借入金の償還、教育・
研修体制の充実、組織運営の向上策等
に充てる。 

 
なし 

 
 剰余金については、積立金として処理した。 
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第９ 料金に関する事項 

１ 診療料金等 

中期計画 年度計画 実施状況  
 
病院の診療料金及びその他諸料金は

次に定める額とする。 
⑴ 診療料金及びその他諸料金の額
は、健康保険法（大正 11 年法律第
70 号）、高齢者の医療の確保に関す
る法律（昭和 57 年法律第 80 号）、そ
の他の法令等により算定した額とす
る。 

⑵ 前号の規定によらない料金は、理
事長が別に定める 

⑶ 消費税法（昭和 63 年法律第 108
号）及び地方税法（昭和 25 年法律第
226 号）の規定により消費税及び地
方消費税が課せられる場合にあって
は、前各号の料金について当該各号
に規定する額に、消費税及び地方消
費税の合計額に相当する額を加算し
た額とする。この場合において、料
金の額に 1 円未満の端数があるとき
は、これを切り捨てるものとする。 

 

 
なし 

 

 
（1）定めたとおり実施している。 
 
（2）該当なし。 
 
（3）定めたとおり実施している。 
 

 

２ 料金の減免 

中期計画 年度計画 実施状況  

理事長は、特別の理由があると認め
るときは、別に定めるところにより料
金を減免することができる。 

なし 該当なし  

 
３ その他 

中期計画 年度計画 実施状況  

前２項に定めるもののほか、料金に
関して必要な事項は、理事長が別に定
める。 

なし  該当なし  
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第１０ その他西都市の規則で定める業務運営等に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

中期計画 年度計画 実施状況  
    

 
 

２ 法第 40 条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画 

中期計画 年度計画 実施状況  

 なし なし  該当なし  

 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

中期計画 年度計画 実施状況  
 
(1) 施設の維持 

昭和 55 年に開設した建物は、耐用
年数を過ぎた設備が多く、老朽化が進
んでいる。地域住民に安全で安心な医
療を提供するため、必要な整備を把握
して安全な施設維持を行う。 

 
(1) 施設の維持 

昭和 55 年に開設した建物は、耐用年
数を過ぎた設備が多く、老朽化が進んで
いる。地域住民に安全で安心な医療を提
供するため、必要な整備を把握して安全
な施設維持を行う。 

 
今年度は、西都市が実施した病院本館の耐震診断

の結果に基づき、耐震補強工事を行った。 

 

 
  

施設及び設備の内容 予定額 

病院施設・設備の整備（千円） 18,400 

医療機器等の整備・更新（千円） 60,000 
（注）医療機器等の整備・更新は、リース契
約を予定している。 

施設及び設備の内容 予定額 

病院施設・設備の整備（千円） 34,398 

医療機器等の整備・更新（千円） 9,078 
※施設・設備の整備については、耐震補強工

事を予定している。 
※医療機器等の整備・更新については、解析

付心電計及び手術用機器等の購入を予定
している。 

施設及び設備の内容 30 年度 
実績 

病院施設・設備の整備（千円） 57,066 

医療機器等の整備・更新（千円） 20,454 
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第１１ その他業務運営に関する重要目標を達成するためとるべき事項 

 １ 病院施設整備に向けた取組み 
 

中期目標 市が策定した「地方独立行政法人西都児湯医療センター施設整備基本構想」を踏まえ、市及び関係機関との連携の下、新病院建設に向けた病院施設整
備を計画的に進めること。 

 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
地域医療の安定的な提供において

法人が担っていくべき役割及び機能
を明確にし、市が取り組む新病院建設
の必要性を含めた施設整備に関する
検討に積極的に参画する。また、市に
おいて施設整備に関する具体的な構
想が策定された場合は、新病院建設に
向けた目標を立て、計画的に事業を推
進していく。 

 
地域医療の安定的な提供を法人

が担うために、市が策定した「西都
児湯医療センター施設整備基本構
想」に基づき、平成３３年度中の新
病院開院を目指して計画的に事業
を進めていく。 

 
① 西都市との協議及び市議会への

説明並びに住民説明会を経て、
「西都児湯医療センター施設整
備基本計画」の策定を完了す
る。 

② 新病院建設の財源として病院債
借入を申請する。 

 
 
 
 

 
「地方独立行政法人西都児湯医療センター施設整備
基本計画」の策定を目指し、病床機能や土地の選定
について、合計12回西都市と協議を重ね、11月病院
事業債仮申請手続きを行った。 

その後、西都市及び西都市西児湯医師会と合計4
回の協議を重ね、病床数、病床機能を確定させ病院
事業債本申請手続きに取り組んだ。 
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大項目
法人

自己評価

⑴ 緊急性の高い脳疾患や地域に不足している内科疾患における二次救急医療の提供 4

⑵ 初期救急医療体制の維持及び充実 4

⑶ 医療連携の推進 2

⑷ 地域災害拠点病院としての役割 3

⑴ 医療職の確保 4

⑵ 医療安全対策の徹底 3

⑶ クリティカルパス導入の推進 3

⑷ 高度医療機器等の計画的な更新・整備 3

⑸ 研修制度の確立 3

⑴ 患者中心の医療の提供 3

⑵ 快適性の向上 3

⑶ 相談窓口の設置及び情報発信 3

⑷ 職員の接遇向上 3

⑸ 医療連携体制の充実 2

4

3

3

⑴ 予算の弾力化 3

⑵ 適切かつ弾力的な人員配置 3

⑶ 人事評価制度の構築に向けた検討 3

⑴ 収入の確保 4

⑵ 支出の節減 2

⑶ 役割と負担の明確化 4

2

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

４ 公的医療機関としての役割

５ 法令遵守

１ 医療サービス

２ 医療の質の向上

３ 患者サービスの向上

平成30事業年度業務実績の法人自己評価一覧

１ 病院施設整備に向けた取組み

２ 業務運営の改善と効率化

第３ 財政内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 持続可能な経営基盤の確立

第１１ その他業務運営に関する重要目標を達成するためとるべき事項

１ 法人運営管理体制の確立

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

小項目

資料4



 

 

 

 

第 1期中期目標期間業務実績報告書 

（平成 28 年度～平成 30 年度） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年６月 

地方独立行政法人西都児湯医療センター 

 

  

資料５ 
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１．第 1期中期目標期間の業務実績の総括及び課題 

 平成 28 年度から平成 30 年度は、急性期一般入院料 1（入院基本料 7対 1）を堅持し、高齢化が進む地域住民の急性期医療のニーズに対応し

た医療の提供を行った。 

 医療機能・患者サービスの向上、経営安定のために必要な医療従事者の確保については、医師 2 名、薬剤師 1 名、看護職員 27 名、理

学療法士2名、社会福祉士1名を新たに採用し、コメディカルについては必要数を確保することができた。 

平成 29年 12月脳神経外科常勤医師1名を採用した。脳神経外科の常勤医師は平成25年 4月より 1名で診療にあたっていたため、身体にかかる

負担が大きい勤務状況であったが、常勤医師2名体制となり負担軽減が行えた。平成30年 4月整形外科常勤医師を1名採用し、常勤医師7名とな

った。新たに整形外科を新設したことにより、外傷や骨折等の診療と手術治療も対応可能となり診療体制が充実した。夜間急病センターについても、

宮崎大学医学部からの当直医派遣の継続と、常勤医師の増員により、内科・外科ともにほぼ毎日診療できる体制を維持した。  

 医療連携の推進を図るため、周辺の医療機関や施設等からの紹介患者をすみやかに受け入れ、退院手続きをスムーズに行えるように地

域医療連携室を設置した。住民への健康や医療に関する啓発活動として、医師による「健康講話」を計6回開催し、患者家族や、地域住民等多数の

参加を得た。予防医療の推進を目的として、ホームページによる情報発信や西都市の広報紙「広報さいと」へ、職員やコメディカル部門の紹介や院

内の出来事・話題等の情報を隔月掲載した。 

 患者数は、入院患者と外来患者ともに増加し、延入院患者数は平成 28 年度 19,912 人、平成 29 年度 20,108 人、平成 30 年度 21,043 人と

なっている。延外来患者数は、平成 28年度 15,397 人、平成 29年度 16,744 人、平成 30年度 20,644 人であった。外来患者数の内訳として、

一般外来延患者数は、平成 28 年度 12,465 人、平成 29 年度 13,812 人、平成 30 年度 17,405 人、夜間急病センターの患者数は平成 28 年度

2,932 人,平成 29 年度 2,932 人、平成 30 年度 3,239 人であった。 

 平成 28 年 4 月西都市職員 2名の派遣を受けて、財務会計や事務処理等の業務を担当した。また、西都市が策定する施設整備基本構想に関す

る会議へ積極的に参加した。平成 29 年 4 月 1 日より当センター内に新たに市職員 2 名の派遣を受けて、3 名体制の新病院準備室を設置した。

平成 29 年度当センターで施設整備基本構想に基づいて施設整備基本計画（案）を策定した。平成 30 年度は、「地方独立行政法人西都児湯医療

センター施設整備基本計画」の策定を目指し、病床機能や土地の選定について、合計 12 回西都市と協議を重ね、11 月病院事業債仮申請手続き

を行った。その後、西都市及び西都市西児湯医師会と合計 4 回の協議を重ね、病床数、病床機能を確定させ病院事業債本申請手続きに向けて

取り組んでいる。 
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２．大項目ごとの達成見込み 

（１）住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する取り組み 

 

 平成 28 年度は、常勤医師 5名で脳神経外科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科の患者を受け入れた。平成 29 年 12 月、念願の脳神経外

科常勤医師 1 名を新たに採用したことにより、脳神経外科の常勤医師が 2 名体制となり、医師の負担軽減が行えた。平成 30 年 4 月に整形外科

常勤医師を 1 名採用し、常勤医師 7 名となった。新たに整形外科を新設したことにより、外傷や骨折等の診療と手術治療も対応可能となり診療体

制の充実が行えた。また、夜間急病センターについても、宮崎大学医学部や航空自衛隊新田原基地及び周辺医師会からの当直医派遣の継続と、常勤

医師の増員により、内科・外科の診療が 365 日診療できる体制へ近づいた。看護職員は、質の向上のため学会や研修会へ積極的に派遣するこ

とができた。研修後の伝達講習会を定期的に開催し、習得した知識及び技術の共有化を図ったことで、看護職員のスキルアップと医療の質向

上へつながった。患者ニーズ把握のため患者満足度調査を毎年実施した。その中で不満が高かった項目は、施設の老朽化と待合室の狭さ、待

ち時間の長さ、駐車場の狭さであった。平成 29 年 8 月よりオーダリング・電子カルテシステムを導入し、レセコンや薬剤処方システムが連携

したことで、医事会計と薬剤処方にかかる時間が短縮し待ち時間の苦情は減少した。駐車場の狭さについては、患者来院時の駐車場確保を目

的として、院外で西都市が所有している駐車場の一部を職員駐車場として借用し、院内の駐車場を患者駐車場として確保した。 

 

（２）業務運営の改善及び効率化に関する取り組み 

 

 診療部、看護部、医療支援部、事務局の管理職による病院運営会議を毎月開催し、診療実績と経営状況の報告並びに医師確保や診療体制な

ど、病院運営において重要な課題について協議している。収入に直結する施設基準については、急性期一般入院料 1（入院基本料７対 1）を維

持するための要件である、平均在院日数、在宅復帰率、重症度、医療、看護必要度など分析したものを医師と幹部職員へ毎週報告してい

る。 

 

（３）財務内容の改善に関する取り組み 

 

 収入については、許可病床数 91床で算出した病床利用率は平成28年度 59.8％（稼動病床数 65床で算出した病床利用率は 83.6％）、平成29年

度 60.5％（稼動病床数65床で算出した病床利用率は84.7％）であり、稼動病床数65床で予約入院や日中の緊急入院及び夜間休日等の緊急入院対

応に必要なベッドの確保も考慮すると、ほぼ満床に近くこれ以上増収が見込めない状況であった。患者数増加へ対応するため、平成30年 9月から

増床工事を行い 11 月より稼動病床数を 69 床へ増床した。平成 30 年度の許可病床数 91 床で算出した病床利用率は 62.8％（稼動病床数 69 床で算

出した病床利用率は85.6％）となり、新規入院患者数も平成28年度1,196人、平成29年度1,170人、平成30年度1,360名と増加した。外来につ

いても、1 日 100 名超の受診者があり、急患処置も兼ねた外来診察室や待合室の狭さも影響しているものの、平成28年度 15,397 人、平成29年度

16,744人、平成30年度 20,644名となり増収となった。 

費用については、職員がほぼ50歳以下であることから、今後数年間は人件費が上昇し続ける。財政悪化は確実と思われる中、新たな収入増加、コ
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スト削減策が必要である。収入増加策は、経費がかからず、現状のまま取り組める施設基準（加算）の取得を模索した。平成30年 5月より医療安

全管理室の設置及び専任の医療安全管理者を１名配置し、医療安全管理体制の充実を図り、医療安全管理体制加算を取得した。コスト削減策とし

ては、徹底した価格交渉による材料費の削減に取り組み、単価の上昇は抑えられた。平成 28 年度から人事評価制度の導入に向けた取り組みを開始

したため、あわせて適正な給与体系の構築の検討に取り組み、将来的には給与規程等の見直しを行うことで、人件費の抑制に繋がる可能性はあ

ると考えている。 

※施設基準とは医療法で定める医療機関および医師等の基準の他に、健康保険法等の規定に基づき厚生労働大臣が定めた、保険診療の一部に

ついて、医療機関の機能や設備、診療体制、安全面やサービス面等を評価するための基準になります。 

 

（４）その他業務運営に関する重要事項に関する取り組み 

 

 平成 28 年度は、西都市が策定する施設整備基本構想に関する会議へ積極的に参加した。新病院建設に向けて、平成 29 年 4 月 1 日より当セ

ンター内に新たに市職員 2 名の派遣を受けて、3 名体制の新病院準備室を設置した。平成 29 年度当センターで施設整備基本構想に基づいて施

設整備基本計画（案）を策定した。平成 30 年度は、「地方独立行政法人西都児湯医療センター施設整備基本計画」の策定を目指し、病床機能や

土地の選定について、合計 12 回西都市と協議を重ね、11 月病院事業債仮申請手続きを行った。その後、西都市及び西都市西児湯医師会と合計

4回の協議を重ね、病床数、病床機能を確定させ病院事業債本申請手続きに向けて取り組んでいる。 
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３．項目別の状況 
 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 １ 医療サービス （1） 緊急性の高い脳疾患や地域に不足している内科疾患における二次救急医療の提供 

 
 年度評価 

結  果 
H28 H29 H30 

４ ５  
 

中期目標 緊急性の高い脳卒中等の脳疾患を積極的に受け入れるとともに、当医療圏に不足している呼吸器及び消化器等を中心とした内科系疾患の受入体制を整
備し、地域の医療機関と役割分担をしながら医療圏内における完結型医療を目指して、二次救急医療の提供を行うこと。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
 
現在、西都児湯医療圏からは約 4 割の患者が圏外へ流出し

ていることから、地域の医療機関と連携を図り、役割分担を
しながら医療圏内で完結できる診療体制の実現を目指す。 

特に高齢者に多くかつ緊急性の高い脳卒中等の脳疾患患者
について、ＭＲＩ装置やＤＳＡ装置といった高度医療機器を
備える法人が積極的に受け入れ、また呼吸器及び消化器領域
の内科疾患についても、専門性を活かして高度な医療を提供
する。 

 

指標 平成 26 年度 
実績 

平成 30 年度 
目標 

手術件数（件） 95 95 
血管内治療件数（件） 20 20 
t-PA 治療件数（件） 11 20 
内視鏡検査件数（件） 98 150 

（注）平成 26 年度は、医療法人財団西都児湯医療センター実績値（以
下同じ） 
 

 
当院は平成28年4月稼働病床数 65床（許可病床数：91 床）

の病院として、急性期の医療を継続し、緊急性の高い脳卒中
等の脳疾患や呼吸器疾患や循環器疾患及び外傷や骨折等
の整形外科疾患を積極的に受入れた。平成30年11月患者数
増加に伴い、3階病棟を4床増床する改築工事を行い、稼動病
床69床（許可病床数91床）となった。 

高度医療機器は、MRI・CT・DSAがある。MRI検査は平
成28年度3,071件、平成29年度2,767件、平成30年度3,058件、CT
検査は平成28年度2,497件、平成29年度2,828件、平成30年度
3,582件、DSAは平成28年度60件、平成29年度88件、平成30
年度107件であった。 

急性期医療としては、脳神経外科の検査や手術に加えて、整
形外科の検査や手術、呼吸器内科の直達硬性鏡を用いた気管・
気管支腫瘍の切除またはステント留置術、内視鏡検査や治療
等の高度な医療を提供した。 

平成28年度は、常勤医師5名で脳神経外科、呼吸器内科、循
環器内科、消化器内科の患者を受け入れた。平成29年12月に
念願の脳神経外科常勤医師1名を新たに採用したことにより、
脳神経外科の常勤医師が２名体制となり、負担軽減が行えた。
また、平成30年4月に整形外科常勤医師1名を採用したことによ
り、外傷や骨折等の診療及び大腿骨頭挿入手術等の高度な医療
を提供した。整形外科の緊急以外の定例手術や受傷後48時間
以内の手術治療が望ましい症例は、理事長自ら麻酔を担当し
た。 

 

 

４ 
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夜間急病センターについては、宮崎大学医学部や航空自衛隊新
田原基地及び周辺医師会からの当直医派遣の継続と、常勤医師の
増員により、内科・外科の診療が365日診療できる体制へ近
づいた。 
 

指標 
平成 28 年度 

実績 
平成 29 年度 

実績 
平成 30 年度 

実績 
平成 30 年度 
計画比較 

手術件数（件） 188 201 287 +192 

血管内治療件数（件） 21 40 44 +24 

t-PA治療件数（件） 11 11 9 -11 

内視鏡検査件数（件） 197 240 275 +125 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 医療サービス （2） 初期救急医療体制の維持及び充実 

 
 年度評価 

結  果 
H28 H29 H30 

４ ３  
 

中期目標 
地域にとって不可欠な初期救急医療体制を確実に維持するとともに、医師を始めとする医療職の確保や医師会との連携強化を進めながら、受入時間の
延長など、体制の充実に努めること。また、法人での対応が困難な救急については、医療圏外の二次・三次救急病院との連携を図り、迅速かつ適切な
対応を行うこと。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
夜間急病センターを備える地域で唯一の医療機関として受

け入れ時間の延長など、地域住民のニーズに応えられるよう、
医療職の確保とレベルアップを図り、地元医師会をはじめと
する地域の医療機関や宮崎大学からの支援協力をいただきな
がら、受入体制の確実な維持・充実に努める。 

また、法人での対応が困難な高度救急については、宮崎大
学医学部附属病院や県立宮崎病院をはじめとする圏外の二
次・三次救急病院と緊密に連携し、必要な処置及び診断を行
ったうえで搬送することにより、迅速かつ適切な対応を行う。 
 
 

指標 平成 26 年度 
実績 

平成 30 年度 
目標 

救急車搬入件数（件） 722 900 

 
 

 

 
西都児湯地域で唯一内科・外科の夜間急病センターを備え

ているが、救急搬送患者の約４割が圏外へ流出していた。地
域の急性期を担う医療機関として、増加する救急搬送患者に
対して可能な限り受け入れたことにより救急車搬入件数が
増加した。 

平成29年2月、西都市西児湯医師会と西都市及び当センター
の3者で西都の医療、夜間の救急医療について意見交換を行っ
た。また、平成29年2月、児湯医師会の要請で「西都市と児湯
郡の救急医療の現状と当センターの課題について」のタイト
ルで、長田理事長が講演した。医師を含む医療・介護職員や
救急隊員等約80名の参加があり、当センターの救急医療対応
における役割の重要性が確認できた。  

平成29年8月は西都市職員242名を対象に、平成30年2月は
児湯郡町村長、児湯医師会を対象に、「西都市と児湯郡の救
急医療の現状と当センターの課題について」のタイトルで、
長田理事長が講演を行い、当センターが担っている救急医療
の現状や課題、重要性を周知した。 

平成31年1月、地域住民を対象に「宮崎県の救急医療につい
て」のタイトルで宮崎大学医学部病態解析医学講座救急・災害
医学分野救命センター落合秀信教授が講演を行い、「西都児湯
医療圏の救急医療について」のタイトルで長田理事長が講演を
行って、宮崎県内の救急医療及び当センターが担っている救急
医療の現状や課題、重要性を周知した。 
 

指標 
平成 28 年度 

実績 
平成 29 年度 

実績 
平成 30 年度 

実績 
平成 30 年度 
計画比較 

救急車搬送件数（件） 887 836 1,040 +140 

 

４ 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 医療サービス （3） 医療連携の推進 

 
 年度評価 

結  果 
H28 H29 H30 

４ ４  
 

中期目標 地域の中核病院としての役割を果たすため、充実した医療設備や手厚い看護体制によって症状の安定化を図り、地域の医療機関若しくは高齢者施設へ
のスムーズな受渡しを行うなど、医療連携の推進・強化に努めること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 

   
地域の医療機関からの患者紹介を積極的に受け入れ、急性

期医療を担う地域の中核病院としての役割を果たすととも
に、充実した医療設備や手厚い看護体制によって患者の症状
の安定化を図る。さらに、地域の医療機関若しくは高齢者施
設との適切な役割分担のもとで患者のスムーズな受渡しを行
い、紹介率及び逆紹介率の向上を図る。 

 
 

指標 平成 26 年度 
実績 

平成 30 年度 
目標 

紹介率（％） 29 31 以上 

逆紹介率（％） 30 31 以上 
 

 
他の医療機関や施設等からの紹介患者をすみやかに受

け入れ、退院手続きをスムーズに行うため、平成28年度地
域医療連携室を設置し、社会福祉士1名と看護師1名を配置
した。平成29年度患者数増加に伴い、社会福祉士1名増員
し看護師を含め3名とすることで体制強化を図った。平成
30年度外来患者数増加に伴い、外来看護師の不足が生じた
ため、平成30年5月看護師1名を外来へ配置変更した。変更
後の医療機関や介護施設等からの紹介や救急車搬送依頼時
に必要な患者情報については、外来看護師や医事係職員が連
携して対応した。 

社会福祉士2名は、転院に伴う医療機関や施設選定、在宅
復帰に向けた家族との調整等の業務を行った。平成29年度
の医療相談件数は505件、平成30年度は553件であった。
これらの取り組みを行い、紹介率・逆紹介率ともに平成28年
度と平成29年度は計画値を上回ったが、平成30年度は計画値
を下回る結果となった。 
 

指標 
平成 28 年度 

実績 
平成 29 年度 

実績 
平成 30 年度 

実績 
平成 30 年度 
計画比較 

紹介率（％） 41.5 39.4 29.1 -1.9 

逆紹介率（％） 43.0 34.3 29.8 -1.2 
◆紹介率：（文書による紹介患者数＋救急車搬入患者）÷初診患者×100 

◆逆紹介率：逆紹介患者数÷初診患者×100 

 

２ 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
１ 医療サービス （4） 地域災害拠点病院としての役割 

 
 年度評価 

結  果 
H28 H29 H30 

４ ４  
 

中期目標 今後発生が懸念される南海トラフ巨大地震などの災害発生時やその他の緊急時において、西都児湯医療圏の地域災害拠点病院として、施設要件等の機
能の維持に努めるとともに、迅速かつ適切な医療提供ができる体制を整備すること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
西都児湯医療圏の地域災害拠点病院として、災害発生時や

その他の緊急時において、自治体の要請に応じ患者の受入れ
やスタッフの派遣に適切に対応できる体制の整備を進める。 
また、災害発生時等に万全な対応を図ることができるよう、
院内災害対応マニュアルの整備や必要物品等の確保、他の二
次医療機関をはじめとする関係医療機関との連携訓練の実施
や広域災害対応訓練等への参加を通して、人材の育成に努め
る。特に、重要な役割を担う災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）
の派遣先での活動、他の災害派遣医療チームの受入れなど円
滑な実施が図られるよう努める。 

 
平成28年度は、4月の熊本地震発生時、後方支援要員とし

て宮崎大学医学部へ DMAT 隊員を派遣した。また、宮崎県
看護協会からの派遣要請を受け、災害支援ナース1名を熊本の
被災地へ派遣した。  

平成28年10月、西都児湯地区が被災地に想定され、宮崎県
総合防災訓練が開催された。圏域外のDMAT及び日本赤十字
社宮崎県支部、行政機関からの派遣協力のもと、病院全体の
防災訓練も兼ねて災害発生時の傷病者受入訓練を実施した。
平成29年度は、職員の緊急連絡網について、9月メール送受
信試験、10月電話連絡網の訓練を実施した。今回の訓練で電
話連絡とメール送信を併用することで参集する職員数が増加
することがわかった。今後、災害発生時やその他の緊急時に
おいて、電話連絡と一斉メール送信を併用することとし、す
みやかに職員が参集し医療サービスを継続して提供できるよ
うに体制の整備を行った。 

停電時、院内の連絡体制について十分な無線機が整備され
ていなかったため、病院の敷地や建物内で障害なく通信可能
な無線機を16台追加購入し、災害時の院内の連絡体制強化を
図った。災害など不測の事態により被害を受けた時でも、病
院事業を継続していく、あるいは中断しても早期復旧を図る
ために、事前に対応策を準備しておく事業継続計画（BCP：
Business Continuity Plan）の作成も着手した。 

平成30年度は、6月開催された西都市総合防災訓練へ、
DMATと事務局職員が参加し、災害発生時の行政機関や地
域企業との連携強化を図った。8月に開催された平成30年度
災害実働訓練・大規模地震時医療活動訓練に併せて、午前中
は院内の災害訓練を職員69名が参加して行った。主な訓練
内容としては、災害対策本部運営や待合室のレイアウトを変
更し、トリアージ後の傷病者対応を行った。午後は、DMAT

 

３ 
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と事務職員で、県外DMATとの連携や傷病者の転院搬送依
頼など実働訓練を行った。10月開催された、宮崎県総合防
災訓練へDMATを派遣し、県内の医療機関や企業などと協
力体制の強化を図った。 

災害対策委員会において、災害発生時のライフラインの確
保や患者用の医薬品や食糧等の備蓄計画に加え、職員用の飲
料水や食糧等の備蓄について協議を行い、次年度において飲
料水、食糧並びに簡易トイレについて備蓄することとした。
また、県内の医療機関や宮崎県との連絡網確保を目的とし
て、防災無線機を 1 台購入し、災害時の院内外との連絡体
制強化を図った。前年度から作成に着手した災害時の事業
継続計画の作成が完了した。 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ２ 医療の質の向上 （1）医療職の確保 

 

 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

４ ４  
 

中期目標 医師会などの関係機関・団体や大学などの教育機関との連携強化を図り、優秀な医師、看護師、医療技術職等の確保に努めること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
急性期医療を担う地域の中核病院として地域医療の水準の

維持向上を図るため、医師会などの関係機関・団体や大学な
どの教育機関との連携強化を図り、医師を始めとした医療職
の確保に努める。 

また、院内における教育研修制度の充実や就労環境の向上、
医師の負担軽減策の実施によって優秀な医師の確保に努める
とともに、質の高い看護を提供するため優秀な看護師の確保
に努め、適切な看護体制を維持する。 

 
 

指標 平成 26 年度 
実績 

平成 30 年度 
目標 

常勤医指数（名） 3 7 

看護師数（名） 49 56 
 

 
① 医師 
平成28年度は常勤医師5名で脳神経外科、呼吸器内科、循

環器内科、消化器内科の患者を受け入れた。平成28年度、常
勤医師の増員を目的として宮崎大学医学部の各講座を訪問し
常勤医師の派遣要請を行ったが年度内の派遣はなかった。平
成29年度、前年度より引き続き、宮崎大学医学部の各講座を
訪問し派遣要請を行った結果、平成29年12月から宮崎大学医
学部より念願の脳神経外科常勤医師１名の派遣を受けた。常
勤医師が6名となり、医師の増員及び負担軽減が行えた。 

平成30年4月、常勤医師からの紹介により整形外科常勤医
師１名を採用したため常勤医師7名となり目標は達成した。夜
間急病センターに対する医師派遣については、平成28年度航
空自衛隊新田原基地医官の継続派遣依頼を行い、毎月1回の継
続派遣の承認を得た。平成29年度、平成30年度も宮崎大学医
学部や航空自衛隊新田原基地及び周辺医師会からの当直医派
遣の継続と、常勤医師の増員により、内科・外科の診療が
365日診療できる体制へ近づいた。 

 
② 看護職員 
入院と外来患者数の増加に対応するため、平成28年度から

平成30年度にかけて看護職員の採用をすすめ看護師を12名
増員した。また、看護大学や専門学校を訪問し、病院のＰ
Ｒや奨学金等の内容を説明し新卒の看護師確保に向けた
取り組みを行った。 

指標 
平 成 2 8 年 度 

実績 
平 成 2 9 年 度 

実績 
平 成 3 0 年 度 

実績 
平 成 3 0 年 度 
計 画 比 較 

常勤医師数(人) 5 6 7 ±0 

看護師数(人） 54 59 61 ＋5 
 

 

４ 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ２ 医療の質の向上 （2）医療安全対策の徹底 

 

 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

３ ３  
 

中期目標 患者や職員に関する安全の確保のための医療安全体制を整備し、医療安全対策の充実を図ること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
患者や職員に関する安全の確保のため、医療安全に関する

情報の収集や分析を行い、医療安全策の徹底に努める。また、
予防策を徹底し、各種の感染症に対して適切に対応し、患者
の安全や職員の健康を確保するとともに、院内感染の防止に
努める。 

 

 
 

 

指標 
平成 26 年度 

実績 
平成 30 年度 

目標 

医療安全委員会開催数(回) 12 12 

院内医療安全研修会開催回数(回) 4 4 

院内感染対策委員会開催数(回) 12 12 

院内感染対策研修会開催回数(回) 2 2 

院外研修への参加回数(回) 8 8 

 

医療安全・院内感染ともに委員会や院内研修会を計画に基
づき開催し、マニュアル作成や対策等について検討し職員に
周知した。また、医療安全管理体制を強化するため、平成30
年5月医療安全管理室の設置及び専任の医療安全管理者1名を
配置し、医療安全管理体制の充実を図った。 

 

 
 

指標 
平成 28 年度 

実績 
平成 29 年度 

実績 
平成 30 年度 

実績 
平成 30 年度 
計画比較 

医療安全委員会開催数(回) 12 12 12 ±0 

院内医療安全研修会開催回数(回) 4 4 4 ±0 

院内感染対策委員会開催数(回) 12 12 12 ±0 

院内感染対策研修会開催回数(回) 2 2 4 ＋2 

院外研修への参加回数(回) 8 10 12 ±0 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ２ 医療の質の向上 （3）クリティカルパス導入の推進 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

３ ３  
 

中期目標 医療連携の強化と医療の標準化・最適化を図るため、クリティカルパス（病気ごとに、治療や検査、看護ケアなどの内容及びタイムスケジュー
ルを一覧表に表したもので、医療連携の標準化、効率化等に資する入院診療計画書）の導入に努めること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
クリティカルパス（病気ごとに、治療や検査、看護ケアな

どの内容及びタイムスケジュールを一覧表に表したもので、
医療連携の標準化、効率化等に資する入院診療計画書）の作
成及び入院患者への適用によって、一貫性のある医療を提供
し、治療効果の向上を図る。 

また、脳疾患領域においては脳卒中地域連携クリティカル
パスの作成及び運用に向けた検討に着手し、地域の医療機関
との情報共有やスムーズな患者の受け渡しによる切れ目のな
い医療の提供の実現を目指す。 

 
 

指標 
平成 26 年度 

実績 
平成 30 年度 

目標 

クリティカルパス数（種類） 3 10 

地域連携クリティカルパス数（種類） 0 1 
 

 
平成28年度は、作成済みの3種類のクリティカルパスの見直

しと、新たなクリティカルパスの作成に向け看護部を中心に
取り組んだ。平成28年度は気管支内視鏡検査とペースメーカ
ー埋込術の2つのクリティカルパスを新たに作成した。平成29
年度、新たに胃瘻造設術と睡眠時無呼吸症候群の2つについて
作成した。 

平成30年度、4月よりクリティカルパス委員会を設置し、
委員会を中心に現在のクリティカルパスの見直しと新た
なクリティカルパスの作成に向け取り組んだ。平成30年度
は、頚椎椎弓形成術、腰椎手術、ガンマネイル術、人工骨
頭挿入術、橈骨遠位端骨折の5つについて作成した。地域
連携クリティカルパスは、周辺の医療機関と連携には至ら
なかったため、今後も継続して検討を行う。 

 

指標 
平成 28 年度 

実績 
平成 29 年度 

実績 
平成 30 年度 

実績 
平成 30 年度 
計画比較 

クリティカルパス
数（種類） 

5 7 12 ＋2 

地 域 連 携 ク リ テ ィ
カルパス数（種類） 

0 0 0 －1 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ２ 医療の質の向上 （4）高度医療機器等の計画的な更新・整備 

 

 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

３ ３  
 

中期目標 地域の中核的病院としての役割を果たすため、救急医療をはじめ各診療分野において高度医療の充実に努めるとともに、法人に求められる医療
を提供できるよう、必要な高度医療機器や診療支援システムを計画的に更新・整備すること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 

 

法人に求められる高度で質の高い医療を切れ目なく提供で
きるように、電子カルテシステムの導入など、高度医療機器
等の整備計画を作成し、計画的な整備・更新を行う。なお、
高額機器導入等については、リース契約等の検討を行うなど、
経営に配慮した計画とする。 

 

各部署から必要な機器等のヒアリングを行い、医療機器購
入計画を作成し、計画に基づいて予算化し、計画的に医療機
器を購入するようにした。患者サービスの向上と業務の効率
化を目指して、独法化以前からオーダリング・電子カルテシ
ステムの導入を検討していた。システムの選定に時間を要し
たが、平成28年度内に契約は終えてオーダリング・電子カル
テシステムが平成29年8月から本格稼動した。平成29年度、
脳神経外科の手術機器で頭部四点固定機器とMRI室内で使
用可能な生体情報モニタリングシステムを購入した。平成30
年度、整形外科の新設に伴い、手術機材や手術台等を整備し
た。その他、機器の老朽化に伴い、解析付心電計や手術室の
無影灯を更新した。 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ２ 医療の質の向上 （5）研修制度の確立 

 

 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

３ ３  
 

中期目標 職務や職責に応じた能力の向上及び各部門における各種専門資格の取得による専門性・医療技術の向上を図るため、研修制度を整備し、計画的な研修
を行うこと。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
ア 医師 
 

医療水準を向上させるため、地域医療に貢献できる医師の
確保に努めるとともに、専門医、認定医の資格取得に向けた
活動や学会等への参加を可能とする支援体制を整備し、教
育・研修体制の充実等に取り組む。 
 
 
 
 
 
 
イ 看護師 
 

中堅看護師から新人看護師へのスキル移管を積極的に行う
とともに、認定看護師等の資格取得等を支援する体制など、
教育・研修システムを整備する。また、年間の研修計画を策
定し、計画に基づいた確実な実行とともに、職員の意識向上
を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ア 医 師 
 

当該医師らが診療を行う上で必要な専門医、認定医の資格
更新のための単位取得を目的とする県外で開催された学会に
平成 28 年度は 12 回、平成 29 年度 12 回、平成 30 年度は 18
回、県内で開催された研修会に平成 28 年度 6 回、平成 29
年度 6 回、平成 30 年度 10 回参加した。特に、学会発表は
病院の PR も兼ねるため、積極的な発表を医師へ要請し、
平成 29 年度は 5 学会、平成 30 年度は日本脊髄外科学会や
日本呼吸器内視鏡学会等 10 学会で症例発表を行った。 
 
イ 看護師 
 

看護職員のスキルアップと看護の質向上を目的として、
できるだけ多くの研修会へ参加できるように勤務調整な
ど取り組んだ。平成28年度は看護師不足により研修への参
加が少なかったが、平成29年度は73研修会、平成30年度は
138研修会へ参加した。研修会で受講した内容について、受
講者が院内で伝達講習会を定期的に開催し、知識・技術の情
報の共有化を図った。医療の質安全学会で「eラーニングで活
用した多職種を対象とした医療安全教育」というタイトルで
発表を行った。また、雑誌「病院安全教育」に寄稿した原稿
が掲載された。 

認定看護師等の資格取得については、長期間の看護師派遣
は困難であるため、まずは比較的短期間で資格取得可能で、
病院の管理上必要な看護管理者認定資格について1名を資格
取得研修会へ派遣した。認定看護師資格取得のための検討は
継続しており、県内外の認定看護師養成施設の状況と教育機
関や派遣に係る費用算出も調査し、平成30年12月に専門・認
定等看護師育成奨学金貸与規程を制定し、資格取得に向けた
体制整備に取り組んだ。 
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ウ その他医療職 
 

その他医療職については、部門間の情報共有や連携強化に
取り組むとともに、専門性向上のための資格取得等を支援す
る体制を整備し、地域医療に必要な専門性や医療技術の向上
を図る。 
 
 
 
 
エ 事務職 
 

事務職については、診療報酬改定など外部環境の変化に対
応できる人材を育成するため、外部研修等を受講するととも
に、医療経営や病院運営に関する知識や経験を蓄積し、今後
の改善につなげるための院内の勉強会等を適宜計画し実施す
る。 
 
 

指標 平成 26 年度 
実績 

平成 30 年度 
目標 

専門医、認定医等資格取得数 5 12 
認定看護師資格取得者数（名） 0 2 
その他医療機関による外部研修（回） 29 30 
事務職による院内勉強会開催（回） 1 3 

（注）専門医、認定医等資格取得数は、27 年 9 月 1 日現在で在籍している
常勤医師の保有資格数 

 
ウ その他医療職 
 

専門職種が県内外の学会や研修会に積極的に参加した。
臨床検査技師の超音波研修は、超音波技術の向上に向け
て、平成28年度より継続して技師1名が週2回宮崎市内の
病院に出向き研修を受けた。平成30年度診療放射線技師
の一般撮影やCT、MRIなどの撮影技術向上を目的として、
県立宮崎病院に出向き6日間研修を受けた。 

 
エ 事務職 
 

平成28年度は、8月診療報酬改定に伴う勉強会、平成29年
2月に診療レセプトに関する勉強会を行った。診療報酬改定
に伴い重症度、看護、医療必要度の評価基準の見直しがあ
ったため、それらに関連する勉強会を、事務職員を中心に
看護部と共同で開催した。特に、施設基準の入院基本料7対
1の要件と現状について細かく説明し、重症度、看護、医療
必要度の評価手順と勉強会の重要性について周知を行っ
た。診療レセプトに関する勉強会は平成28年10月の診療レ
セプトデータを外部の専門機関へ分析依頼し、その分析結
果を基に改善点などを含めレセプト精度調査研修会を開催
した。平成29年度は、オーダリング・電子カルテシステム
の導入前操作研修を平成29年5月から基礎編1回、応用編1
回の計2回開催した。また、オーダリング・電子カルテシス
テム導入に伴い、レセプトコンピューターも一新したため、
平成29年6月より操作研修を3回開催した。平成30年3月事務
職員を対象とした財務に関する勉強会を開催し、経営状況
と今後の運営計画について講義した。平成30年度は、事務
職による院内研修会として、5月に診療報酬などの状況と
経営分析ソフト（Ｌｉｂｒａ）の操作方法等の勉強会、
11月にBLS研修会を開催した。 

（注）専門医、認定医等資格取得数は、平成 31 年３月３1 日現在で在籍して
いる常勤医師の保有資格数 

指標 
平成 28 年度 

実績 
平成 29 年度 

実績 
平成 30 年度 

実績 
平成 30 年度 
計画比較 

専門医、認定医等資格取得数 10 11 13 ＋1 
認定看護師資格取得者数（人） 0 0 0 －2 
その他医療職による外部研修(回) 30 98 101 ＋71 

事務職による院内研修会(回) 2 3 2 －1 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ３ 患者サービスの向上 （1）患者中心の医療の提供 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

３ ３  
 

中期目標 患者の権利を尊重し、インフォームド・コンセント（患者やその家族が自ら受ける治療の内容に納得し、自分に合った治療法を選択できるような説明
を受けたうえでの同意をいう。）を徹底すること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
患者やその家族が治療内容を十分に理解し、納得した上で

患者に合った治療方法を選択できるようインフォームド・コ
ンセント（患者やその家族が自ら受ける治療の内容に納得し、
自分に合った治療法を選択できるような説明を受けたうえで
の同意をいう。）を徹底し、患者の意思を尊重し、信頼を得ら
れる医療を提供する。 

また、患者が他の医療機関でのセカンド・オピニオン（診
断や治療方針について主治医以外の医師から意見を聴くこと
をいう。）を希望する場合は適切に対応する。 

 
患者やその家族が治療内容を十分に理解し、納得した上で

治療方法を選択できるように事前説明を十分に行うよう徹底
した。特に入院患者の治療方針を早期に決定するため、病棟
回診に医師と看護師だけでなく理学療法士も参加した。病棟
カンファレンスも医師や看護師に加えて管理栄養士・理学療
法士・作業療法士・社会福祉士も参加し患者情報を共有し、
専門分野において患者と関わるよう努めた。 

患者の状態により必要な場合は、医療安全・感染対策・褥
瘡委員会のチームへ相談し対応した。また、退院支援カン
ファレンスを週２回開催し、病棟看護師と社会福祉士で協議
し医療機関や家族との連携を強化し、退院に関する手続きを
スムーズに行った。 

平成30年4月より入退院支援委員会を設置し入退院時の
問題点や対応について協議した。平成31年1月より毎週1回
ベッドコントロール会議を行い、医師、看護師、理学療法
士及び事務職員と空床や入退院状況など分析して速やか
な退院調整に努めた。 

3   
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ３ 患者サービスの向上 （2）快適性の向上 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

３ ３  
 

中期目標 診療待ち時間の改善や院内清掃の徹底などによる、患者や来院者への快適な環境の提供を図ること。 
 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
患者やその家族などの病院利用者がより快適に過ごせるよ

う、病室や待合スペースなどの院内環境の整備を行い、必要
に応じて改善策を講じる。 

待ち時間については、患者の流れの見直しや業務の改善に
取り組み、その短縮に努める。 

また、退院時アンケートなどを実施して患者ニーズを正確
に把握し、改善に取り組む。 

 
入院患者及び外来患者を対象に、患者満足度調査（ＰＳ調

査）を外部業者に毎年1回委託実施し、病院に対する患者の
意見、苦情や要望に関する意見を収集分析した。意見とし
て多かったのは、待ち時間の長さ、駐車場の狭さ、外来待
合室の狭さ及び建物の老朽化であった。 

待ち時間の長さについては、平成29年8月オーダリング・電
子カルテシステム導入後は待ち時間に対する苦情が減少し
た。これは、オーダリング・電子カルテシステムとレセコン
や薬剤処方システムが連携したことで、医事会計や薬剤処方
にかかる時間が短縮したことによるものである。 

平成30年度は、患者来院時の駐車場確保を目的として、院
外で西都市が所有している駐車場の一部を職員駐車場として
借用し、院内の駐車場を患者駐車場として確保した。施設の
老朽化については、平成30年9月3階病棟増改築工事に併せて
トイレも一部改修を行い、快適性の向上を図った。患者満足
度調査の分析結果は、毎年各部署にデータを提供し、医療
従事者間の情報の共有化に努めた。 
 

３   

 
【参考】 
 

入院 

調査年度 調査期間 総回答数 総合評価  

外来 

調査年度 調査期間 総回答数 総合評価 

平成 26 年度 平成 26 年 12 月 1 日～平成 27 年 2 月 28 日  82 件 4.29 点/５点  平成 26 年度 平成 26 年 12 月 1 日～平成 27 年 2 月 28 日  209 件 4.02 点/５点 

平成 28 年度 平成 28 年 10 月１日～平成 29 年 2 月 20 日  70 件 4.17 点/５点  平成 28 年度 平成 28 年 10 月１日～平成 29 年 2 月 20 日  212 件 3.83 点/５点 

平成 29 年度 平成 29 年 10 月１日～平成 29 年 11 月 30 日  105 件 4.21 点/５点  平成 29 年度 平成 29 年 10 月１日～平成 29 年 11 月 30 日  206 件 3.82 点/５点 

平成 30 年度 平成 30 年 10 月 3 日～平成 30 年 10 月 26 日 104 件 4.20 点/５点  平成 30 年度 平成 30 年 10 月 3 日～平成 30 年 10 月 26 日 247 件 3.84 点/５点 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ３ 患者サービスの向上 （3）相談窓口の設置及び情報発信 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

４ ４  
 

中期目標 地域住民から選ばれ、受診しやすい病院となるため、患者相談窓口を設置するとともに、積極的な情報発信に努めること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 

 
患者相談窓口を設置して人員を適切に配置し、患者やその

家族からの疾病や治療に関する相談をはじめ、転院若しくは
退院後の療養や介護支援など、様々な相談に適切に対応でき
る体制を整備する。 

また、ホームページの充実を図るなど多様な媒体を活用し、
地方独立行政法人化の目的や法人が提供するサービスの情報
を分かりやすく発信するとともに、地域の医療機関等との連
携や役割分担について積極的に情報を提供し、地域住民が納
得のうえで受診できる病院づくりに努める。 

 
平成28年4月、地域医療連携室を設置し社会福祉士1名、看

護師1名の2名を配置し、医療相談体制を整備した。平成29年
度、患者数増加に対応するため、地域医療連携室に社会福祉
士１名を増員し、医療相談体制の強化を図り、医療・介護や
公的医療費助成制度の相談などの対応をスムーズに行った。 

平成30年度、外来患者数増加に伴い外来看護師の不足が
生じたため、平成30年5月看護師1名を外来へ配置変更し
た。そのため、地域医療連携室は社会福祉士2名で、転院に
伴う医療機関や施設選定、在宅復帰に向けた家族との調整等
の業務を行った。また、外来及び病棟の医療・介護や公的医
療費助成制度の相談などの対応をスムーズに行えるように
努めた。医療相談等へ平成29年度は505件、平成30年度は553
件対応した。  

平成29年度、予防医療の推進を目的としてホームページを
一新し、ホームページによる情報発信や西都市の広報紙「広
報さいと」へ、職員やコメディカル部門の紹介や院内の出来
事・話題等の情報を隔月掲載した。 

3   
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ３ 患者サービスの向上 （4）職員の接遇向上 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

２ ３  
 

中期目標 地域住民が満足する施設であるために、患者や来院者の意向を把握して施設全体の接遇の向上を図ること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 

 
全職員を対象とした接遇研修を計画的に実施し、接遇に対

する知識や理解を深めるとともに、退院時アンケートを充実
させ、その結果に応じた患者やその家族の立場に立った誠意
ある応対の実践により、病院全体で接遇の向上に努める。 
 

 

指標 平成 26 年度 
実績 

平成 30 年度 
目標 

院内接遇研修回数（回） 0 1 

院内接遇研修参加人数（人） 0 全職員 
 

 
 

 

 
平成28年度、臨時職員や委託業者の職員も含めた全職員を

対象とし、外部講師による接遇研修を行った。同内容を２回
に分けて開催し、79名の参加があった。平成29年度、前年度
参加者数が少なかったため3回に分けて外部講師による接遇
研修を開催した。職員119名のうち参加人数は108名、欠席者
11名については研修資料を配布した。平成30年度も外部講師
による接遇研修を3回に分けて開催した。職員124名のうち
参加人数は113名で、欠席者11名については研修資料を配
布した。 

 

指標 
平成 28 年度 

実績 
平成 29 年度 

実績 
平成 30 年度 

実績 
平成 30 年度 
計画比較 

院内接遇研修回数（回） 1 1 1 ±0 

院内接遇研修参加人数（人） 79 108 113 －11 
 

 
3 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ３ 患者サービスの向上 （5）医療連携体制の充実 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

３ ３  
 

中期目標 地域医療連携室を設置するなど、かかりつけ医をはじめとする医療機関等との連携を緊密にすることで、患者の安心・安全な医療環境が構築されるよ
う、医療連携体制の充実に努めること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 

 
地域医療連携室を設置して人員を適切に配置し、法人が提

供する医療機能と地域の医療機関等との役割分担を明確にし
た上で、患者の診療状況等の情報を地域の医療機関等と共有
し、患者が安心できる安全な医療環境の整備に向けて病病・
病診連携を積極的に推進する。 

 
周辺医療機関からの紹介患者を速やかに受け入れできる体

制構築に向け、平成28年度地域医療連携室に専従の看護師1
名を配置し専用窓口を設けた。医療機関や介護施設等からの
紹介や、救急車搬送依頼時に、必要な患者情報を的確に収集
し関連部署へ速やかに伝達することで、診療の質が向上し安
全で安心な医療の提供ができた。 

平成29年度、地域医療連携室へ社会福祉士を1名増員し、そ
れぞれの病棟に１名ずつ配置し、退院時の医療機関や在宅復
帰支援施設との連携強化を図った。 

平成30年度、外来患者数増加に伴い、外来看護師の不足
が生じたため、5月専従看護師1名を外来へ配置変更した。
変更後の医療機関や介護施設等からの紹介や救急車搬送依頼
時に必要な患者情報については、外来看護師や医事係職員が
連携して対応した。また、西都市内で開催されたキュア（医
療）ケア（介護）ネットワーク会議や高鍋保健所主催の「西
都児湯入退院調整ルール策定運用事業における医療機関合同
協議」等へ参加し、周辺の医療機関や施設との医療連携体制
の強化に努めた。 

2   
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ４ 公的医療機関としての役割  

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

３ ３  
 

中期目標 臨床研修医などの受入れを積極的に行うため、大学医学部などの医育機関との連携強化により教育研修体制を充実させ、若手医師の育成に貢献すると
ともに、地域の医療機関への定着の契機となるよう、公的医療機関としての役割を果たすこと。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 

 
大学医学部の臨床研修協力施設として、初期研修医の短期

研修を行い、充実した教育研修体制を確立することで、若手
医師が将来戻ってきたいと感じることのできる病院を構築
し、将来にわたって地域医療の確保に努める。 

 
平成28年度、宮崎大学医学部の臨床研修協力施設として当セ

ンターを登録した。臨床研修医の受入れの準備として、宮崎
大学医学部で行われた臨床研修説明会等へ積極的に参加しか
つ研修医に向けて広報活動も行った。宮崎大学医学部附属病
院卒後臨床研修センターの研修医受け入れは、平成29年度3
名、平成30年度3名を1人1ヶ月の研修として受け入れた。ま
た、西都市消防本部の救急救命士の研修や宮崎大学医学部
の医学生、専門学校の理学療法士・医療事務、短期大学の
管理栄養士の実習も受け入れた。 

夜間急病センターについては、宮崎大学医学部や航空自衛隊
新田原基地及び周辺医師会からの当直医派遣の継続と、常勤
医師の増員により、内科・外科の診療が365日診療できる
体制へ近づいた。年度毎の、内科・外科のいずれかが診療
できなかった日数は、平成28年度47日、平成29年度45日、
平成30年度は24日であった。 
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第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ５ 法令遵守 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

３ ３  
 

中期目標 医療法（昭和 23 年法律第 205 号）をはじめとする関係法令を遵守し、公的病院としての行動規範と職業倫理を確立し、実践することにより、適正な
業務運営を行うこと。また、診療録（カルテ）等の個人情報の保護並びに患者及びその家族への情報開示を適切に行うこと。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 

 
医療法（昭和 23 年法律第 205 号）をはじめとする関係法

令を遵守し、公的病院としての行動規範と職業倫理を確立し、
実践することにより、適正な業務運営を行う。 

また、診療録（カルテ）等の個人情報については、西都市
個人情報保護条例（平成 15 年西都市条例第 2 号）に基づき、
適正な情報取得を行い、個人の権利利益が侵害されることが
ないよう保護管理するとともに、市の規程に準じて患者及び
その家族等への情報開示請求に対して適切に対応する。 

 
医療法や個人情報保護等の関係法令を遵守するとともに、

病院の規程に基づき適切に対応した。カルテ開示請求は平成
28年度25件、平成29年度23件、平成30年度23件あり、西
都市個人情報保護条例に準じてカルテ開示を行った。 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 １ 法人運営管理体制の確立 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

３ ３  
 

中期目標 法人の運営が適切に行われるよう、理事会等の意思決定機関を整備すると共に、権限委譲と責任の所在を明確化した効率的かつ効果的な運営管理体制
を構築すること。また、中期目標、中期計画及び年度計画に掲げる組織目標を着実に達成できる体制を整備すること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 

 
法人の運営については、医療環境の変化に迅速かつ的確に

対応するため、理事長及び理事で構成する理事会を中心とし
た法人組織体制を整備する。また、法人の諸規程を整備し、
権限と責任に基づいた弾力的な運営のもと、効率的かつ効果
的な運営管理体制を確立する。 

さらに、毎月の収支報告及び各診療科・部門の業績を集計
し、計画の進捗状況を把握できる体制を整備し、中期計画及
び年度計画の着実な達成を図る。 

 
平成28年度、法人経営を適切に行うため理事会を定期的に

開催し、理事会で決定した方針に沿った法人運営を行った。
法人運営については、理事長がリーダーシップを発揮できる
ように、意見または情報を交換し、医療面並びに経営面にお
ける法人運営の効率化を図った。さらに、管理職で組織する
病院運営会議を毎月1回開催し、診療実績と経営状況の報告並
びに診療報酬増収のために、新たな施設基準取得のための検
討や病院経営に関する企画と立案を行った。立案事項を理事
会へ提出し、審議された決定事項を院内で周知した上で運営
した。また、各部署の責任者及び医師を含む管理者との連絡
会議を週1回開催し、病院運営に関する報告を行い、院内の意
思統一を図った。 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ２ 業務運営の改善と効率化 （1）予算の弾力化 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

３ ３  
 

中期目標 地方独立行政法人制度の特徴である中期目標及び中期計画の枠の中で、予算科目や年度間で弾力的に運用できる会計制度を活用した予算執行を行うこ
とにより、効率的、効果的かつ迅速な事業運営に努めること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 

 
中期計画の枠内で、適切な権限に基づく会計制度を活用し

て弾力的な予算執行を行うことにより、医療環境の変化に迅
速かつ柔軟に対応する。 

また、契約手法の多様化や徹底した価格交渉など効率的か
つ効果的な予算執行にも努める。 

 
平成 28 年度は、事業運営に見合った予算の見直しを随時行

うこととし、結果的に 6 回の補正予算を理事会に提案し承認
のうえ、適正な予算執行を行った。医療機器の導入に関して
は、採算性や費用対効果を十分検討し、購入するかリース契
約とするかを判断した。また、入札を機器本体だけでなく保
守契約まで含めて実施し、複数年契約とすることで費用の削
減に努めた。事業運営に見合った予算の見直しを随時行い、
結果的に平成 29 年度 6 回、平成 30 年度 7 回の補正予算を理
事会に提案し承認された。適正な予算執行を弾力的に行うこ
とで、業務執行面において柔軟な経営に資することができ
た。 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ２ 業務運営の改善と効率化 （2）適切かつ弾力的な人員配置 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

３ ３  
 

中期目標 高度な専門知識と技術に支えられた良質で安全な医療を提供するため、医療ニーズに沿った職員を適切かつ弾力的に配置すること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 

 
中期計画の着実な達成に向けて計画的で適正な人員配置を

行うとともに、高度な専門知識と技術に支えられた良質で安
全な医療を提供するため、柔軟な人事管理制度によって、診
療報酬改定などの外部環境の変化に応じて医師をはじめとす
る職員を適切かつ弾力的に配置する。 

また、二交代制や短時間勤務など柔軟で多様な勤務体系を
検討するなど、女性医師や看護師等が働きやすい環境づくり
を進め、診療体制の充実に必要な人員の確保に努める。 

 
平成28年度から平成30年度にかけて、必要に応じた人員を

すみやかに確保するため、派遣会社の活用や、 ハローワーク
の登録者へのリクエストを継続的に行った。また短時間勤務
等の採用について検討した。診療状況の変化にすみやかに対
応するため、看護職員の異動は年度途中でも実施し診療状況
に応じて職員を配置した。 

常勤医師の働き方改革のため、平成30年5月よりタイムカー
ドを導入し医師の時間外勤務の現状把握に取り組んだ。今後、
時間外勤務の状況を踏まえ、勤務時間や給与規程等の見直し
など予定している。 

3   



26 
 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 ２ 業務運営の改善と効率化 （3）人事評価制度の構築に向けた検討 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

３ ４  
 

中期目標 職員の努力が評価され、業績や能力を的確に反映した公正で客観的な人事評価制度の構築に向けた検討を行うこと。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
職員のモチベーション向上につながるように、職員の努力

が適正に評価され、業績や能力を的確に反映できる公正で客
観的な人事評価制度の構築に向けた検討を行う。 

 
法人の運営状況や収支を的確に把握することで、人事評

価を給与や職員の処遇に反映する事が出来るように、平成
28年度、人事評価制度の導入に向けた検討を行い、平成29年
度経営コンサルタント会社へ業務委託を行った。平成29年度
人事評価制度の基礎は完成し、平成30年度人事評価制度につ
いて評価方法や細かい取り決め等について、管理職や役職員
及び一般職員に対して研修等を実施し、細かい調整を行い早
期の正式導入を予定している。 
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第３ 財政内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 １ 持続可能な経営基盤の確立 （1）収入の確保 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

４ ４  
 

中期目標 法人が担うべき役割及び地域の患者ニーズに沿った医療サービスの提供により適切な収入の増加を図ること。また、診療報酬の改定や法改正等に的確
に対処し、収益を確保するとともに、未収金の発生防止策や適正な回収に努めること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
地域の医療機関との連携強化に伴う診療機能の明確化や診

療報酬改定への迅速かつ的確な対応により、収入の維持・増
加を図る。 

また、請求漏れや査定減を防止するとともに、未収金発生
の防止や未収金が発生した場合の原因分析の徹底と対策、未
収金回収の強化に取り組む。 

さらに、医療の標準化を進め、より適切な医療を提供しな
がら収益の確保を図るため、急性期病院として必要なＤＰＣ
（診断群分類包括評価）の導入に向けた検討を進める。 

 
 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 30 年度 

目標 

入院 

病床利用率（％） 43.6 65.9 

新規入院患者数（人） 829 1,200 

平均在任日数（日） 16 18 以下 

外来 1 日あたり外来患者数（人） 36.9 65 
 

 
１つの病棟は最大60床で運用することが、一番効率が良い

と言われている。当センターの場合、 稼働病床数69床を2つ
の病棟に分けているため、施設基準では夜勤帯の看護師が3名
で十分だが4名配置する必要があるため、運営上非常に効率が
悪い状況である。平成28年度の診療報酬改定では入院基本料7
対1の施設基準を維持できるよう看護職員向けの研修会を開
催するなど対応に努めた。入院基本料7対1の施設基準を維持
できるよう、重症度、医療、看護必要度、平均在院日数、在
宅復帰率などの状況を分析し医師と幹部職員が参加する会議
で報告した。その上で、医師がベッドコントロールにて在院
日数を抑制し、地域医療連携室が退院調整をして在宅復帰率
の向上を図った。未収金の発生防止や回収については、医事
係と財務・人事課において回収にかかる協議を複数回行い、
未収金案件269件に対して、1,000円以上の84件に文書にて通
知を行い、そのうち40件について未収金を回収することがで
きた。 

DPC/PDPSについては、電子カルテ導入後に検討したが、
現状ではDPCへの移行は収益を悪化させるため、断念した。 
 

指標 
平成 28 年度 

実績 

平成 29年度 

実績 

平成 30年度 

実績 

平成 30年度 

計画比較 

入院 

病床利用率（％） 59.8 60.5 62.8 -3.1 

新規入院患者数（人） 1,196 1,170 1,360 +160 

平均在任日数（日） 16 16 16 -２ 

外来 1 日あたり外来患者数（人） 50.6 59.1 79.3 +14.3 
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第３ 財政内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 １ 持続可能な経営基盤の確立 （2）支出の節減 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

２ ２  
 

中期目標 医薬品及び診療材料費、医療機器等の購入や各種業務委託において、多様な契約手法を導入して費用の節減・合理化に取り組み、効率的・効果的な事
業運営に努めること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
医薬品及び診療材料等については、調達にかかる費用削減

のため徹底した価格交渉の実施、ジェネリック医薬品の使用
拡大等を図る。医療機器の購入や委託契約等については、購
入費用とランニングコストとの総合的評価の導入、業務内容
の見直し、複数年契約の導入などにより、費用の削減を図る。 
 
 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 30 年度 

目標 

ジェネリック医薬品採用率（％） 32.5 50 
 

 
医薬品及び診療材料等については一品目ごとに見積入札や

粘り強い価格交渉を行い、安価で購入するよう努めた。医薬
品は薬事審議会において採用や変更、ジェネリック医薬品
（後発医薬品）の使用について審議を行い、品目の見直し
を行った。ジェネリック医薬品採用率は、平成28年度
32.4％、平成29年度33.1％、平成30年度40.2％と増加し
たが計画値を下回る結果となった。これには、ジェネリック
医薬品の品目数は増加したものの、総品目数も増加したこと
が影響している。平成28年度以降、高額医療機器は各部門か
ら購入希望計画を提出させ、費用対効果を考えて購入を決定
した。一部の医療機器については、イニシャルコストとラン
ニングコストの総合評価を行った。少額な消耗品等について
も、調査や情報収集を行い、規格を統一し購入数を増やすこ
とで単価を下げたりして、経費節減に努めた。平成29年度は、
オーダリング・電子カルテシステムの導入にあたり、リース
会社の選定に力を入れ、リース利息が0円となるようなリース
会社を選定したため導入時の支出の節減ができた。 

 
 

指標 
平成 28 年度 

実績 

平成 29年度 

実績 

平成 30年度 

実績 

平成 30年度 

計画比較 

ジェネリック

医薬品（％） 
32.4 33.1 40.2 -9.8 
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第３ 財政内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 
 １ 持続可能な経営基盤の確立 （3）役割と負担の明確化 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

５ ４  
 

中期目標 
法人が救急医療等の政策的医療を提供する場合においては、その部門では採算がとれない場合もあり得る。市と法人は協議のうえ、それぞれの役割や
責任、その負担のあり方を明確にし、運営費負担金の基準を定め、市は法人に対して必要な費用を負担する。法人は、この主旨を踏まえ、効率的・効
果的な業務運営を行うこと。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
市からの要請等に基づき提供する政策的医療のうち、効率

的な経営を行ってもなお不採算となる部門の経費について
は、運営費負担金として市からの経費負担があるが、それ以
外の事業経費については、法人の事業経営に伴う収入をもっ
て充てなければならない。従って、法人が健全な経営を継続
していくために取り組むべき課題を明確にし、その課題解決
に向けた計画的な取組みを進めることで、経営基盤の安定と
強化を図る。 

 
 

指標 
平成 26 年度 

実績 

平成 30 年度 

目標 

医業収支比率（％） 93.21 86.28 

経常損益（千円） 24,697 71,603 
 

 
事業経費については、事業収入を充てることとなる。法

人の健全な運営のため、収益の確保対策として施設基準の
見直しの検討を行った。平成 30 年 5 月から、医療安全管理
室の設置及び専任の医療安全管理者を 1 名配置し、医療安全管
理体制の充実を図り、医療安全管理体制加算を取得した。 
 
 
 
 
 

指標 
平成 28 年度 

実績 

平成 29年度 

実績 

平成 30 年度 

実績 

平成 30 年度 

計画比較 

医業収支比率（％） 101.2 93.52 96.85 +10.57 

経常損益（千円） 103,696 45,352 82,462 +10,859 
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第４ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画 

中期計画 実施状況等  

 
※別紙（財務諸表及び決算報告書）を参照 

 
※別紙（財務諸表及び決算報告書）を参照 

 

 

第５ 短期借入金の限度額 

中期計画 実施状況等  

 
１ 限度額２００百万円 
 
２ 想定される短期借入金の発生事由 

(1) 業績手当（賞与）の支給等による一時的な資金不足へ
の対応 
予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発
的な出費への対応 

 
 

    平成28年度 平成29年度 平成30年度 

短期借入金 なし なし なし 

限度額 200百万円 

 

 

第６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

中期計画 実施状況等  

なし なし  

 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

中期計画 実施状況等  

なし なし  

 

第８ 剰余金の使途 

中期計画 実施状況等  

計画期間中の毎事業年度の決算において剰余を生じた場合
は、医療サービスの充実や病院施設の整備・改修、医療機器
の購入、長期借入金の償還、教育・研修体制の充実、組織運
営の向上策等に充てる。 

 
 

平成28年度 平成29年度 平成30年度 

次期へ繰り越した 
積立金として処理

した 

積立金として処

理した 
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第９ 料金に関する事項 

１ 診療料金等 

中期計画 実施状況等  

 
病院の診療料金及びその他諸料金は次に定める額とする。 

⑴ 診療料金及びその他諸料金の額は、健康保険法（大正 11
年法律第 70 号）、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和
57 年法律第 80 号）、その他の法令等により算定した額とす
る。 

⑵ 前号の規定によらない料金は、理事長が別に定める 
⑶ 消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）及び地方税法（昭和
25 年法律第 226 号）の規定により消費税及び地方消費税が
課せられる場合にあっては、前各号の料金について当該各号
に規定する額に、消費税及び地方消費税の合計額に相当する
額を加算した額とする。この場合において、料金の額に 1
円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

 

 
 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

（1） 
定めたとおり実施

している 

定めたとおり実施し

ている 

定めたとおり実施

している 

（2） 該当なし 該当なし 該当なし 

（3） 
定めたとおり実施

している 

定めたとおり実施し

ている 

定めたとおり実施

している 

 

 

 

２ 料金の減免 

中期計画 実施状況等  

理事長は、特別の理由があると認めるときは、別に定める
ところにより料金を減免することができる。 

 

平成28年度 平成29年度 平成30年度 

該当なし 該当なし 該当なし 
 

 

 

３ その他 

中期計画 実施状況等  

前２項に定めるもののほか、料金に関して必要な事項は、
理事長が別に定める。 

 

平成28年度 平成29年度 平成30年度 

該当なし 該当なし 該当なし 
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第１０ その他西都市の規則で定める業務運営等に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

中期計画 実施状況等  

 

施設及び設備の内容 予定額 

病院施設・設備の整備（千円） 18,400 

医療機器等の整備・更新（千円） 60,000 

（注）医療機器等の整備・更新はリース契約を予定している。 

 

施設及び設備の内容 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

病院施設・設備の整備（千円） 6,350 0 57,066 

医療機器等の整備・更新（千円） 26,621 19,521 20,454 
 

 

 

 

２ 法第 40 条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画 

中期計画 実施状況等  

 なし  該当なし  

 

 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

中期計画 実施状況等  

 
(1) 施設の維持 
昭和 55 年に開設した建物は、耐用年数を過ぎた設備が多

く、老朽化が進んでいる。地域住民に安全で安心な医療を提
供するため、必要な整備を把握して安全な施設維持を行う。 

 
 
平成28年度西都市が実施した病院本館の耐震診断を受け、

平成29年度耐震補強工事の設計を行い、平成30年度耐震補強
工事を行った。 
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第１１ その他業務運営に関する重要目標を達成するためとるべき事項 
 １ 病院施設整備に向けた取組み 

 
 

年度評価 
結  果 

H28 H29 H30 

４ ３  
 

中期目標 市が策定した「地方独立行政法人西都児湯医療センター施設整備基本構想」を踏まえ、市及び関係機関との連携の下、新病院建設に向けた病院施設整
備を計画的に進めること。 

 

中期計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価の判断理由、意見など 
 
地域医療の安定的な提供において法人が担っていくべき役

割及び機能を明確にし、市が取り組む新病院建設の必要性を
含めた施設整備に関する検討に積極的に参画する。また、市
において施設整備に関する具体的な構想が策定された場合
は、新病院建設に向けた目標を立て、計画的に事業を推進し
ていく。 

 
平成28年度、西都市と連携して当センターの在り方を検討

する過程で、西都児湯医療センター施設整備基本構想懇話会
が5回開催され、延べ10時間地域住民の代表と話し合った。
住民から地域が抱えている小児救急の夜間対応や産科救急
などの問題について意見があり、病院からも院長が救急医療
の現状について説明した。概ね新病院建設の必要性について
理解が得られた。 

新病院建設に向けては、平成28年度西都市が策定する施設
整備基本構想に関する会議へ積極的に参加した。平成29年4
月1日より当センター内に新たに市職員2名の派遣を受けて、
3名体制の新病院準備室を設置した。平成29年度当センター
で施設整備基本構想に基づいて施設整備基本計画（案）を策
定した。平成30年度は、「地方独立行政法人西都児湯医療セ
ンター施設整備基本計画」の策定を目指し、病床機能や土地
の選定について、合計12回西都市と協議を重ね、11月病院事
業債仮申請手続きを行った。その後、西都市及び西都市西児
湯医師会と合計4回の協議を重ね、病床数、病床機能を確定
させ病院事業債本申請手続きに向けて取り組んでいる。 

 

2 

  

 



（別紙 2 ）

第4  予算(人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画

1 予算（平成28年度～平成30年度） 2 収支計画（平成28年度～平成30年度） 3 資金計画（平成28年度～平成30年度）

差額 計画額 決算額 差額 計画額 決算額 差額

H28～Ｈ30 H28～Ｈ30 H28～Ｈ30 H28～Ｈ30 H28～Ｈ30 H28～Ｈ30 H28～Ｈ30 H28～Ｈ30 H28～Ｈ30

3,835,669,000 4,132,288,153 296,619,153 3,879,922,000 3,958,298,212 78,376,212

営業収益 3,571,943,000 3,640,304,144 68,361,144 営業収益 3,228,421,000 3,631,684,571 403,263,571 業務活動による収入 3,879,922,000 3,913,376,212 33,454,212

医業収益 3,554,781,000 3,622,439,241 67,658,241 医業収益 3,211,363,000 3,613,949,880 402,586,880 診療業務による収入 3,061,256,000 6,481,795,972 3,420,539,972

その他営業収益 17,162,000 17,864,903 702,903 資産見返物品受領額戻入 15,764,000 16,106,538 342,538 運営費負担金による収入 450,652,000 841,145,513 390,493,513

営業外収益 493,325,000 496,237,942 2,912,942 その他営業収益 1,294,000 1,628,153 334,153 補助金等による収入 361,592,000 456,521,368 94,929,368

運営費負担金収益 390,491,000 390,493,513 2,513 営業外収益 607,246,000 498,796,388 ▲ 108,449,612 その他の業務活動による収入 6,422,000 13,835,359 7,413,359

補助金等収益 95,072,000 95,526,368 454,368 運営費負担金収益 450,652,000 390,493,513 ▲ 60,158,487 投資活動による収入 0 44,922,000 44,922,000

その他営業外収益 7,762,000 10,218,061 2,456,061 補助金等収益 151,592,000 95,526,368 ▲ 56,065,632 有形固定資産の取得に係る収入 0 44,562,000 44,562,000

資本収入 44,562,000 44,562,000 0 その他営業外収益 5,002,000 12,776,507 7,774,507 その他の投資活動による収入 0 360,000 360,000

長期借入金 0 0 0 臨時利益 2,000 1,807,194 1,805,194 財務活動による収入 0 0 0

運営費負担金収益 44,562,000 44,562,000 0 費用の部 3,764,066,000 3,908,671,832 144,605,832 長期借入金による収入 0 0 0

その他資本収入 0 0 0 営業費用 3,640,455,000 3,898,969,262 258,514,262 その他の財務活動による収入 0 0 0

臨時利益 1,367,000 1,807,186 440,186 医業費用 3,640,455,000 3,771,713,042 131,258,042 前事業年度からの繰越金 0

計 4,111,197,000 4,182,911,272 71,714,272 給与費 2,068,399,000 2,079,281,184 10,882,184 資金支出 3,879,922,000 3,853,931,502 ▲ 25,990,498

支出 0 材料費 821,669,000 917,166,284 95,497,284 業務活動による支出 3,536,944,000 3,633,329,829 96,385,829

営業費用 3,965,206,000 3,888,888,078 ▲ 76,317,922 経費 591,338,000 626,244,327 34,906,327 給与費支出 2,054,441,000 3,979,664,505 1,925,223,505

医業費用 3,961,648,000 3,886,823,072 ▲ 74,824,928 研究研修費 16,790,000 16,209,325 ▲ 580,675 材料費支出 837,416,000 1,796,247,953 958,831,953

給与費 2,122,061,000 2,081,300,345 ▲ 40,760,655 資産減耗費 0 0 0 その他の業務活動による支出 645,087,000 1,394,361,371 749,274,371

材料費 1,005,492,000 990,669,066 ▲ 14,822,934 減価償却費 142,259,000 132,811,922 ▲ 9,447,078 投資活動による支出 70,763,000 106,112,705 35,349,705

経費 679,837,000 664,572,207 ▲ 15,264,793 営業外費用 123,609,000 127,256,220 3,647,220 有形固定資産の取得による支出 64,283,000 164,635,705 100,352,705

研究研修費 21,393,000 17,469,532 ▲ 3,923,468 臨時損失 2,000 9,702,570 9,700,570 その他の投資活動による支出 6,480,000 5,760,000 ▲ 720,000

減価償却費 132,865,000 132,811,922 ▲ 53,078 純利益 71,603,000 223,616,321 152,013,321 財務活動による支出 121,170,000 114,488,968 ▲ 6,681,032

営業外費用 3,558,000 2,065,006 ▲ 1,492,994 目的積立金取崩額 0 0 0 長期借入金の返済による支出 0 0 0

資本支出 226,544,000 223,294,689 ▲ 3,249,311 総利益 71,603,000 223,616,321 152,013,321 その他の財務活動による支出 121,170,000 114,488,968 ▲ 6,681,032

建設改良費 105,917,000 103,098,756 ▲ 2,818,244 （注）Ｈ28 一般管理費は医業費用に含めています。 次期中期目標の期間への繰越金 151,045,000 314,366,710 163,321,710

投資 5,400,000 5,400,000 0 （注）消費税を含んでいません。 （注）Ｈ28～Ｈ30次期中期目標の期間への繰越金には、出資金210,000,000円を

償還金 115,227,000 114,795,933 ▲ 431,067 加算計上しています。

その他の資本支出 0 0 0 （注）Ｈ28～Ｈ30の資金収入からは前事業年度からの繰越金は含んでいません。

臨時損失 9,704,000 9,339,409 ▲ 364,591 （注）消費税を含んでいます。

4,201,454,000 4,121,522,176 ▲ 79,931,824

（注）Ｈ28 一般管理費は医業費用に含めています。
（注）消費税を含んでいます。

区分

収益の部

区分

資金収入

区分

収入

予算額 決算額

計



大項目
法人

自己評価

⑴ 緊急性の高い脳疾患や地域に不足している内科疾患における二次救急医療の提
供

4

⑵ 初期救急医療体制の維持及び充実 4

⑶ 医療連携の推進 2

⑷ 地域災害拠点病院としての役割 3

⑴ 医療職の確保 4

⑵ 医療安全対策の徹底 3

⑶ クリティカルパス導入の推進 3

⑷ 高度医療機器等の計画的な更新・整備 3

⑸ 研修制度の確立 3

⑴ 患者中心の医療の提供 3

⑵ 快適性の向上 3

⑶ 相談窓口の設置及び情報発信 3

⑷ 職員の接遇向上 3

⑸ 医療連携体制の充実 2

4

3

3

⑴ 予算の弾力化 3

⑵ 適切かつ弾力的な人員配置 3

⑶ 人事評価制度の構築に向けた検討 3

⑴ 収入の確保 4

⑵ 支出の節減 2

⑶ 役割と負担の明確化 4

2

第１期中期目標期間における業務実績の法人自己評価一覧

１ 病院施設整備に向けた取組み

２ 業務運営の改善と効率化

第３ 財政内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 持続可能な経営基盤の確立

第１１ その他業務運営に関する重要目標を達成するためとるべき事項

１ 法人運営管理体制の確立

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

小項目

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

４ 公的医療機関としての役割

５ 法令遵守

１ 医療サービス

２ 医療の質の向上

３ 患者サービスの向上

資料６
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地方独立行政法人西都児湯医療センターの業務実績に関する評価実施要領 

 

 

 
１ 趣 旨 

この要領は、地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号。以下「法」という。）第 28
条第 1 項の規定に基づく、地方独立行政法人西都児湯医療センター（以下「法人」という。）
の業務の実績等に関する評価を適切に行うため、評価の実施に関し、必要な事項を定める。 
 

２ 評価の基本方針 

(1) 中期目標・中期計画の達成状況等から法人の業務運営等に関して多面的な観点から総合
的に評価を行い、法人運営の質的向上に資するものとする。 

(2) 評価を通して、中期目標・中期計画の達成状況や取り組み状況を市民に分かりやすく示
すものとする。 

(3) 業務運営の改善や効率化等の特色ある取り組みや様々な工夫を積極的に評価するものと
する。 

(4) 法人を取り巻く環境の変化等を踏まえ、必要に応じて評価の方法を見直すものとする。 
 
３ 評価の種類 

  法第 28 条第 1 項の規定に基づき、次の表に掲げる評価を行う。 

評価の種類 実施時期 内容 

各事業年度における業務
の実績に関する評価 
（年度評価） 

毎事業年度終了後 各事業年度における中期計画の実施
状況の調査・分析をし、当該事業年
度における業務の実績の全体につい
て総合的に評価するもの 

中期目標期間の終了時に
見込まれる中期目標の期
間における業務の実績に
関する評価 
（中期目標期間見込評価） 

中期目標の期間の最
後の事業年度の直前
の事業年度終了後 

中期目標の期間における中期目標の
達成見込みの調査・分析をし、中期
目標期間における業務の実績の見込
み全体について総合的に評価するも
の 

中期目標の期間における
業務の実績に関する評価 
（中期目標期間評価） 

中期目標の期間の最
後の事業年度終了後 

中期目標の期間における中期目標の
達成状況の調査・分析をし、当該中
期目標の期間における業務の実績の
全体について総合的に評価するもの 

 

資料７ 
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４ 各事業年度における業務の実績に関する評価（年度評価） 
年度評価は、当該年度計画に定めた項目ごとに行う「項目別評価」と業務実績全体の進捗

状況について行う「全体評価」の２つを併せて行うものとし、次の手順により評価を行う。 
(1) 項目別評価 

① 法人による自己評価 
法人は、年度計画の小項目（内容によっては複数の小項目）ごとの進捗状況について、

次の評価基準により自己評価を行い、法第 28 条第２項及び西都市地方独立行政法人西都
児湯医療センターの業務運営等に関する規則（平成 27 年西都市規則第 34 号）第８条第１
項の規定に基づき作成する報告書（以下「業務実績報告書」という。）に記載する。 
【評価基準】 

評価 判断基準 
５ 年度計画を大幅に上回って達成している 
４ 年度計画を上回って達成している 
３ 年度計画を概ね達成している 
２ 年度計画を下回っている 
１ 年度計画を大幅に下回っている 

② 小項目評価 
    法人の自己評価の妥当性を検証し、年度計画の小項目ごとの進捗状況について、法人の

自己評価と同様の評価基準により評価を行う。 
なお、評価が法人の自己評価と異なる場合は、評価の判断理由等を示す。また、必要に

応じて、特筆すべき点や遅れている点についてコメントを付す。 
③ 大項目評価 

小項目評価の結果、特記事項の記載内容等を考慮し、大項目ごとの業務の進捗状況につ
いて、次の評価基準により評価を行う。 
【評価基準】 

評価 判断基準 
判断の目安 

（小項目評価平均） 
S 計画を大幅に上回り、特に評価すべき進捗状況にある ４.５以上 
A 順調に進んでいる ３.５以上４.５未満 
B 概ね順調に進んでいる ２.５以上３.５未満 
C やや遅れている １.５以上２.５未満 
D 大幅に遅れている、又は重大な改善すべき事項がある １.５未満 

 (2) 全体評価 
項目別評価の結果を踏まえ、年度計画及び中期計画の全体的な進捗状況について、記述

式による評価を行う。 
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 ５ 中期目標期間の終了時に見込まれる中期目標の期間における業務の実績に関する評価（中

期目標期間見込評価） 

中期目標期間見込評価は、中期目標及び中期計画に定めた項目ごとに行う「項目別評価」
と業務実績全体について行う「全体評価」の２つを併せて行うものとし、次の手順により評
価を行う。 

(1) 項目別評価 
① 法人による自己評価 

法人は、中期目標の終了時に見込まれる中期目標の期間における業務の実績について、
中期目標及び中期計画の小項目（内容によっては複数の小項目）ごとに次の評価基準によ
り自己評価を行い、業務実績報告書に記載する。 
【評価基準】 

評価 判断基準 
５ 目標を大幅に上回って達成する 
４ 目標を上回って達成する 
３ 目標を概ね達成する 
２ 目標を下回る 
１ 目標を大幅に下回る 

② 小項目評価 
   法人の自己評価の妥当性を検証し、中期目標の小項目ごとの達成見込みについて、法人

の自己評価と同様の評価基準により評価を行う。 

なお、評価が法人の自己評価と異なる場合は、評価の判断理由等を示す。また、必要に
応じて、特筆すべき点や遅れている点についてコメントを付す。 

③ 大項目評価 
小項目評価の結果を踏まえ、中期目標の大項目ごとの達成見込みについて、次の評価基

準により評価を行う。 
【評価基準】 

評価 判断基準 
判断の目安 

（小項目評価平均） 
S 目標を大幅に上回り、特筆すべき達成状況を見込む ４.５以上 
A 目標を十分達成する ３.５以上４.５未満 
B 目標を概ね達成する ２.５以上３.５未満 
C 目標を十分に達成しない １.５以上２.５未満 
D 目標を大幅に下回る、又は重大な改善すべき事項がある １.５未満 

(2) 全体評価の方法 
項目別評価の結果を踏まえ、中期目標の全体的な達成見込みについて、記述式による

評価を行う。 
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６ 中期目標の期間における業務の実績に関する評価（中期目標期間評価） 

中期目標期間評価は、中期目標及び中期計画に定めた項目ごとに行う「項目別評価」と業務
実績全体について行う「全体評価」の２つを併せて行うものとし、次の手順で評価する。 
(1) 項目別評価 

① 法人による自己評価 
法人は、中期目標の期間における業務の実績について、中期目標及び中期計画の小項目

（内容によっては複数の小項目）ごとに次の評価基準により自己評価を行い、業務実績報
告書に記載する。 
【評価基準】 

評価 判断基準 
５ 目標を大幅に上回って達成している 
４ 目標を上回って達成している 
３ 目標を概ね達成している 
２ 目標を下回っている 
１ 目標を大幅に下回っている 

② 小項目評価 
   法人の自己評価の妥当性を検証し、中期目標の小項目ごとの達成状況について、法人の

自己評価と同様の評価基準により評価を行う。 

なお、評価が法人の自己評価と異なる場合は、評価の判断理由等を示す。また、必要に
応じて、特筆すべき点や遅れている点についてコメントを付す。 

③ 大項目評価 
小項目評価の結果を踏まえ、中期目標の大項目ごとの達成状況について、次の評価基準

により評価を行う。 
【評価基準】 

評価 判断基準 
判断の目安 

（小項目評価平均） 
S 中期目標を大幅に上回り、特筆すべき達成状況にある ４.５以上 
A 中期目標を十分達成している ３.５以上４.５未満 
B 中期目標を概ね達成している ２.５以上３.５未満 
C 中期目標を十分に達成していない １.５以上２.５未満 

D 
中期目標を大幅に下回っている、又は重大な改善すべき
事項がある 

１.５未満 

(2) 全体評価 
項目別評価の結果を踏まえ、中期目標の全体的な達成状況について、記述式による総合

的な評価を行う。 
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７ 評価の進め方 

 (1) 報告書の提出 
法人は、評価の実施時期の属する年度の 6 月末日までに業務実績報告書を市長に提出す

る。 
(2) 評価の実施 

市長は提出された報告書を評価するに当たり、評価委員会に諮問する。 
評価委員会は、提出された報告書をもとに、法人からのヒアリング等を踏まえて業務実

績を調査・分析し、評価結果（答申）を決定する。 
(3) 意見申立て機会の付与 

市長は、評価結果の決定に当たり、評価の透明性・正確性を確保するため、法人に対し
評価結果（案）に対する意見申立ての機会を付与する。 

(4) 評価結果の通知及び報告 
市長は、評価を決定した後、法人にその評価結果を通知し、公表するとともに、議会に

報告する。 
 

８ 評価結果の活用 
(1) 法人は、評価結果を踏まえて、組織や業務運営等の改善に取り組むものとする。 
(2) 法人の業務継続の必要性及び組織のあり方等に関する検討や、次期中期目標及び次期中

期計画の策定の際には、評価結果を活用するものとする。 
 
９ その他 

この要領に定めるもののほか、法人の業務の実績に関する評価の実施に関し必要な事項
は、別に定める。 

 
   附 則 
 この要領は、平成 30 年６月 27 日から施行する。 
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【地方独立行政法人西都児湯医療センター】 （単位：円）

資産の部
Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産
建物 56,061,112

建物減価償却累計額 ▲ 960,518 55,100,594
構築物 5,880,000

構築物減価償却累計額 ▲ 1,050,560 4,829,440
器械備品 45,475,011

器械備品減価償却累計額 ▲ 18,728,221 26,746,790
器械備品（リース） 190,818,683

器械備品（リース）減価償却累計額 ▲ 105,542,183 85,276,500
車両 1,301,123

車両減価償却累計額 ▲ 81,326 1,219,797
車両(リース） 0

車両（リース）減価償却累計額 0 0
建設仮勘定 0

有形固定資産合計 173,173,121

２　無形固定資産
ソフトウェア 2,454,720
電話加入権 481,012

無形固定資産合計 2,935,732

3　投資その他の資産
その他投資資産 5,400,000

投資その他の資産合計 5,400,000
固定資産合計 181,508,853

Ⅱ　流動資産
現金及び預金 314,366,710
医業未収金

現年度医業未収金 195,068,516 195,068,516
過年度医業未収金 676,979
　貸倒引当金 ▲ 394,235 282,744

医業外未収金
現年度医業外未収金 869,564
過年度医業外未収金 0 869,564

たな卸資産
医薬品 16,733,232
診療材料 5,353,755
その他貯蔵品 414,855 22,501,842

前払金 44,000
立替金 1,767,279

流動資産合計 534,900,655
資産合計 716,409,508

負債の部

Ⅰ　固定負債
資産見返負債

資産見返運営費負担金 40,917,263
資産見返受贈財産等 4,744,392 45,661,655

引当金
退職給付引当金 130,751,600 130,751,600

長期リース債務 53,327,516
固定負債合計 229,740,771

Ⅱ　流動負債
運営負担金債務 0
未払金

現年度医業未払金 107,939,689
過年度医業未払金 0
現年度医業外未払金 3,068,851
過年度医業外未払金 0 111,008,540

一年以内支払予定リース債務 31,948,984
未払消費税及び地方消費税 819,600
預り金 16,338,888
賞与引当金 24,284,804
その他流動負債

仮受消費税及び地方消費税 0 0
流動負債合計 184,400,816

負債合計 414,141,587
純資産の部
Ⅰ　資本金

設立団体出資金 78,651,600
資本金合計 78,651,600

Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 0

資本剰余金合計 0
Ⅲ　利益剰余金

積立金 147,332,063
当期未処分利益 76,284,258
（うち当期総利益） (76,284,258)

利益剰余金合計 223,616,321
純資産合計 302,267,921

負債純資産合計 716,409,508

貸　借　対　照　表
（平成31年3月31日現在）

金 額科　　　　　　目
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【地方独立行政法人西都児湯医療センター】 （単位：円）

営業収益
医業収益

入院収益 926,555,687
外来収益 359,336,732
その他医業収益 37,965,578 1,323,857,997

受託事業等収益 601,340
資産見返負債戻入

資産見返運営費負担金戻入 343,849
資産見返物品受贈額戻入 3,852,753 4,196,602

営業収益合計 1,328,655,939

営業費用
医業費用

給与費 752,539,641
材料費 335,971,989
経費 226,316,248
研究研修費 6,439,567
減価償却費 45,696,488 1,366,963,933

営業費用合計 1,366,963,933
営業利益（損失） ▲ 38,307,994

営業外収益
運営費負担金収益 131,604,733
補助金等収益 32,009,216
寄付金収益 0
財務収益

受取利息 2,603 2,603
患者外給食収益 0
その他医業外収益 136,414
雑益 6,044,374

営業外収益合計 169,797,340

営業外費用
財務費用

支払利息 160,956 160,956
雑支出 48,842,124
雑損失 23,989

営業外費用合計 49,027,069
経常利益（損失） 82,462,277

臨時利益
過年度損益修正益 57,409
その他臨時利益 363,010

臨時利益合計 420,419

臨時損失
固定資産除却損 363,000
過年度損益修正損 6,235,438
その他臨時損失 0

臨時損失合計 6,598,438

当期純利益 76,284,258
当期総利益 76,284,258

損　益　計　算　書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

科 目 金 額
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【地方独立行政法人西都児湯医療センター】 （単位：円）
当 年

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
医療材料の購入による支出 ▲ 365,570,554
人件費支出 ▲ 724,401,293
その他業務支出 ▲ 263,654,179
医業収入 1,315,546,299
運営費負担金収入 131,604,733
補助金等収入 63,135,866
寄付金収益 0
その他業務収入 2,463,612

小計 159,124,484

利息の受取額 2,603
利息の支払額 ▲ 160,956

業務活動によるキャッシュ・フロー 158,966,131

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 ▲ 83,082,997
有形固定資産の取得に係る収入 41,082,000
投資による支出 ▲ 3,600,000
投資の回収による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 45,600,997

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
その他財務活動による支出 ▲ 38,249,532

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 38,249,532

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額（又は減少額） 75,115,602

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 239,251,108

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 314,366,710

科 目

キャッシュ・フロー計算書
（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）
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【地方独立行政法人西都児湯医療センター】 （単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 76,284,258

当期総利益 76,284,258

Ⅱ　利益処分額 76,284,258

積立金 76,284,258

Ⅲ　次期繰越利益剰余金 223,616,321 223,616,321

利益の処分に関する書類
（令和元年5月23日）

科 目 金額
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【地方独立行政法人西都児湯医療センター】 （単位：円）

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算上の費用

医業費用 1,366,963,933

営業外費用 49,027,069

臨時損失 6,598,438 1,422,589,440

（２）（控除）自己収入等

医業収益 ▲ 1,323,857,997

受託事業等収益 ▲ 601,340

営業外収益 ▲ 6,183,391

臨時利益 ▲ 420,419 ▲ 1,331,063,147

業務費用合計 91,526,293

Ⅱ　引当外退職給付増加見積額 0

Ⅲ　機会費用

（ｱ）地方公共団体の財産の無償貸付から生ずる機会費用 20,068,700

（ｲ）地方公共団体出資から生ずる機会費用 0

Ⅳ　行政サービス実施コスト 111,594,993

（注）　機会費用
（ｱ） 土地 32,885,973 円 ÷ 0.7 × 4/100 ＝ 1,879,100 円（100円未満切捨）

建物 181,896,124 円 ÷ 0.7 × 7/100 ＝ 18,189,600 円（100円未満切捨）

計 20,068,700
円

（ｲ） 出資 210,000,000 円 ×　 0％ ＝ 0 円

行政サービス実施コスト計算書
（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

科 目 金 額
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注記事項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

１. 運営費負担金収益の計上基準 

期間進行基準を採用しております。 

２. 減価償却の会計処理方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物  10 年 

構築物 15 年 

器械備品 0～6 年（独法移行時の耐用年数残 3 年未満のものあり） 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5 年） 

に基づいております。 

（3）リース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法によっております。 

３. 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に 

基づき計上しております。 

なお、退職一時金について、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法 

を用いた簡便法を適用しております。 

４. 貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率によ 

り計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しております。 

５. 賞与引当金の計上基準 

役職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込 

額を計上しております。 

６. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（1）薬品 最終仕入原価法に基づく原価法による。 

（2）診療材料 同上 

７. 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

(ｱ)西都市の財産の無償貸付から生ずる機会費用の計算については、「西都市公有財産 

取扱規則」に基づき計算しております。 

(ｲ) 西都市出資から生ずる機会費用の計算に使用した利率については、10 年利付国 

    債の平成 31 年 3 月末利回りが▲0.060％とマイナスであったため、0％で計算して 

おります。 
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８. リース取引の処理方法 

リース料総額が 300 万円以上のファイナンスリース取引については、通常の売 

    買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

９. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

Ⅱ 損益計算書関係  

    該当ありません。 

 

Ⅲ 貸借対照表関係  

    該当ありません。 

 

Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係 

 １. 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

    現金及び預金勘定  314,366,710 円 

    資金期末残高    314,366,710 円 

 

Ⅴ 退職給付関係 

 １. 採用している退職給付制度の概要 

    当法人は、退職金規程に基づき退職一時金制度を採用しております。 

 ２. 退職給付債務に関する事項 

  （1）簡便法を適用した場合の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付引当金 

退職給付費用        

退職給付の支払額      

期末における退職給付引当金 

120,352,480 

15,967,280 

    △5,568,160 

    130,751,600 

  （2）退職給付費用に関する事項 

簡便法で計算した退職給付費用 15,967,280 

 

Ⅵ オペレーティング・リース取引関係 

    該当ありません。 
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Ⅶ 金融商品関係 

１. 金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については、預金、国債、地方債、政府保証債及び譲渡性 

預金に限定し、また、資金調達については、設立団体である西都市からの借入れ 

により実施します。 

２. 金融商品の時価等に関する事項 

当事業年度末日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい 

    ては、次のとおりであります。なお、重要性が乏しいものについては、注記を省 

略しております。 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金及び預金 

(2)未収金 

(3)未払金 

314,366,710  

196,615,059  

（111,008,540） 

314,366,710  

196,615,059  

（111,008,540） 

－ 

－ 

－ 

（注 1）負債に計上されているものは（   ）で表示しております。 

（注 2）金融商品の時価の算定方法 

【資 産】 (1)現金及び預金  (2)未収金  

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

【負 債】 (3)未払金 

未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 
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1　 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費並びに減損損失の明細 （単位：円）

当期償却額

有形固定資産 建物 0 56,061,112 0 56,061,112 960,518 960,518 0 55,100,594

構築物 5,880,000 0 0 5,880,000 1,050,560 393,960 0 4,829,440

器械備品 26,535,705 18,939,306 0 45,475,011 18,728,221 7,293,340 0 26,746,790

器械備品（リース） 192,999,683 0 2,181,000 190,818,683 105,542,183 35,603,184 0 85,276,500

車両 0 1,301,123 0 1,301,123 81,326 81,326 0 1,219,797

車両（リース） 315,000 0 315,000 0 0 0 0 0

計 225,730,388 76,301,541 2,496,000 299,535,929 126,362,808 44,332,328 0 173,173,121

無形固定資産 ソフトウェア 6,770,834 0 0 6,770,834 4,316,114 1,364,160 0 2,454,720

電話加入権 481,012 0 0 481,012 0 0 0 481,012

計 7,251,846 0 0 7,251,846 4,316,114 1,364,160 0 2,935,732

合 計 232,982,234 76,301,541 2,496,000 306,787,775 130,678,922 45,696,488 0 176,108,853

（注）当期増加額及び減少額の主なものは次のとおりです。

（建物） （器械備品） （車両） （器械備品（ﾘｰｽ））

3階病棟改築工事 14,800,000円　　 手術台 4,238,080円　　 ワゴンR 1,301,123円　　 複合機ﾘｰｽ ▲2,181,000円　　

耐震補強工事 41,261,112円　　 ｺｰﾄﾞﾚｽﾄﾞﾗｲﾊﾞｰｾｯﾄ 2,646,540円　　

解析付心電計 3,100,000円　　

無影灯 2,300,000円　　

減損損失累計額 差引当期末残高 摘要資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

減価償却累計額
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2　たな卸資産の明細 （単位：円）

当期購入・振替 その他 払出・振替 その他

13,139,107 215,618,129 0 212,024,004 0 16,733,232
5,922,246 105,873,421 0 106,441,912 0 5,353,755

83,290 14,480,439 0 14,186,940 0 376,789
25,449 414,587 0 401,970 0 38,066

19,170,092 336,386,576 0 333,054,826 0 22,501,842

3　有価証券の明細 該当ありません。

4　長期貸付金の明細 （単位：円）

回収額 償却額

1,800,000 3,600,000 0 0 5,400,000
1,800,000 3,600,000 0 0 5,400,000

5　長期借入金の明細 該当ありません。
6　移行前地方債償還債務の明細 該当ありません。

7　引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

120,352,480 15,967,280 5,568,160 0 130,751,600
21,879,841 24,284,804 21,879,841 0 24,284,804

0 394,235 0 0 394,235
142,232,321 40,646,319 27,448,001 0 155,430,639

8　保証債務の明細 該当ありません。

9　資本金及び資本剰余金の明細 （単位：円）

設立団体出資金 78,651,600 0 0 78,651,600

計 78,651,600 0 0 78,651,600

種類 摘要期首残高

当期増加額 当期減少額

期末残高

期末残高

期末残高 摘要当期減少額

区分

退職給付引当金

賞与引当金

計

　貸倒引当金（医業未収金）

資
本
金

区分 期首残高 当期増加額

医薬品

診療材料

給食材料費

その他貯蔵品

計

摘要当期増加額期首残高
当期減少額

摘要

奨学金

計

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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10　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細
①積立金等の明細 （単位：円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
積立金 0 147,332,063 0 147,332,063
（注）当期増加額は、前事業年度の利益の処分に伴って計上したものであります。

②目的積立金の取り崩しの明細 該当ありません。

11　運営費負担金債務及び運営費負担金収益の明細
①運営費負担金債務 （単位：円）

運営費
負担金収益

資産見返
運営費負担金

資本剰余金 小計

平成29年度 3,222,223 0 3,222,223 0 3,222,223 0 3,222,223 0
平成30年度 0 131,604,733 0 131,604,733 0 0 131,604,733 0
平成30年度 0 38,038,889 0 0 38,038,889 0 38,038,889 0

合計 3,222,223 169,643,622 3,222,223 131,604,733 41,261,112 0 172,865,845 0

②運営費負担金収益 （単位：円）
業務等区分 平成30年度負担 合計

期間進行基準 131,604,733 131,604,733
費用進行基準 0 0

12　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 該当ありません。

13　地方公共団体等からの財源措置の明細
　補助金等の明細 （単位：円）

建設仮勘定
補助金等

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益計上

共同利用型病院
運営事業補助金

31,295,100 0 0 0 0 31,295,100

臨床研修費等
補助金

214,116 0 0 0 0 214,116

災害拠点病院等人材
強化事業補助金

500,000 0 0 0 0 500,000

合計 32,009,216 0 0 0 0 32,009,216

摘要

当期振替額
交付年度 期首残高

負担金当期
負担金債務

期末残高 摘要

摘要
（注）

負担金
当期交付額

左の会計処理内容
区分 当期交付額
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14　役員及び職員の給与の明細

支給額 支給人数 支給額 支給人数

円 人 円 人

18,967,788 1 0 0
(2,010,000) (6) (0) (0)

527,326,799 94 5,568,160 1

(100,295,957) (47) (0) (0)

546,294,587 95 5,568,160 1

(102,305,957) (53) (0) (0)

（注1）　支給額及び支給人数

非常勤職員については、外数として（　　）内に記載しています。

また、支給人数については平均支給人数で記載しています。

（注2）　役員報酬基準及び職員給与基準の概要

役員報酬については、「地方独立行政法人西都児湯医療センター役員報酬等規程」に基づき支給しています。

職員については、「地方独立行政法人西都児湯医療センター給与規程」及び「地方独立行政法人西都児湯

医療センター非常勤職員給与規程」に基づき支給しています。

（注3）　法定福利費

上記明細には法定福利費は含めておりません。

15　開示すべきセグメント情報

単一セグメントにより事業を実施しているため記載を省略しております。

報酬又は給与 退職給与

区分

役 員

職 員

合計



14 

 

 

 

  

16　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細
（現金及び預金の内訳） （単位：円）

区分 期末残高 摘要

預金 313,990,748

小口現金 375,962

合計 314,366,710

（未収金の内訳） （単位：円）

区分 期末残高 摘要

入院未収金 142,284,516

　現年度 141,898,997

　過年度 385,519

外来未収金 50,782,160

　現年度 50,490,700

　過年度 291,460

その他医業未収金 2,678,819

　現年度 2,678,819

　過年度 0

医業外未収金 869,564

　現年度 869,564

　過年度 0

合計 196,615,059

（未払金の内訳） （単位：円）

区分 期末残高 摘要

給与費未払金 17,878,632

材料費未払金 58,415,624

償還金未払金 303,006

その他未払金 34,411,278

合計 111,008,540
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（医業費用の内訳） （単位：円）

医業費用

給与費

医師給 158,951,233

看護師給 169,001,442

技術員給 63,665,548

事務員給 34,168,774

その他給与 9,522,146

医師手当 37,895,800

看護師手当 39,416,788

技術員手当 14,126,353

事務員手当 6,140,467

その他手当 261,708

賞与 54,220,413

報酬 21,451,788

法定福利費 103,465,097

賞与引当金繰入額 24,284,804

退職給付費用 15,967,280 752,539,641

材料費

薬品費 215,618,129

診療材料費 105,873,421

給食材料費 14,480,439 335,971,989

経費

厚生福利費 2,471,015

旅費交通費 44,360

広告宣伝費 43,500

職員被服費 2,040,500

消耗品費 15,860,533

消耗備品費 1,452,049

光熱水費 21,075,790

燃料費 37,475

食糧費 245,597

印刷製本費 1,726,044

修繕費 5,227,810

保険料 1,723,396

使用料・賃借料 28,357,987

通信運搬費 2,183,402

委託料 108,837,297

諸会費 944,790

負担金補助交付金 32,344,721

交際費 212,276

手数料 1,075,771

租税公課 1,800

貸倒引当金繰入額 394,235

雑費 15,900 226,316,248

研究研修費

謝金 17,220

図書費 1,398,680

旅費 3,448,514

雑費 1,575,153 6,439,567

減価償却費

有形減価償却費 44,332,328

無形減価償却費 1,364,160 45,696,488

医業費用合計 1,366,963,933

科目 金額



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決 算 報 告 書 
  



 

  

【地方独立行政法人西都児湯医療センター】 （単位：円）

差額

（決算額-当初予算額）

収入

営業収益 1,274,847,000 1,327,591,401 52,744,401

医業収益 1,274,381,000 1,326,941,961 52,560,961

受託事業等収入 466,000 649,440 183,440

運営費負担金収益 0 0 0

補助金等収益 0 0 0

その他営業収益 0 0 0

営業外収益 148,871,000 169,972,984 21,101,984

運営費負担金収益 115,510,000 131,604,733 16,094,733

補助金等収益 31,723,000 32,009,216 286,216

その他営業外収益 1,638,000 6,359,035 4,721,035

資本収入 34,398,000 41,082,000 6,684,000

運営費負担金収益 34,398,000 41,082,000 6,684,000

その他資本収入 0 0 0

1,458,116,000 1,538,646,385 80,530,385

支出

営業費用 1,355,182,000 1,363,264,124 8,082,124

医業費用 1,355,182,000 1,363,264,124 8,082,124

給与費 768,465,000 753,264,551 ▲ 15,200,449

材料費 351,530,000 363,115,107 11,585,107

経費 225,300,000 239,945,043 14,645,043

研究研修費 9,887,000 6,939,423 ▲ 2,947,577

営業外費用 161,000 49,027,069 48,866,069

資本支出 85,541,000 120,774,980 35,233,980

建設改良費 43,476,000 78,925,448 35,449,448

償還金 38,465,000 38,249,532 ▲ 215,468

リース債務元金償還金 38,465,000 38,249,532 ▲ 215,468

その他資本支出 3,600,000 3,600,000 0

1,440,884,000 1,533,066,173 92,182,173

（注）損益計算書の計上額と決算額の相違の概要は、以下のとおりであります。

（1）損益計算書の営業収益に計上されている資産見返物品受贈額戻入は、決算額に含んでおりません。

（2）損益計算書の臨時利益と臨時損失は、決算額に含んでおりません。

（3）損益計算書の営業費用の医業費用に計上されている減価償却費は、決算額に含んでおりません。

（4）決算額には、消費税及び地方消費税が含まれております。

計

計

平成30年度決算報告書

区分 当初予算額 決算額 備考

単年度収支（収入-支出） 17,232,000 5,580,212 ▲ 11,651,788
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地方独立行政法人西都児湯医療センター事業報告書 
 

■地方独立行政法人西都児湯医療センターの概要 

 
１．現況（平成31年3月31日現在） 

① 法人名：地方独立行政法人 西都児湯医療センター 

（１）目的：地方独立行政法人法（平成15年法律第118号。以下「法」という。）に基づき、地域

住民に救急医療及び高度医療をはじめとした医療を提供するとともに、地域の医療機関及び西

都市と連携して、住民の健康の維持及び増進に寄与することを目的とする。 

（２）業務内容：医療を提供すること、医療に関する調査及び研究を行うこと、医療に関する研修

を行うこと、健康診断等の予防医療を提供すること、災害時における医療救護を行うこと、

前各号に掲げる業務に付帯する業務を行うこと。 

（３）設立に係る根拠法：地方独立行政法人法第7条の規定に基づき設立 

（４）組織図（別紙 1） 

（５）資本金の額：78,651,600円 

② 所在地  宮崎県西都市大字妻1550 番地 

③ 役員の状況 ：理事（任期：平成30年4月1日～令和2年3月31日） 

役職名 氏 名 所属・職名等 備 考 

理 事 長 長田 直人 院長 常勤 

理 事 濵砂 亮一 副院長 非常勤 

理 事 桐ヶ谷 大淳 宮崎大学医学部地域医療・総合診療医学講座助教 非常勤 

理 事 村上 牧雄 西都商工会議所会頭 非常勤 

理 事 増田 惠二 元西都市会計管理者 非常勤 

役員の状況 ：監事（任期：平成30年4月1日～令和元年度財務諸表承認日まで） 

役職名 氏 名 所属・職名等 備 考 

監 事 黒木 陽介 税理士 非常勤 

監 事 黒木 輝幸 高鍋町監査委員 非常勤 

監 事 村上 秀幸 公認会計士、中小企業診断士 非常勤 

④ 設置・運営する病院 

病院名 西都児湯医療センター 

主な役割及び機能 救急告示病院、地域災害拠点病院 

所在地 宮崎県西都市大字妻 1550 番地 

開設年月日 平成28年 4月 1日 

病床数 91 床（稼働病床数：一般病床69床） 

診療科目 脳神経外科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、整形外科、リウマチ科 

麻酔科、内科、外科、リハビリテーション科、放射線科 

病院敷地面積 5,615.65 ㎡ 

建物規模 鉄筋コンクリート造陸屋根4階建  

建築面積 2,290.05 ㎡ 、 延床面積 3,750.62 ㎡ 

⑤職員数（平成31年3月31日現在） 

 124人 （正職員100人、非常勤職員24人）※西都市からの派遣4 人含 、 常勤職員の平均年齢39.6 歳 （男性41.4 歳、女性 37.8 歳） 
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⑥財務諸表の要約 

 

 
 

貸借対照表  
 

(単位：円） 
 

科 目 
平成29年度 

（平成30年3月31日） 
平成30年度 

（平成31年3月31日） 増 減 

資産の部    

固定資産    

有形固定資産 144,789,131 173,173,121 28,383,990 

無形固定資産 4,299,892 2,935,732 ▲1,364,160 

投資その他の資産 1,800,000 5,400,000 3,600,000 

固定資産合計 150,889,023 181,508,853 30,619,830 

流動資産 481,557,918 534,900,655 53,342,737 

資産合計 632,446,941 716,409,508 83,962,567 

負債の部    

固定負債 214,589,125 229,740,771 15,151,646 

流動負債 191,874,153 184,400,816 ▲7,473,337 

負債合計 406,463,278 414,141,587 7,678,309 

純資産の部    

資本金 78,651,600 78,651,600 0 

利益剰余金 147,332,063 223,616,321 76,284,258 

純資産合計 225,983,663 302,267,921 76,284,258 

負債純資産合計 632,446,941 716,409,508 83,962,567 

 

（1） 総資産 

前年度末と比べ83百万円の増加となりました。その主な要因は有形固定資産の増加28百万円、現金及び

預金の増加75百万円などによるものです。 

 

（2） 負債 

 

前年度末と比べ7百万円の増加となりました。その主な要因は資産見返負債の増加37百万円、長期リース

債務の減少32百万円、退職給付引当金の増加10百万円などによるものです。 

（3） 純資産 

 

前年度末と比べ76百万円の増加となりました。その要因は利益剰余金の増加76百万円によるものです。 
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損益計算書 
（単位：円）   

 

前年度と比べ営業収益は1億44百万円の増加となりました。営業費用が１億7百万円の増加となり、営業損

失が前年度と比べ37百万円減少の38百万円となっています。そのため、営業外損益も含めた経常損益で

は、前年と比べ37百万円増加の82百万円の利益となりました。臨時損益も含めた総利益は、前年と比

べ32百万円増加の76百万円となっています。 
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科 目 
平成29年度 

（平成29年4月１日～  
  平成30年３月31日） 

平成30年度 
（平成30年4月１日～   

  平成31年３月31日） 

増 減 

営業収益    

医業収益 1,177,961,458 1,323,857,997 145,896,539 

受託事業等収益 501,734 601,340 99,606 

その他医業収益 5,206,646 4,196,602 ▲ 1,010,044 

営業収益合計 1,183,669,838 1,328,655,939 144,986,101 

営業費用    

医業費用 1,259,563,207 1,366,963,933 107,400,726 

営業費用合計 1,259,563,207 1,366,963,933 107,400,726 

営業利益（損失） ▲ 75,893,369 ▲ 38,307,994 37,585,375  

営業外収益 162,464,196 169,797,340 7,333,144 

営業外費用 41,217,976 49,027,069 7,809,093 

経常利益（損失） 45,352,851 82,462,277 37,109,426 

臨時利益 1,386,775 420,419 ▲966,356 

臨時損失 3,104,124 6,598,438 3,494,314 

当期純利益 43,635,502 76,284,258 32,648,756 

当期総利益 43,635,502 76,284,258 32,648,756 



 

 

 

キャッシュフロー計算書 
（単位：円） 

 

(1) 業務活動によるキャッシュフロー 
1億58百万円の資金の増加となりました。前年と比べ1億37百万円の増加となりますが、その主な要因は医

業収入の増加1億60百万円、人件費支出の増加85百万円、その他業務支出の減少30百万円、補助金等収入の
増加62百万円などによるものです。 

(2) 投資活動によるキャッシュフロー 
45百万円の資金減少となりました。その主な要因は有形固定資産の取得による支出83百万円、有形固定

資産の取得に係る収入41百万円によるものです。 

(3) 財務活動によるキャッシュフロー 
38百万円の減少となりました。その要因はリース債務の償還38百万円によるものです。 

 
 

⑦ 財源の内訳 
（単位：円） 
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科 目 
平成２９年度 

（平成29年4月１日～  
 平成30年３月31日） 

平成３０年度 
（平成30年4月１日～   

  平成31年３月31日） 
増 減 

業務活動によるキャッシュフロー 21,051,174 158,966,131 137,914,957 

投資活動によるキャッシュフロー ▲ 508,080 ▲45,600,997 ▲45,092,917 

財務活動によるキャッシュフロー ▲ 31,254,702 ▲38,249,532 ▲6,994,830 

現金及び現金同等物の増加額 ▲ 10,711,608 75,115,602 85,827,210 

現金及び現金同等物の期首残高 249,962,716 239,251,108 ▲10,711,608 

現金及び現金同等物の期末残高 239,251,108 314,366,710 75,115,602 

費 用 財 源 

営業費用 
 

1,366,963,933 
営業収益 1,252,371,681 

運営費負担金 114,592,252 

営業外費用 
 

49,027,069 
営業外収益 38,192,607 

運営費負担金 10,834,462 

臨時損失 
 

6,598,438 
臨時利益 420,419 

運営費負担金 6,178,019 

計 1,422,589,440 計 1,422,589,440 



 

２．地方独立行政法人西都児湯医療センターの基本的な目標等 

 

●病院理念 

◇地域医療の充実による地域社会への貢献 

◇地域医療を担う次代の医療人の育成 

◇地域の行政・医療機関・施設との連携推進 

病院理念の達成を目標に様々な事業に取り組んでいるが、特に力を入れているのは地域

医療の充実である。西都児湯医療圏の中核的病院、唯一の地域災害拠点病院として、地域医療

の中心的役割を担えるよう機能の充実を図り、医療を取り巻く環境の変化に迅速かつ柔軟に対

応できる病院運営を心がけ、質の高い医療サービスの提供を目指す。さらに、行政や医師会

との連携を図り、地域に求められる医療の実現を目指していかなければならない。また、

研修施設として、宮崎大学医学部附属病院卒後臨床研修センターの研修医、西都市消防本部

の救急救命士を受け入れた。実習施設としては、宮崎大学医学部の医学生、専門学校の理

学療法士・医療事務、短期大学の管理栄養士を受け入れた。今後は、薬学部の学生や看護学

生などの実習も受け入れて、将来の地域医療を担う医療人の育成と人材確保を目指す。 

 

 

■ 全体的な状況 

１． 総括と課題 

今年度も急性期一般入院料1（入院基本料7対1）を堅持し、高齢化が進む地域住民の急性期医療

のニーズに対応した医療の提供を行った。 

医療機能・患者サービスの向上、経営安定のために必要な医療従事者の確保については、

医師1名、看護職員5名、理学療法士1名を新たに採用し、コメディカルについては必要数を確

保することができた。 

4月より整形外科医師１名を新たに採用したことにより、外傷や骨折等の診療と手術治療も対応

可能となり診療体制が充実した。夜間急病センターについても、宮崎大学医学部や航空自衛隊新田

原基地及び周辺医師会からの当直医派遣の継続と、常勤医師の増員により、内科・外科の診療が

365日診療できる体制へ近づいた。 

予防医療の推進を目的として、ホームページによる情報発信や西都市の広報紙「広報さいと」

へ、職員やコメディカル部門の紹介や院内の出来事・話題等の情報を隔月掲載した。 

患者数は、入院患者、外来患者ともに増加傾向にある。今年度の延入院患者数は21,043人

で、前年度20,108人に対して935人増加し、前年比4.6％増となっている。延外来患者数は、一

般外来17,405人、夜間急病センター3,239人で合計20,644人。前年度は、一般外来13,812人、

夜間急病センター2,932人の合計16,744人に対して3,900人増加し、前年比23.2％増となってい

る。 

新病院建設に向けての取り組みとして、「地方独立行政法人西都児湯医療センター施設整備基

本計画」の策定を目指し、診療機能や土地の選定について、合計12回西都市と協議を重ね、11月

病院事業債仮申請手続きを行った。その後、西都市及び西都市西児湯医師会と合計4回の協議を

重ね、病床数、病床機能を確定させ病院事業債本申請に向けて取り組んでいる。 

今後の課題としては、地域住民に対する安全安心な医療の提供と経営の健全化を両立させる

ために、増加する人件費、新病院建設に係る費用等、多額の経費を要することが予測されるこ

とから、業務の質を確保したうえでの経費削減を図る必要がある。 
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２．大項目ごとの特記事項 
 

（１）住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する取り組み 

 

4月より整形外科医師１名を新たに採用したことにより、外傷や骨折等の診療と手術治療も対応可
能となり診療体制が充実した。また、常勤医師が増えたことにより夜間急病センターの内科・外
科の診療がほぼ毎日可能となった。 
看護職員を、質の向上のため、学会や研修会へ積極的に派遣した。研修後の伝達講習会を6回開

催し、習得した知識及び技術の共有化を図ったことで、看護職員のスキルアップと医療の質向上へ
つながった。 
患者ニーズ把握のため患者満足度調査を実施した。その中で不満が高かった項目は、駐車場の狭

さと施設の老朽化と待合室の狭さ、待ち時間の長さであった。患者来院時の駐車場確保を目的と
して、院外で西都市が所有している駐車場の一部を職員駐車場として借用し、院内の駐車場を
患者駐車場として確保した。 

 
（２）業務運営の改善及び効率化に関する取り組み 

 
診療部、看護部、医療支援部、事務局の管理職による病院運営会議を毎月開催し、診療実績と経

営状況の報告並びに医師確保や診療体制など、病院運営において重要な課題について協議してい
る。 
収入に直結する施設基準については、入院基本料7対1を維持するための要件である、平均在院日

数、在宅復帰率、重症度、医療、看護必要度など分析したものを医師と幹部職員へ毎週報告し
ている。 

 

（３）財政内容の改善に関する取り組み 

 

収入については、許可病床数91床で算出した病床利用率は平成28年度59.8％（稼動病床数65床で

算出した病床利用率は83.6％）、平成29年度60.5％（稼動病床数65床で算出した病床利用率は

84.7％）であり、稼動病床数65床で予約入院や日中の緊急入院及び夜間休日等の緊急入院対応に必

要なベッドの確保も考慮すると、ほぼ満床に近い状況でありこれ以上増収が見込めない状況であっ

た。患者数の増加に対応するため、9月から3階病棟の増改築工事を行い、11月から稼動病床数を65

床から69床へ変更した。今年度は、許可病床数91床で算出した病床利用率は62.8％（稼動病床69床

で算出した病床利用率は85.6％）で、夜間休日等の緊急入院対応に必要なベッドの確保も考慮する

と、ほぼ満床に近い状況であり、新規入院患者数も前年度より190名増の1,360名となった。外来に

ついても、1日100名超の受診者があり、急患処置も兼ねた外来診察室や待合室の狭さも影響してい

るものの、前年度より3,900名増の20,644名で、診療科増加及び3階病棟増床により増収となった。 

費用については、職員がほぼ50歳以下であることから、今後数年間は人件費が上昇し続ける。財政

悪化は確実と思われる中、新たな収入増加、コスト削減策が必要である。収入増加策は、施設規模

に左右されず、経費の掛からないものでなければならず、現状のまま取り組める新たな施設基準

（加算）の取得を模索した。5月より医療安全管理室の設置及び専任の医療安全管理者を１名配置

し、医療安全管理体制の充実を図り、医療安全管理体制加算を取得した。コスト削減策としては、

徹底した価格交渉による材料費の削減に取り組み、単価の上昇は抑えられた。今年度から人事評価

制度の導入に向けた取り組みを開始したため、あわせて適正な給与体系の構築の検討に取り組み、

将来的には給与規程等の見直しを行うことで、人件費の抑制に繋がる可能性はあると考えてい

る。 

※施設基準とは医療法で定める医療機関および医師等の基準の他に、健康保険法等の規定に基

づき厚生労働大臣が定めた、保険診療の一部について、医療機関の機能や設備、診療体制、

安全面やサービス面等を評価するための基準になります。 
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（４）その他業務運営に関する重要事項に関する取り組み 

 

新病院準備室の市職員3名を中心に、新病院建設に向けて取り組み、「地方独立行政法人西都児湯

医療センター施設整備基本計画」の策定を目指し、病床機能や土地の選定について、合計12回西都

市と協議を重ね、11月病院事業債仮申請手続きを行った。その後、西都市及び西都市西児湯医師会

と合計4回の協議を重ね、病床数、病床機能を確定させ病院事業債本申請手続きに取り組んだ。 

 

■項目別の状況 

 

第１   住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

１ 医療サービス 

 

（1）緊急性の高い脳疾患や地域に不足している内科疾患における二次救急医療の提供 

 

当院は稼働病床数 69床（許可病床数：91 床）の病院として、今年度も急性期の医療を継続

し、緊急性の高い脳卒中等の脳疾患や呼吸器疾患及び骨折等の整形外科疾患を積極的に受け

入れた。 

高度医療機器は、MRI・CT・DSAがある。MRI検査は平成29年度2,767件、平成30年度3,058件で

291件の増加、CT検査は平成29年度2,828件、平成30年度は3,582件で754件の増加、DSAは平成29

年度88件、平成30年度は107件で19件増加した。 

急性期医療としては、脳神経外科の検査や手術に加えて、呼吸器内科の直達硬性鏡を用いた気

管・気管支腫瘍の切除またはステント留置術、内視鏡検査や治療等の高度な医療を提供した。 

また、4月整形外科常勤医師1名を採用したことにより、外傷や骨折等の診療及び大腿骨頭置

換手術等の高度な医療を提供した。 

整形外科の緊急以外の定例手術や受傷後48時間以内の早期に手術治療が望ましい症例は、

理事長自ら麻酔を担当した。 

 

（注）平成26年度、平成27年度は医療法人財団西都児湯医療センター 

 

（２）初期救急医療体制の維持及び充実 

 

西都児湯地域で唯一内科・外科の夜間急病センターを備えているが、救急搬送患者の約４割が圏

外へ流出していた。地域の急性期を担う医療機関として、増加する救急搬送に対して可能な限り

受け入れたことにより救急車搬入件数が増加した。 

平成31年1月地域住民を対象に、「宮崎県の救急医療について」のタイトルで宮崎大学医学部病

態解析医学講座救急・災害医学分野救命センターの落合秀信教授、「西都児湯医療圏の救急医療に

ついて」のタイトルで当センターの長田直人理事長が講演を行い、宮崎県内の救急医療及び当セン

ターが担っている救急医療の現状や課題、重要性を周知した。 

7 

指  標 平成26年度 

実績 

平成27年度 

実績 

平成28年度 

実績 

平成29年度 

実績 

平成30年度 

計画 

平成30年度 

実績 
計画比較 

手術件数（件） 95 113 188 201 95 287 ＋192 

血管内治療件数（件） 20 60 21 40 20 44 ＋24 

t-PA 治療件数（件） 11 10 11 11 20 9 －11 

内視鏡検査件数（件） 98 137 197 240 150 275 ＋125 



 

 

 

指  標 平成26年度 

実績 

平成27年度 

実績 

平成28年度 

実績 

平成29年度 

実績 

平成30年度 

計画 

平成30年度 

実績 
計画比較 

救急車搬入件数（件） 722 869 887 836 900 1,040 +140 

 

（３）医療連携の推進 

 

他の医療機関や施設等からの紹介患者をすみやかに受け入れ、退院手続きをスムーズに

行うため、地域医療連携室の社会福祉士2名、看護師1名を配置した。外来患者数増加に伴

い、外来看護師の不足が生じたため、5月看護師1名を外来へ配置変更した。 

そのため、地域医療連携室は社会福祉士2名で、転院に伴う医療機関や施設選定、在宅復帰

に向けた家族との調整等の業務を行った。今年度の医療相談件数は、553件であった。 

これらの取り組みを行ったが、紹介率・逆紹介率ともに前年度を下回り、計画値も下回る結

果となった。 

 

指  標 平成26年度 

実績 

平成27年度 

実績 

平成28年度 

実績 

平成29年度 

実績 

平成30年度 

計画 

平成30年度 

実績 
計画比較 

紹介率（％） 29 34.1 41.5 39.4 31以上 29.1 -1.9 

逆紹介率（％） 30 26.3 43.0 34.3 31以上 29.8 -1.2 

◆紹介率：（文書による紹介患者数＋救急車搬入患者）÷初診患者×100 

◆逆紹介率：逆紹介患者数÷初診患者×100 

 

 

（４）地域災害拠点病院としての役割 

 

6月に開催された西都市総合防災訓練へ、DMATと事務局職員が参加し、災害発生時の行政機

関や地域企業との連携強化を図った。 

8月に開催された平成30年度災害実働訓練・大規模地震時医療活動訓練に併せて、午前中は院

内の災害訓練を職員69名が参加して行った。主な訓練内容としては、災害対策本部運営や待合

室のレイアウトを変更し、トリアージ後の傷病者の対応を行った。午後は、DMATと事務職員

で、県外DMATとの連携や傷病者の転院搬送依頼など実働訓練を行った。 

10月に開催された宮崎県総合防災訓練へDMATを派遣し、県内の医療機関や企業などと協力体

制の強化を図った。 

災害対策委員会において、災害発生時のライフラインの確保や患者用の医薬品や食糧等の

備蓄計画に加え、職員用の飲料水や食糧等の備蓄について協議を行い、次年度において飲料

水、食糧並びに簡易トイレについて備蓄することとした。 

県内の医療機関や宮崎県との連絡網確保を目的として、防災無線機を1台購入し、災害時

の院内外との連絡体制強化を図った。災害など不測の事態により被害を受けた時でも、病院事

業を継続していく、あるいは中断しても早期復旧を図るために、事前に対応策を準備しておく事

業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）の作成が完了した。 
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２ 医療の質の向上 

 

（１）医療職の確保 

 

①  医 師 

4月に整形外科常勤医師１名を採用し、常勤医師7名となり目標は達成している。夜間急病セン

ターついては、今年度も宮崎大学医学部、航空自衛隊新田原基地、周辺医師会からの医師派遣

の継続と常勤医師の増員により、内科・外科の診療が365日診療できる体制に近づいている。 

 

 

 

②  看護師 

 

入院と外来患者数の増加に対応するため、看護師の採用をすすめ看護師を2名増員した。また、

看護大学や専門学校を訪問し、病院のＰＲや奨学金等の内容を説明し新卒の看護師確保に向

けた取り組みを行った。 

 

 

 

（２）医療安全対策の徹底 

 

医療安全・院内感染ともに委員会や院内研修会を計画に基づき開催した。また、医療安全管理

体制を強化するため、医療安全管理室の設置及び専任の医療安全管理者１名を配置し、医療安全

管理体制の充実を図った。 

 

指  標 平成26年度 

実績 

平成27年度 

実績 

平成28年度 

実績 

平成29年度 

実績 

平成30年度 

計画 

平成30年度 

実績 
計画比較 

医療安全対策委員会開催数(回) 12 12 12 12 12 12 ±0 

院内医療安全研修会開催数(回) 4 4 4 4 4 4 ±0 

院内感染対策委員会開催数(回) 12 12 12 12 12 12 ±0 

院内感染対策研修会回数(回) 2 2 2 2 2 4 ＋2 

院外研修への参加回数(回) 8 8 8 10 12 12 ±0 
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指  標 平成26年度 

実績 

平成27年度 

実績 

平成28年度 

実績 

平成29年度 

実績 

平成30年度 

計画 

平成30年度 

実績 
計画比較 

常勤医師数（人） 3 5 5 6 7 7 ±0 

指  標 平成26年度 

実績 

平成27年度 

実績 

平成28年度 

実績 

平成29年度 

実績 

平成30年度 

計画 

平成30年度 

実績 
計画比較 

 看護師数（人） 49 49 54 59 56 61 ＋5 



 

（３）クリティカルパス導入の推進 

 

クリティカルパスの作成については、4月よりクリティカルパス委員会を設置し、委員会を中
心に現在のクリティカルパスの見直しと新たなクリティカルパスの作成に向け取り組んだ。今
年度は、頚椎椎弓形成術、腰椎手術、ガンマネイル術、人工骨頭置換術、橈骨遠位端骨折の5つ
について作成した。 

地域連携クリティカルパスは、周辺の医療機関と連携には至らなかったため、今後も継続して
検討を行う。 

 

（４）高度医療機器等の計画的な更新・整備 

 

整形外科の新設に伴い、手術機材や手術台等を整備した。その他、機器の老朽化に伴い、解析

付心電計や手術室の無影灯を更新した。 

 

（５）研修制度の確立   

 

ア 医 師 

 

当該医師らが診療を行う上で必要な専門医、認定医の資格更新のための単位取得を目的とする県

外で開催された学会に18回、県内で開催された研修会に10回参加した。特に、学会発表は病院の 

PR も兼ねるため、積極的な発表を医師へ要請し、今年度は日本脊髄外科学会や日本呼吸器内

視鏡学会等10学会で症例発表を行った。 

 
イ 看護師 

 

看護職員のスキルアップと看護の質向上を目的として、できるだけ多くの研修会に参加で

きるように勤務調整など取り組んだ。今年度は県内外の138研修会へ参加し、1人あたり平均

2.3回研修会へ参加することができた。研修会で受講した内容について、受講者が院内で伝達講

習会を6回開催し知識・技術の情報の共有化を図った。平成30年度は医療の質安全学会で「eラー

ニングで活用した多職種を対象とした医療安全教育」というタイトルで発表を行った。また、雑

誌「病院安全教育」に寄稿した原稿が掲載された。 

認定看護師等の資格取得については、今年度も長期間の看護師派遣は困難であるため、まずは

比較的短期間で資格取得可能で、病院の管理上必要な看護管理者認定取得研修会へ1名派遣した。 

認定看護師資格取得のための検討は継続しており、県内外の認定看護師養成施設の状況と教育

期間や派遣に係る費用算出も調査し、12月に専門・認定等看護師育成奨学金貸与規程を制定し、

資格取得に向けた体制整備に取り組んだ。 

 

ウ その他医療職 

 

今年度も、専門職種が県内外の学会や研修会に積極的に参加した。院外研修として、平成28年

度以降臨床検査技師の超音波研修については、超音波技術の向上に向けて、技師1名が週2回宮

崎市内の病院に出向き研修を受けた。平成30年度、診療放射線技師の一般撮影やCT、MRIなどの

撮影技術向上を目的として、県立宮崎病院に出向き6日間研修を受けた。 

 

10 

指  標 平成26年度 

実績 

平成27年度 

実績 

平成28年度 

実績 

平成29年度 

実績 

平成30年度 

計画 

平成30年度 

実績 
計画比較 

クリティカルパス数（種類） 3 3 5 7 10 12 ＋2 

地域連携ｸﾘティｶﾙﾊﾟｽ数（種類） 0 0 0 0 1  0 －1 



 

エ 事務職 

 

事務職による院内研修会として、5月に診療報酬などの状況と経営分析ソフト(Libra)の操作

方法等の勉強会、11月にBLS研修会を開催した。 

 

指  標 平成26年度 

実績 

平成27年度 

実績 

平成28年度 

実績 

平成29年度 

実績 

平成30年度 

計画 

平成30年度 

実績 
計画比較 

専門医、認定医等資格取得数（個） 5 5 10 12 12 13 ＋1 

認定看護師資格取得者数（人） 0 0 0 0 2 0 －2 

その他医療職による外部研修（回） 29 29 30 98 30 101 ＋71 

事務職による院内研修会（回） 1 1 2 3 3 2 －1 

 

３ 患者サービスの向上 

 

（１）患者中心の医療の提供 

 

患者やその家族が治療内容を十分に理解し、納得した上で治療方法を選択できるように事前説

明を十分に行うよう徹底した。 

特に入院患者の治療方針を早期に決定するため、病棟回診に医師と看護師だけでなく理学療法

士も参加した。病棟カンファレンスも医師や看護師に加えて管理栄養士・理学療法士・作業療法

士・社会福祉士も参加し患者情報を共有し、専門分野において患者と関わるよう努めた。患者の

状態により必要な場合は、医療安全・感染対策・褥瘡委員会のチームへ相談し対応した。 

また、退院支援カンファレンスを週２回開催し、病棟看護師と社会福祉士で協議し医療機関や家

族との連携を強化し、退院に関する手続きをスムーズに行った。4月より入退院支援委員会を設

置し入退院時の問題点や対応について協議した。平成31年1月より毎週1回ベッドコントロール

会議を行い、医師、看護師、理学療法士及び事務職員と空床や入退院状況など分析して速やか

な退院調整に努めた。 

 

（２）快適性の向上 

 

入院患者及び外来患者を対象に、患者満足度調査（ＰＳ調査）を外部業者に委託実施し、病院

に対する患者の意見、苦情や要望に関する意見を収集分析した。意見として多かったのは、

待ち時間の長さ、駐車場の狭さ、外来待合室の狭さ及び建物の老朽化であった。 

患者来院時の駐車場確保を目的として、院外で西都市が所有している駐車場の一部を職員

駐車場として借用し、院内の駐車場を患者駐車場として確保した。 

施設の老朽化については、3階病棟増改築工事に併せてトイレも一部改修を行い、快適性の向上

を図った。患者満足度調査の分析結果は、各部署にデータを提供し、医療従事者間の情報の共

有化に努めた。 
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入院 

調査年度 調査期間 総回答数 総合評価 

平成26年度 平成26年12月1日～平成27年2月28日 82件 4.29/5 点 

平成28年度 平成28年10月1日～平成29年2月20日 70件 4.17/5 点 

平成29年度 平成29年10月1日～平成29年11月30日 105件 4.21/5 点 

平成30年度 平成30年10月3日～平成30年10月26日 104件 4.20/5 点 



 

 

 

（３）相談窓口の設置及び情報発信 
 

社会福祉士2名で、外来及び病棟の医療・介護や公的医療費助成制度の相談などの対応をスム

ーズに行えるように努めた。今年度は、553件の医療相談等へ対応した。 

予防医療の推進を目的として、ホームページによる情報発信や西都市の広報紙「広報さいと」へ、

職員やコメディカル部門の紹介や院内の出来事・話題等の情報を隔月掲載した。 

 

 

（４）職員の接遇向上 

 

全職員を対象とした外部講師による接遇研修を3回に分けて開催した。職員124名のうち参加

人数は113名で、欠席者11名については研修資料を配布した。 

 

指  標 平成26年度 

実績 

平成27年度 

実績 

平成28年度 

実績 

平成29年度 

実績 

平成30年度 

計画 

平成30年度 

実績 
計画比較 

院内接遇研修回数（回） 0 0 1 1 1 1 ±0 

院内接遇研修参加人数（人） 0 0 79 108 全職員 113 -11 

 

（５）医療連携体制の充実 

 

周辺医療機関からの紹介患者を速やかに受け入れできるように、地域医療連携室専従の看護

師1名が対応した。しかし、外来患者数増加に伴い、外来看護師の不足が生じたため、5月専従

看護師1名を外来へ配置変更した。変更後の医療機関や介護施設等からの紹介や救急車搬送依頼

時に必要な患者情報については、外来看護師や医事係職員が連携して対応した。 

また、西都市内で開催されたキュア（医療）ケア（介護）ネットワーク会議や高鍋保健所主催

の「西都児湯入退院調整ルール策定運用事業における医療機関合同協議」等へ参加し、周辺の医

療機関や施設との医療連携体制の強化に努めた。 

 

４ 公的医療機関としての役割 

今年度は研修施設として、宮崎大学医学部附属病院卒後臨床研修センターの研修医、西都

市消防本部の救急救命士を受け入れた。実習施設としては、宮崎大学医学部の医学生、専

門学校の理学療法士・医療事務、短期大学の管理栄養士を受け入れた。 

夜間急病センターについては、宮崎大学医学部や航空自衛隊新田原基地及び周辺医師会からの

当直医派遣の継続と、常勤医師の増員により、内科・外科の診療が365日診療できる体制へ近

づいた。 
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外来 

調査年度 調査期間 総回答数 総合評価 

平成26年度 平成26年12月1日～平成27年2月28日 209件 4.02/5 点 

平成28年度 平成28年10月1日～平成29年2月20日 212件 3.83/5 点 

平成29年度 平成29年10月1日～平成29年11月30日 206件 3.82/5 点 

平成30年度 平成30年10月3日～平成30年10月26日 247件 3.84/5 点 



 

 

 

５ 法令遵守 

 

医療法や個人情報保護等の関係法令を遵守するとともに、病院の規程に基づき適切に対応し

た。今年度のカルテ開示請求は23件あり、西都市個人情報保護条例に準じてカルテ開示を行

った。 

 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 法人運営管理体制の確立 

管理職で組織する病院運営会議を毎月1回開催し、診療実績と経営状況の報告並びに診療報酬増

収のために、新たな施設基準取得のための検討や病院経営に関する企画と立案を行った。立案事

項を理事会へ提出し、審議された決定事項を院内で周知した上で運営した。また、各部署の責

任者及び医師を含む管理者との連絡会議を週1回開催し、病院運営に関する報告を行い、院内の意思統

一を図った。 

 

 

２ 業務運営の改善と効率化 

 

 

（１）予算の弾力化 

 

今年度は、事業運営に見合った予算の見直しを随時行い、結果的に7回の補正予算を理事会に提

案し承認された。適正な予算執行を弾力的に行うことで、業務執行面において柔軟な経営に

資することができた。 

 

 

（２）適切かつ弾力的な人員配置 

 

中期計画の達成に向け、必要に応じた人員をすみやかに確保するため、派遣会社の活用

や、ハローワークへのリクエストの登録を行った。 

診療状況の変化にすみやかに対応するため、看護職員の異動は年度途中でも実施し診療状況

に応じて職員を配置した。 

常勤医師の働き方改革のため、5月よりタイムカードを導入し医師の時間外勤務の現状把握に取

り組んだ。今後、時間外勤務の状況を踏まえ、勤務時間や給与規程等の見直しなど予定してい

る。 

 

 

（３）人事評価制度の構築に向けた検討 

 

法人の運営状況や収支を的確に把握することで、人事評価を給与や職員の処遇に反映する事

が出来る。 

今年度は、人事評価制度について評価方法や細かい取り決め等について、管理職や役職員及び一

般職員に対して研修等を実施し、細かい調整を行い早期の正式導入を目指している。 
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第３ 財政内容の改善に関する事項 

 

１ 持続可能な経営基盤の確立 

 

（１）収入の確保 

 

急性期一般入院料1（入院基本料7対1）の施設基準を維持できるよう、重症度、医療・看護必

要度、平均在院日数、在宅復帰率などの状況を医師と幹部職員が参加する会議で報告した。 

その上で、医師がベッドコントロールにて在院日数を抑制し、地域医療連携室が退院調整を

して在宅復帰率の向上を図った。 

未収金の発生防止や回収については、医事係と財務・人事課において回収にかかる協議を複数

回行い、未収金案件269件に対して、1,000円以上の84件に文書にて通知を行い、そのうち40件に

ついて未収金を回収することができた。 

DPC/PDPSについては、電子カルテ導入後に検討したが、現状ではDPCへの移行は収益を悪化させる

ため、断念した。 

 
 

指  標 平成26年度 

実績 

平成27年度 

実績 

平成28年度 

実績 

平成29年度 

実績 

平成30年度 

計画 

平成30年度 

実績 
計画比較 

入院 

病床利用率（％） 43.6 51.3 59.8 60.5 65.9 62.8 -3.1 

新規入院患者数（人） 829 1020 1,196 1,170 1,200 1,360 +160 

平均在院日数（日） 16 16 16 16 18以下 16 －２ 

外来 1 日あたりの外来患者数(人) 36.9 42.8 50.6 59.1 65 79.3 +14.3 

 

（２）支出の節減 

 

医薬品及び診療材料等については一品目ごとに見積入札や粘り強い価格交渉を行い、安価で購入

するよう努めた。医薬品は薬事審議会において採用や変更、ジェネリック医薬品（後発医薬

品）の使用について審議を行い、品目の見直しを行った。 ジェネリック医薬品の品目数は、

前年度より 39品目増加したが、ジェネリック医薬品採用率は計画の50％より9.8ポイント少な

い 40.2％となった。これには、ジェネリック医薬品は 前年度より品目数は増加したものの、総

品目数も増加したことが影響している。 

 

 

（３）役割と負担の明確化 

 

事業経費については、事業収入を充てることとなる。法人の健全な運営のため、収益の確

保対策として施設基準の見直しの検討を行った。5月から、医療安全管理室の設置及び専任の

医療安全管理者を1名配置し、医療安全管理体制の充実を図り、医療安全管理体制加算を取得し

た。 
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指  標 平成26年度 

実績 

平成27年度 

実績 

平成28年度 

実績 

平成29年度 

実績 

平成30年度 

計画 

平成30年度 

実績 
計画比較 

ジェネリック医薬品（％） 32.5 32.0 32.4 33.1 50 40.2 -9.8 



 

 

 

第 4 予算（人件費の見積もり額を含む）、収支計画及び資金計画 

※財務諸表及び決算報告書を参照 

 

第５ 短期借入金の限度額 

 

借入金なし 

 

   限度額 200百万円 

 

第６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある場合に

は、当該財産の処分に関する計画 

 

なし 

 

 

第 7 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 

なし 

 

 

第 8 剰余金の使途 

 

剰余金については、積立金として処理した 

 

 

第 9 料金に関する事項 

 

1 診療料金等 

 

（１） 定めたとおり実施している 

（２） 該当なし 

（３） 定めたとおり実施している 

 

2 料金の減免 

 

該当なし 

 

3 その他 

 

該当なし 
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指  標 平成26年度 

実績 

平成27年度 

実績 

平成28年度 

実績 

平成29年度 

実績 

平成30年度 

計画 

平成30年度 

実績 
計画比較 

医業収支比率（％） 93.21 92.7 101.2 93.52 86.28 96.85  +10.57 

経常損益（千円） 24,697 43,698 103,696 45,352 71,603 82,462 +10,859 



 

 

第 10 その他西都市の規則に定める業務運営等に関する事項 

 

1 施設及び設備に関する計画 
 

施設及び設備の内容 実績 

病院施設・設備の整備（千円） 57,066 

医療機器等の整備・更新（千円） 20,454 

 

２ 法第40条4号の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画 

 

該当なし 

 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

 

今年度は、西都市が実施した病院本館の耐震診断の結果に基づき、耐震補強工事を行った。 

第 11 その他業務運営に関する重要目標を達成するためとるべき事項 

1 病院施設整備に向けた取り組み 

 

「地方独立行政法人西都児湯医療センター施設整備基本計画」の策定を目指し、病床機能

や土地の選定について、合計12回西都市と協議を重ね、11月病院事業債仮申請手続きを行っ

た。 

その後、西都市及び西都市西児湯医師会と合計4回の協議を重ね、病床数、病床機能を確定

させ病院事業債本申請手続きに取り組んだ。 
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（別紙１）地方独立行政法人西都児湯医療センター組織図 
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財務諸表の承認方針 

 
 

地方独立行政法人法（以下「法」という。）第 34 条第１項の規定に基づき、地方独立行政法人
西都児湯医療センターの財務諸表の承認にあたっては、この方針に基づき財務諸表及び添付書類
の確認を行うものとする。 
 
１．基本的事項 

(1) 財務諸表は、市民その他利害関係者に西都児湯医療センターの財政状態、経営成績等を適
正なものとして示される必要があることから、合規性の遵守及び表示内容の適正性につい
て確認するものとする。 

(2) 財務諸表については、監事の監査対象となっていることから、外形的な合規性及び主要な
計数等の表示内容について実施するものとする。 

 
２．財務諸表の確認事項 

(1) 合規性の遵守 

確認項目 備考 

１．提出期限は遵守されたか ・事業年度終了後３月以内 

２．必要書類は全て提出されたか ・財務諸表（貸借対照表、損益計算書、利
益の処分又は損失の処理に関する書類、 
キャッシュ・フロー計算書、行政サービ
ス実施コスト計算書、附属明細書）、添付
書類（事業報告書、決算報告書、監事の
監査報告書） 

３．監事の監査報告書に財務諸表の承認に
あたり考慮すべき意見はないか 

 

 
(2) 表示内容の適正性 

確認項目 備考 

１．記載すべき項目について、明らかな遺
漏はないか 

・地方独立行政法人会計基準に則った表示
科目、会計方針等の遺漏 

２．計数は整合しているか ・合計等の基本的な計数の整合 

３．書類相互間の数値の整合は取れている 
 か 

・主要表と附属明細書その他書類間の整合 
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財務諸表の確認について 

 

確認事項 確認項目 確認結果 チェック 

合規性の遵守 

１．提出期限は遵守されたか ・事業年度終了後３月以内 令和元年６月２４日提出 ○ 

２．必要書類は全て提出され
たか 

・財務諸表 
貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損失の
処理に関する書類、キャッシュ・フロー計算書、
行政サービス実施コスト計算書、附属明細書 

・添付書類 
事業報告書、決算報告書、監事の監査報告書 

すべて提出済み ○ 

３．監事の監査報告書に財務
諸表の承認にあたり考慮す
べき意見はないか 

 考慮すべき意見はなし ○ 

表示内容の適正性  

１．記載すべき項目につい
て、明らかな遺漏はないか 

・地方独立行政法人会計基準に則った表示科目、会
計方針等の遺漏 

明らかな遺漏は見当たらな
い 

○ 

２．計数は整合しているか ・合計等の基本的な計数の整合 基本的な計数の整合を確認 ○ 

３．書類相互間の数値の整合
は取れているか 

・主要表と附属明細書その他書類間の整合 
主要表との数値の整合を確
認 

○ 
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